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１  計画策定の背景 
 

 

 

 

 

 

 

わが国の合計特殊出生率は平成 17年（2005年）に過去最低の 1.26を記録した後、緩やかに回

復の傾向がみられていましたが、近年減少傾向にあり、令和 5 年（2023年）には 1.20 と過去最

低を更新する状況となっています。こどもや家庭を取り巻く環境は大きく変化し、子育ての孤立

化や経済的不安など課題が多分野にまたがり、ますます複雑化しています。 

国においては、少子化対策を進めるなか、平成 24 年（2012 年）に子ども・子育て支援法を制

定し、平成 27 年（2015 年）から「子ども・子育て支援新制度」を施行して、子ども・子育てを

総合的に推進する施策が進められてきました。さらに、こども施策を社会全体で総合的・包括的

かつ強力に推進していくために、令和 5 年（2023 年）にこども家庭庁が設立され、「こども基本

法」が施行されました。次代の社会を担う全てのこどもが、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、

自立した個人としてひとしく健やかに成長することができ、こどもの心身の状況、置かれている

環境等にかかわらず、その権利の擁護が図られ、将来にわたって幸福な生活を送ることができる

社会の実現をめざしています。 

本市では、平成 25 年(2013 年)に、日本国憲法及び児童の権利に関する条約の理念に基づき、

こどもに関わるすべての人が、こどもや子育て家庭への支援に関心をもち、それぞれの役割につ

いて認識し、互いにつながりを深めながら協力し、本市のこども一人ひとりが健やかに育ち、こ

どもを愛情深く育む地域社会の実現をめざし、「豊中市子ども健やか育み条例」を制定しました。

また条例などに基づき、平成 27年(2015年)に「豊中市子育ち・子育て支援行動計画」、令和 2年

（2020年）に第 2期計画を策定し、子育ち・子育ての支援に関する施策を総合的かつ計画的に推

進してきました。 

このたび第 2期計画が令和 6年度（2024年度）で計画期間を終了することから、これまでの取

組みの成果や課題をふまえ、社会情勢の変化や新たな課題、また「こども基本法」などの新たな

法律・制度に対応しながら、引き続き施策を推進するため、第 3期豊中市子育ち・子育て支援行

動計画「こどもすこやか育みプラン・とよなか」（以下、「本計画」とします。）を策定するもので

す。  

第 2期「こどもすこやか育みプラン・とよなか」の取組みの成果や課題をふまえ、社会

情勢の変化や新たな課題、新たな法律・制度に対応し、子育ち・子育ての支援に関する施

策を総合的かつ計画的に推進する第 3期「こどもすこやか育みプラン・とよなか」を策

定します。 
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２  計画の位置づけ 
 

 

 

 

 

（１）計画の位置づけ 

本計画は、「豊中市子ども健やか育み条例」第 15 条に基づく「子育ち・子育て支援行動計画」

として策定し、「こども基本法」第 10 条に基づく「市町村こども計画」に位置づけるものです。 

また「子ども・子育て支援法」第 61条に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」ほか、

「子ども・若者育成支援推進法」に基づく「市町村子ども・若者計画」（※「豊中市若者自立支援

計画」）、「こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律」に基づく「こどもの貧困の解消

に向けた対策計画」、「次世代育成支援対策推進法」に基づく「市町村行動計画」、「母子及び父子

並びに寡婦福祉法」に基づく「自立促進計画」、及び「児童福祉法」の理念を具体化するための

「新しい社会的療育ビジョン」に基づく「社会的養育推進計画」と一体的に策定するものです。

また、成育基本法等を踏まえた母子保健医療体制の推進についても、「健康づくり計画・食育推進

計画」と合わせて推進していきます。 

[条例・法律等における位置づけ] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

子育ち・子育て支援行動計画 豊中市子ども健やか育み条例 

市町村子ども・若者計画 子ども・若者育成支援推進法 

こどもの貧困の解消に向けた対策計画 
こどもの貧困の解消に向けた対策の

推進に関する法律 

市町村行動計画 次世代育成支援対策推進法 

自立促進計画 母子及び父子並びに寡婦福祉法 

新しい社会的療育ビジョン 

市町村子ども・子育て支援事業計画 子ども・子育て支援法 

市町村こども計画 こども基本法 

一体的に策定 

社会的養育推進計画 

子育ち・子育てに関わる計画と一体的に策定するもので、令和 7年度（2025年度）か

ら令和 11年度（2029年度）までの５年間を計画期間とします。 
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[条例・法律等] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[こども、若者の定義] 

 

 

 

 

 

 

豊中市子ども健やか育み条例（第 15 条） 
 

市長は，こどもの健やかな育ちに関し，子育ち・子育ての支援に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため，第 11 条か

ら前条までに定める施策を推進するため必要な事項（法第 61 条に規定する市町村子ども・子育て支援事業計画において定める

こととされている事項を含む。）を定める子育ち・子育て支援行動計画を策定しなければならない。 

 

２ 市町村は、大綱（都道府県計画が定められているときは、大綱及び都道府県計画）を勘案して、当該市町村におけるこどもの

貧困対策についての計画（次項において「市町村計画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律（第 10 条） 

こども基本法（第 10 条） 
 

２ 市町村は、こども大綱（都道府県こども計画が定められているときは、こども大綱及び都道府県こども計画）を勘案して、

当該市町村におけるこども施策についての計画（以下この条において「市町村こども計画」という。）を定めるよう努めるもの

とする。 

子ども・子育て支援法（第 61 条） 
 

市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保その他この法

律に基づく業務の円滑な実施に関する計画を定めるものとする。 

子ども・若者育成支援推進法（第 9 条） 
 

２ 市町村は、子ども・若者育成支援推進大綱（都道府県子ども・若者計画が定められているときは、子ども・若者育成支援推

進大綱及び都道府県子ども・若者計画）を勘案して、当該市町村の区域内における子ども・若者育成支援についての計画（次

項において「市町村子ども・若者計画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

母子及び父子並びに寡婦福祉法（第 12 条） 
 

都道府県等は、基本方針に即し、次に掲げる事項を定める自立促進計画を策定し、又は変更しようとするときは、法律の規定

による計画であって母子家庭等及び寡婦の福祉に関する事項を定めるものとの調和を保つよう努めなければならない。 

次世代育成支援対策推進法（第 8 条） 
 

市町村は、行動計画策定指針に即して、五年ごとに、当該市町村の事務及び事業に関し、五年を一期として、地域における子

育ての支援、母性並びに乳児及び幼児の健康の確保及び増進、子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備、子どもを

育成する家庭に適した良質な住宅及び良好な居住環境の確保、職業生活と家庭生活との両立の推進その他の次世代育成支援対策

の実施に関する計画（以下「市町村行動計画」という。）を策定することができる。 

○本計画においては、「こども基本法」に基づき、「こども」を「心身の発達の過程にある者」としま

す。また「若者」については、国の大綱等に基づき、おおむね中学生年代から40歳未満の者とし

ます。 
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本計画は、「豊中市総合計画」を上位計画とし、図に示す分野別の計画等と整合を図り、分野横

断的に子育ち・子育て支援を充実させていくものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、本市においては、持続可能な開発目標ＳＤＧｓの達成推進につながる施策展開を図って

おり、本計画は次の 10分野に関わる施策内容を含んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

豊中市総合計画 

豊中市子育ち・子育て支援行動計画 

「こどもすこやか育み

プラン・とよなか」 

●豊中市人権教育推進プラン 

●豊中市教育振興計画 

●豊中市男女共同参画計画 

●豊中市多文化共生指針 

●豊中市文化芸術推進基本計画 

●豊中市立図書館みらいプラン 

●豊中市スポーツ推進計画 

●豊中市地域福祉計画 

●豊中市雇用・就労施策推進プラン 

●豊中市健康づくり・食育推進計画 

●豊中市メンタルヘルス計画 

●豊中市障害者長期計画 

●豊中市障害福祉計画・豊中市障害児福祉計画 

●豊中市公共施設等総合管理計画 

                   など 

□障害のある子どもへの支援の基本的な考え方 

□第 2 次豊中市公立こども園整備計画 

□児童相談所設置基本計画 

分野別計画 

整合 

（子育ち・子育て支援行動計画を推進するための計画等） 
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（２）計画期間 

本計画は、令和 7年度（2025年度）から令和 11年度（2029年度）までの５年間を計画期間と

します。 

 

[計画期間] 

年度 
令和 2 

2020 

令和 3 

2021 

令和 4 

2022 

令和 5 

2023 

令和 6 

2024 

令和 7 

2025 

令和 8 

2026 

令和 9 

2027 

令和 10 

2028 

令和 11 

2029 

令和 12 

2030 

令和 13 

2031 

本計画 

            

             

関連計画 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中間評価 

後期基本計画 前期基本計画 前期基本計画 

第４次豊中市総合計画 第５次豊中市総合計画 

「夢・はぐくむ」公立こども園整備計画 

公立こども園再整備計画（前期） 第 2 次豊中市公立こども園整備計画 

児童相談所設置基本計画 

・新・放課後子ども総合プラン 

・ひとり親家庭等自立促進計画 

・子どもの貧困対策計画 

第２期 

こども計画 

・ひとり親家庭等自立促進計画 

・こどもの貧困の解消に向けた対策

計画 

・若者自立支援計画 

・社会的養育推進計画 など 

第３期 

 

第４期 

若者自立支援計画(改訂版) 

総合計画 
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計画の基本的な考え方 
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１  基本理念 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あわせて、令和 5年（2023年）4月 1日施行のこども基本法に基づき、全てのこどもが身体的・精

神的・社会的に将来にわたって幸せな状態（ウェルビーイング）で生活を送ることができる「こどもまん

なか社会」の実現に向けて取組みを進めます。 

 

こどもの人権の尊重をすべての取組みの基礎とします 

こどもは、生まれながらにして、一人ひとりが個性ある人格をもったかけがえのない存在で

あり、権利の主体として、いかなる差別も受けることなく、その尊厳が重んじられ、人権が尊

重されなければなりません。特に、安心して生きること、あらゆる暴力や虐待、いじめなどか

ら守られること、自分らしく育つこと、自分の思いや意見を表明できることを大切にします。 

 

こどもの健やかな育ちを支えます 

こどもには、自ら育つ力と多くの可能性があります。こどもの力を信頼し、または認め、そ

の個性や能力を発揮することができる機会を提供し、こどもの状況に応じた支援をすることで、

こどもが自らの個性や能力を最大限に発揮しながら成長することをめざします。 

自分自身のこと、家庭のこと、学校のことなど様々な理由から社会的援助が必要な状態のこ

すべてのこどもの人権が尊重され、 

健やかに育ち、 

社会全体で子育て家庭を支え、 

こどもを愛情深く育むまち・とよなか 

「豊中市子ども健やか育み条例」に基づき、こどもが人とつながり、未来を切り拓く力

を身につけるとともに、次代の担い手となるこどもを大切に育むことのできる大人とな

るよう、基本理念を以下のように設定します。 
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どもや誰にも相談できず悩みを一人で抱え込んでいるこどもに対しては、関係機関が連携し、

一人ひとりの状況に応じた総合的な支援を行うことをめざします。 

こどもの年齢及び成長に応じ、その思いや意見を尊重し、こどもにとって何が最もよいこと

なのかをこどもと大人がともに考えることをめざします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安心して子育てできるよう地域全体で家庭を支えます 

こどもの育ちには、身近にいる特定の大人との愛着形成を基礎とした情緒の安定や他者への

信頼感の醸成が大切であることから、保護者が安心して子育てできるよう、地域全体で保護者

を支えることが、こどもの健やかな育ちにつながります。 

子育てとは本来、こどもに限りない愛情を注ぎ、日々成長するこどもの姿に感動して、親も

親として成長していくという大きな喜びや生きがいをもたらす尊い営みです。しかしながら、

社会環境や生活基盤の変化など子育て家庭を取り巻く状況は厳しくなっており、不安や負担を

抱えながら子育てをしている保護者もいます。こうした状況を踏まえた上で、保護者が子育て

についての責任を果たすことや、子育ての権利を享受することが可能となるよう、子育てに対

する不安や負担、孤立感を和らげることを通じて、保護者がこどもと向き合える環境を整え、

親としての成長を支援し、子育てやこどもの成長に喜びや生きがいを感じることができるよう

地域全体で子育て家庭を支えていくことが必要です。 

 

こどもを愛情深く育むまち・とよなかをめざします 

保護者を含む地域住民、関係機関・団体、事業者、市民活動団体、学校、行政などこどもに

関わるすべての人がそれぞれの役割について認識し、互いにつながりを深めるとともに、すべ

ての人がこどもや子育て家庭に関心をもち、地域全体でこどもを育む仕組みづくりが必要です。 

（こどもの健やかな育ちとは～豊中市子ども健やか育み条例より～） 

こどもは、家庭、保育所、幼稚園、認定こども園★、学校をはじめとする社会での多様

な人との関わりや様々な体験を通して、基本的な生活習慣、自分を大切にする気持ちや他

者への思いやり、個性や創造力、そして自ら考え、主体的に判断して行動する力などを養

いながら、人とつながり、未来を切り拓く力を身につけていきます。 
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２  施策体系 
 

 

 

 

 

 

 

 

重点施策 

① 確実に支援につなぐ ～寄り添い・つなぐ相談援助～ 

② 子育てはみんなで ～子育ての社会化～ 

③ こどもとともに ～こども自身による多様な参画～ 

  

施策の柱 1 子育ち支援 

 1-1 保育及び教育環境の充実 

 1-2 多様な人との交流及び様々な体験をすることができる機会の提供 

 1-3 こどもの居場所づくり 

 1-4 こどもの悩みや不安に対する相談及び支援 

 1-5 若者の自立支援 

施策の柱 2 子育て支援 

 2-1 地域の子育て環境の整備 

 2-2 子育てに必要な情報提供等 

 2-3 保護者の悩みや不安に対する相談及び支援 

 2-4 子育てと仕事の両立の推進 

施策の柱 3 安心・安全なまちづくり 

 3-1 生活環境、保健・医療体制等の整備 

 3-2 こどもの安全確保 

 

 

基本理念 
すべてのこどもの人権が尊重され、健やかに育ち、社会全体で 

子育て家庭を支え、こどもを愛情深く育むまち・とよなか 

法 定 計 画 

学校を拠点とした放課後の子どもの居場所づくりの充実 

ひとり親家庭の支援の充実（ひとり親家庭等自立促進計画） 

子どもの未来応援施策の推進（子どもの貧困の解消に向けた対策計画） 

若者自立支援計画 

社会的養育推進計画 

基本理念のもと、子育ち支援」「子育て支援」「安心・安全なまちづくり」の 3つを柱にして

取り組みます。重点施策は、課題解決や他施策への波及効果などから特に優先して取り組

むべき施策を下記のとおり位置づけます。 



２章 計画策定の主旨 
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第２章 こども・若者や子育て家庭を取り巻く状況 
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これまでの取組みと今後の課題 
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１  ニーズ等調査等からみる状況と課題 

 

 こどもや保護者、地域の支援者などのニーズ等については、令和５年（2023 年）12 月に実施し

た「豊中市子育ち・子育て支援に関するニーズ等調査」やヒアリング調査などにより把握し、以下

のとおりこどもや子育て家庭をとりまく現状と課題をまとめました。 

 

□  保護者の不安感・負担感解消に向けた取組みが必要 

○保護者が子育てに関して、不安や精神的な負担を感じる声が増えています。 

○保護者自身が日頃悩んでいることとして、仕事や趣味など自分の時間が十分とれない保護者

が増加しています。 

○自分の子育てが地域の人に支えられていると感じている保護者が減少している一方、安心して

子育てするためには、地域ぐるみの活動が必要とする小学生保護者が増加しています。 

○子育て家庭と地域とを結び付ける取組みの促進など、地域の子育て支援のさらなる拡充・連携

強化が必要となっています。 

 

□ ニーズをとらえた事業や取組みの改善が必要 

○子育ち・子育てに関する取組み・事業を知っていて利用したいと思っていても、要件・日時など

の利用条件で利用できていないとの意見があります。 

○一方で、地域の子育て・子育ち支援関係機関からは、マンパワーや個人の知識・経験、他の機関

との連携が不足しているとの意見があります。 

○ニーズをとらえながら、各取組み・事業を可能な範囲で利用しやすくなるよう改善していくこと

が必要となっています。 

 

□ こどものそれぞれの思いを大切にしていくことが必要 

○自分のことが好き、友だちといるよりひとりで自分のしたいことをする方が好き、将来は自分

の好きなように暮らすといったこどもが増加しています。 

○大人には、こどもの気持ちを見守り、こどもの取組みを認め、こどもの意見を否定しないことが

求められており、不登校児童・生徒の支援では、こどもが希望する好きな活動を一緒に楽しみ、

1 対 1 の信頼関係を築いていくこと、こどもの生きる力を信じることが大切との意見がありま

す。 

○こどものそれぞれの思いや希望を丁寧に読み込み、それらひとつひとつを大切にしながら、こ

どもが社会の一員として主体的に参加できる機会の拡充につなげることが重要です。 
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□ 個々のニーズを把握し、確実に相談・支援につなげていくことが必要 

○相談先について、保護者ではパートナー、親せき、友人・知人、育児仲間に次いで、保育所や学

校等の先生、こどもでは保育所や学校等の先生などが多くなっています。 

○相談相手がいない、相談していない理由について、保護者では、どこに相談すればよいかわか

らない、何を相談すればよいかわからない、自分自身で解決すべきだと思った、相談しても分

かってもらえないが多くなっています。 

○子育ち・子育て支援関係者では、居場所があってもそこにつなげることや、困り感があるご家庭

を適切につなげる難しさがあるとの意見、活用できる制度・サービスの情報を自発的に入手し

づらい世帯が多く、丁寧な情報提供体制が必要との意見があります。 

○相談・支援を求めた方はもちろん、悩みながらもＳＯＳを発信できていない潜在的な支援ニーズ

を把握し、確実に相談・支援につなげてくことが必要となっています。 

 

□ 子育ち・子育てを社会全体で一丸となって進めていく考え方の醸成が必要 

○こどもが生まれたときの育児休業の取得について、母親・父親ともに増加していますが、育児

休業を取らずに働いた理由として、仕事が忙しかったとともに、特に父親では、まだまだ職場に

育児休業を取りにくい雰囲気があったとの意見が多くなっています。 

○安心して子育てするための地域での取組みでは、子育て中の親子が集まり、一緒に遊べる場を

増やすとの意見が多く、特に小学生保護者では、地域ぐるみでこどもの安全や非行防止のため

の活動をする、今は難しいがいずれ協力したいとの意見が多くなっています。 

○子育ち・子育て支援関係者からは、こども食堂やこども見守りなどにより地域の中でこどもた

ちを見守りながら育んでいるとの意見がある一方で、地域のつながりが薄れていく中でどう接

したらよいかわからない、集団や社会になじめないこどもが増えている、こどもの立場で生き

やすい・住みやすい地域が必要との意見があります。 

○子育ち・子育てを一丸となって進めていく考え方の醸成が必要となっています。 

 

□ 子育ち・子育ての環境について 

○こどもの遊び場について、雨の日に遊べる場所がない、思い切り遊ぶための十分な広さがな

い、遊具などの種類が充実していないとの意見が多くなっています。 

○お子さんとの外出で困ること・困ったこととして、自動車の通行が多いにもかかわらず歩道

や信号がない道路、歩道の段差などがベビーカーや自転車での通行の妨げになるとの意見が

多くなっています。 

○子育てサークルなどの自主的な活動を行うにあたり、活動場所の提供（場所貸しなど）を支

援してほしいとの意見が多くなっています。 

○子育ち・子育てしやすい環境づくりの視点が必要となっています。 
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２  これまでの主な取組みと今後の課題 
 

（１）子育ち支援について 

①保育及び教育環境の充実について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
○民間園に認定こども園への移行を促進し、公立
こども園においてこどもたちが自分らしく過ご
し、夢を育めるような施設づくりを推進 

 
○市独自のツール「豊中市教育保育環境ガイドラ
イン」を公民一体で活用し、教育・保育の質の確
保の取組みを推進 

 
○保育士・保育所支援センターでの相談対応・斡旋

や子育て支援員研修・保育士試験対策講習の実
施、市独自の助成金などにより保育士の確保を
推進 

 
○幼保こ小連絡協議会における連携、小学校入学

に向けての情報提供など、幼少期から義務教育
機関までつながりのある育ちの支援 

 
○「第 2 期豊中市教育振興計画」に基づき、こど

もたちが自らの課題を見つけ、学び、考え、判断
し学習の意義を共有しながら「生きる力」を育め
るよう教育環境の充実を推進 

 
○市立小中学校児童生徒への一人一台端末を配備

し、ICT を活用した学び、個別最適化された学び
の実現に向けた取組みの推進 

 
○35人学級の推進 
 
○小・中学校及び義務教育学校 30 校にコミュニ
ティ・スクールを設置し、保護者や地域住民等の
意向を把握して学校運営に反映する開かれた学
校づくりを推進 

 
○義務教育学校「庄内さくら学園」開校 
 
○庄内コラボセンターを開設し、南部地域におい

て保育、教育、福祉、保健などの多様な主体が連
携する仕組みづくりを推進 

これまでの主な取組み    
 

こどもが生きる力を身につけられ
るよう、つながりのある保育・教
育のさらなる充実 
 
●今後の保育の在り方や少子化、はぐくみセンタ

ーや児童相談所の設置等をふまえ、公民で多様
化する子育てにニーズに対応することが必要 

 
●保育環境改善システムのさらなる活用を推進

し、より一層の保護者の利便性向上や職員の事
務負担軽減が必要(公立こども園) 

 
●市域全体での教育・保育の質の向上を進めてい

くため、引き続き豊中市教育保育環境ガイドラ
インを活用し、公民一体となった公開保育や実
践報告会、研修会など学び合う場の充実が必要 

 
●幼保こ小連絡協議会における連携・協議や教職

員への理解促進、各校区連絡会における取組み
などにより幼保こ小の連携を推進 

 
●関係機関や団体とも連携し、親子が気軽にふれ
あえる場、仲間やつながりづくりの場などのよ
り一層の充実と利用促進 

 
●引き続き教育振興計画に基づいた教育環境の充

実に係る取組みの推進 
 
●学校と地域のさらなる連携促進のため、学校支

援コーディネーターの全校配置に向け、人材確
保を推進 

 
●学校、保護者、地域住民、関係部局等と連携し

ながら、小中一貫教育の取組み推進 
 

今後の課題 
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②多様な人との交流及び様々な体験をすることができる機会の提供について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

生きる力を身につけるための交流
及び体験や学びの機会の充実とそ
の周知の強化 
 
●ニーズ等調査によると、コロナ禍での影響も想

定されるものの高校生相当年代で学校以外での
活動への参加経験が減少しており、交流・体験
機会の内容及び周知方法等の充実が必要 

 
●引き続き、幅広い世代との交流やこども自身が
スタッフやボランティアとして参加できる機会
づくりが必要。スポーツや文化芸術等とあわせ
て国際交流につながる機会の創出 

 
●ニーズ等調査によると「将来の夢をもってい

る」割合が減少しており、より一層、自分らし
い生き方の選択や生きる力を育む学びの場が必
要。社会動向に応じた金融経済教育や消費者教
育などの推進の検討が必要 

 
●引き続き、様々な分野でのこどもの社会参加・

意見表明の機会の提供に努めるとともに、社会
全体でこどもの権利についての理解・保障が浸
透するよう、条例周知等の取組みを推進 

今後の課題  
 
 
 
 
 
 
○音楽、スポーツ、高校生パフォーマンスフェスタ

など多様な人との交流や体験など、こども自身が
主体となって参加する事業を実施 

 
○事業者と連携したキャリア教育の実施やライフ

デザイン支援情報誌の作成など、自分らしい生き
方の選択や自立して生きていくために必要なこ
とを考える機会を提供 

 
○「豊中子ども健やか育み条例」出前講座や人権教

育・保育の取組み、「明日の親のための講座」な
どの実施により、自分の大切さや命の大切さを考
える機会を提供 

 
○こども自身の健康・思春期の性・メンタルヘルス、

消費者教育など、こども自身が身を守るために必
要な情報の提供・教育 

 
○子育ち・子育て支援施策についてこどもへヒアリ

ングを行うなど、本計画に基づく取組み内容を身
近に感じ、意見表明できる機会を実施 

 
○「とよなか未来トーク」などその他の分野におい

てもこどもが意見表明できる機会を創出 

これまでの主な取組み   
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③こどもの居場所づくりについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
○市内のこども食堂や無料・低額の学習支援など

のこどもの居場所づくりを推進するため、コー
ディネーターを配置し、居場所の立ち上げ・運営
支援、市域・圏域での学校関係者・地域活動関係
者・関係機関等との交流会や、ボランティア連続
講座の開催、ポータルサイト「いこっと」での情
報発信、居場所に協力したい人材の派遣、市民や
企業からの寄付等と居場所とのマッチング等を
継続実施 

 
〇前項と連動しながら、居場所団体の安定運営を

図るため、定期的な開催や、食材等の提供を通じ
て支援を必要とする子ども・家庭の見守り等を
行う団体に補助を実施 

 
○放課後こどもクラブ、地域子ども教室に加え、小
学校の校庭などを開放した居場所づくりを実
施、また事業者委託等により、放課後こどもクラ
ブを日祝も開設するなど、学校を拠点とした放
課後の居場所づくりの拡充 

 
○地域における、こどもの居場所の運営支援、学習

習慣を身につけるための放課後・土日の学習支
援モデル事業の実施、青少年交流文化館いぶき
等公共施設の活用による居場所づくりの推進 

 
○安心して読書ができる場所を提供するほか、自

ら学ぶ場所も選択できるように自学自習スペー
スを設置 

 
○不登校児童生徒について、青少年交流文化館い

ぶきでの創造活動、若者支援の窓口へのつなぎ
などの切れめのない支援や青少年団体との交
流・連携プログラムの実施 

 
○高校生世代が不登校や高校中退などを理由にひ

きこもりになることを防ぐため、多様な学びの
場や体験の機会を提供することを通じて、自分
らしさを活かした働き方や将来の姿を具体的に
イメージし、その実現に向かって歩むことがで
きる力を習得できるように支援 

これまでの主な取組み    

 
こどもの居場所の継続的な運営の
支援、連携強化、公民協働での推
進 
 
●引き続き、全小学校区での展開に向けて、子ど

もの居場所づくりを推進するとともに、子ども
の居場所相談支援ネットワークを構築し、子ど
もの居場所の支援力を向上する取組みを実施 

 
●放課後・土日の学習支援事業の全中学校区での
開催に向け、参加者数や状況に応じた効果的な
実施体制の構築と実施場所の確保 

 
●学校を拠点とした地域社会全体でこどもたちの

学びや育ちを支える環境づくりを推進するた
め、地域子ども教室、放課後こどもクラブ事業
及び放課後等の児童の居場所づくり事業が連携
する仕組みづくりが必要 

 
●引き続き、こどもの居場所について、学校・地

域への丁寧な周知、信頼関係の構築を行うとと
もに、役割分担の明確化を行い、さらなる連携
の強化 

今後の課題 
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④こどもの悩みや不安に対する相談及び支援について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

深刻な状況になる前に、こども自
身が悩みを気軽に相談できる環境
の充実、顕在化する新たな社会問
題にも対応したこどもを守るため
の体制づくり・人材育成、特別な
配慮を必要とするこどもが適切な
支援を受けることができる取組み
の推進 
 
●ニーズ等調査ではこども自身が相談できる窓口

の認知度は向上している一方、相談窓口を利用
しようと思わない理由として「どんな人が話を
聞いてくれるかわからない」が上位となってお
り、今後とも、各相談窓口がこどもにとって身
近な相談窓口になるよう相談員の資質向上とと
もに、窓口のさらなる周知の工夫が必要 

 
●児童相談所を開設し、子育てに関する問題・不

安を抱える家庭に対しての切れめない包括的な
支援の実施 

 
●ニーズ等調査では、勉強や進路についての悩

み、自分のことへの悩みは年代があがるにつれ
て増加傾向であり、悩みの相談や自殺対策に関
する取組み、相談できる力を身につける教育等
を様々な年代、多様な機会で推進 

 
●こどもの居場所に関する団体や福祉との連携を

より一層強化し、家庭を背景とした課題を抱え
るこどもの発見、包括的な支援の実施 

 
●こども自身がいじめに対する理解を深める機会

や、こどもが主体となって取り組むいじめ予防
の啓発等の支援など、いじめ予防の取組み推進 

 
●長期欠席につながる課題の早期発見及び早期支
援に向けた取組みの推進 

 
●多様化するニーズに対応するため、公民連携し
た障害児通所支援の質の向上への取組みの推進 

 
●発達障害児の二次障害の予防を含めた高年齢児
への支援の充実 

 
●質的向上や人材育成など、特別な配慮を必要と

するこどもへの支援の充実を図る必要があり、
ヤングケアラーへの支援、社会的養護を必要と
するこどもへの支援、非行や薬物乱用等の再発
防止や自立支援等の推進が必要 

 
 

今後の課題  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
○こども総合相談窓口、こども専用フリーダイヤ
ル（とよなかっ子ダイヤル）での 24 時間 365 日
の相談受付、こども専用チャット相談（とよなか
っ子ライン）をタブレット端末からも相談でき
るよう設定するなど、こどもからの相談体制を
拡充し相談が増加。さらに市民向けのリーフレ
ット・カードの配布やポスターの掲示を継続 

 
○児童相談所開設準備 
 
○「こころといのちを守る相談窓口のご案内」リー

フレット作成、公立中学校との協働による「いの
ちの授業」の実施など、援助希求行動の推進や自
殺対策等の取組みを推進 

 
○中学生対象のデート DV 防止プログラムの作成、

10 代～30 代の若年層に特化した「ガールズ相
談」に加え、「ボーイズ相談」の開設 

 
○全小中学校・義務教育学校にスクールカウンセ
ラーを配置し、教育相談体制を充実するととも
に、スクールサポーターの効果的な配置により、
学校支援を実施 

 
○「いじめ・不登校（長期欠席）・児童虐待対策連

絡会議」での連携による予防事業の実施、「豊中
市いじめ防止基本方針」に基づいた取組み、こど
もたちが主体となっていじめ予防を含めた安心
安全な学校づくりを進めていくための支援など
「いじめや児童虐待から子どもを守るプロジェ
クト」の実施 

 
○スクールソーシャルワーカーの市内全小学校へ
の配置及び中学校への事案対応派遣による早期
支援により、学校内外の機関等による相談・指導
を受けていない児童・生徒が減少、状況に合った
不登校児童・生徒への相談活動や体験活動の実
施援助 

 
○高校との連携により薬物乱用防止教室の実施 

これまでの主な取組み   
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④こどもの悩みや不安に対する相談及び支援について(続き) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
○若者支援総合相談窓口において困難を有する若

者等からの相談受付、状況に応じた継続的な支
援 

 
○通学支援サービスや児童発達支援センターの機
能充実など障害のあるこどもへの支援 

 
○学習支援・居場所づくり、集いの場や国際教室な

ど外国にルーツをもつこどもへの支援 
 
○学習支援教室、親子（面会）交流支援など、ひと
り親家庭のこどもへの支援 

 
○理解促進と早期発見に向けた啓発、専任の「ヤン

グケアラー・コーディネーター」を配置するな
ど、ヤングケアラー支援に関する専用相談窓口
を設置 

 
○新型コロナウイルス感染症対策にかかる学校園

の臨時休業等に伴い、見守りが必要な子ども・家
庭を支援するため、子ども食堂を支援する補助
を実施 

 
〇児童育成支援拠点を設置・拡充するとともに、豊
中型認定居場所を新設し、養育環境等に課題を
抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対
して、当該児童の居場所となる場を開設し、児童
とその家庭が抱える多様な課題に応じて、生活
習慣の形成や食事の提供等を行うとともに、関
係機関へのつなぎを行う等の支援を包括的に提
供 

 
〇前項の支援型居場所を拡充し、支援力を向上す

るとともに、チェックリスト活用等によりはぐ
くみセンターが中心となり全体のネットワーク
化を進める子どもの居場所相談支援ネットワー
クの構築に向けた準備を実施 

これまでの主な取組み    
 
●ニーズ等調査では、ヤングケアラーについて年

代が低くなるほど認知度が低い傾向があり、こ
どもも含めて啓発に引き続き取り組むととも
に、関係機関での体制の強化を図り、より一層
支援を充実 

 
●ヤングケアラー支援のための専門性向上とこど
もへのピアサポート、レスパイトケア等の実施 

 
●こどもや若者に向けて、思春期における心身の

変化について伝える機会を増やし、相談するこ
との重要性や相談先の周知を行い、援助希求行
動の促進を図る 

 
●ひとり親家庭へのアンケート調査では、こども

の学習支援を望む割合が高くなっており、学習
支援の継続や充実が必要 

 
●引き続き、児童育成支援拠点を圏域ごとに設置

するとともに、豊中型認定居場所を拡充するこ
とで、全中学校区に支援型居場所を展開。 

 
●こどもの居場所相談支援ネットワークを構築

し、居場所を必要とするこどもやその家庭に対
する支援力を強化 

 

 

今後の課題 
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（２）子育て支援について 

①地域の子育て環境の整備について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②子育てに必要な情報提供等 

 
 
 
 
 
 
 
○子育て家庭の孤立化が進む中で、気軽に相談で

きる場所を提供し、育児不安やストレスなどの
軽減を図ることを目的に、豊中市内の公園にお
いて、地域の見守り、「あおぞら相談」および情
報提供を実施 

 
○公立こども園地域子育て支援センター、公立こ

ども園（地域支援連携園）等において、地域の親
子が気軽に集い、ふれあう場や相談できる場を
提供 

 
○子育て支援コーディネーターが保育・教育施設
や遊び場に関する相談に対応。転入予定や来所
が難しい家庭に対してはオンライン相談を実施
し、一人ひとりのニーズに沿った支援を実施 

 
○庄内コラボセンター1 階に子育て支援センター
ほっぺ南部分室を開設し、南部での子育て支援
事業の充実を推進 

 
○庄内コラボセンターを開設し、南部地域におい

て保育、教育、福祉、保健などの多様な主体が連
携する仕組みづくりを推進 

 
○庄内コラボセンター内に庄内図書館を移転し、
地域のボランティアや館内の施設と協力しなが
ら、館内のさまざまな場所でおはなし会を実施 

 
○地域福祉ネットワーク会議(こども部会)におけ

る校区連絡会により、地域の教育・保育施設と地
域子育て支援に係る関係者との連携を深め、地
域全体で子育て家庭を見守る環境づくりを推
進。また新たにこどもの居場所関係者の参加を
呼びかけ、地域や家庭の状況に応じた支援を実
施 

 
○市内全中学校区に地域教育協議会（すこやかネ
ット）を設置し、学校・家庭・地域のネットワー
クを深める事業を行い、地域教育を活性化 

 
○学校支援コーディネーターの配置を推進し、学

校と地域（自治会、PTA、地域教育協議会、地域
子ども教室、地域ボランティア など）との連携
を強化 

これまでの主な取組み    
 

子育てが孤立することなく、身近
で交流や支え合いができる地域づ
くりのさらなる充実 
 
●ニーズ調査によると、保護者においては、自分

の時間が十分にとれない、子育てによる疲れな
どの悩みが増加傾向で、子育ての負担感などの
軽減に向けた取組みがより一層必要 

 
●関係機関や団体と連携し、親子が気軽にふれあ
える場、仲間やつながりづくりの場などのより
一層の充実と利用促進、転入世帯や外国人世帯
などへも配慮した場づくりや情報発信が必要 

 
●子育て支援センターほっぺ南部分室の開設を機

に保健センターや教育委員会等との連携を進め
ており、今後も公民協働による施設管理運営に
より、妊娠期・父親対象の講座を実施するなど
取組みの充実 

 
●地域子育て支援に係る関係者との連携をより一

層強化し、「顔の見える」つながりを深め、各
地域の実情やこどもの家庭状況に応じた支援の
充実 

今後の課題 
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②子育てに必要な情報提供等について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 

○子育て支援センターほっぺ（「基本型」）、市役所
の窓口（「特定型」）、3 カ所の保健センター（「母
子保健型」）にそれぞれ「子育て支援コーディネ
ーター」（社会福祉職等）を配置し、相互に連携
して、適切な施設・事業等の利用を支援 

 
○ホームページや子育ち・子育て応援アプリ「とよ

ふぁみ」、ＳＮＳ（ほっぺちゃん通信）、とよなか
子育ち・子育て応援 BOOK『みんなで』の発行な
ど、多様な媒体を活用したわかりやすい情報発
信 

 
○広報誌のリニューアルに合わせ、妊娠・出産から

就学前の子育て情報を巻末の「すこやかひろば」
に集約した。また、アウトリーチの一環で、保護
者対象の性教育講座を行い、子どもへ伝えなけ
ればいけない知識や伝え方を発信・情報提供 

 
○各種健康診査などの機会を活用した情報発信、

子育て家庭への訪問事業を通した訪問型の情報
発信、育児に係る必要物品の提供支援での情報
発信など様々な機会に必要な情報が届くよう発
信 

 
○公立こども園での「育ちの講座」「親を学ぶプロ

グラム」などの取組み、保護者支援オンライン講
座、中学校区単位での家庭教育講演会の実施な
どを通して子育てや家庭教育について情報提供 

これまでの主な取組み    
 

内容の充実とともに、必要な情報
が必要とする家庭に確実に届く工
夫 
 
●ニーズ調査等によると、制度やサービスの PR

不足や情報を自発的に入手しづらい世帯への対
応が挙がっており、PRの充実と必要な情報を
届ける取組みの推進 

 
●「とよふぁみ」「ほっぺちゃん通信」などでの

情報発信内容の充実、各施設からの情報発信推
進とあわせて、アプリ・ＳＮＳのより一層の活
用促進 

 
●引き続き、家庭教育支援にかかる学習機会の創
出・充実と家庭の状況にあわせた効果的な情報
提供の推進 

今後の課題 
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③保護者の悩みや不安に対する相談及び支援について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 
 
 
 
 
 

○身近な相談場所として、地域子育て支援センタ
ーや認定こども園等に地域支援員を配置し、対
面や電話での育児相談を実施 

 
○庄内コラボセンターに「こども・教育総合相談窓
口」を開設し、南部地域の相談機能を強化 

 
○切れめのない相談支援、分野横断的・重層的な相

談支援をめざし、『子ども家庭支援システム（こ
どもの支援情報一元化システム）』を構築。こど
もや家庭へ包括的な支援を推進 

 
◯助産師や保健師による「新生児訪問・妊産婦・乳

幼児家庭訪問」や、生後４か月までの乳児のいる
家庭を保育士等が訪問する「こんにちは赤ちゃ
ん事業」によって、子育てに不安のある家庭等の
支援につなげる 

 
○自ら出向くことが困難な家庭への支援として、
地域支援員等が公園で相談対応等を行う「公園
ほっとタイム」を新たに実施 

 
○すべての妊婦・子育て世帯が安心して出産・子育

てできるよう、子育て応援クーポンの配布や出
産・子育て応援金を給付 

 
○保育施設の多様な利用ニーズに応えるため、休
日保育や一時保育、緊急一時保育等を実施 

 
○児童虐待の予防や早期発見、再発防止にむけ、相

談体制や地域社会全体でこどもを見守る体制づ
くりとともに、児童相談所の設置準備を推進 

 
〇家事･育児に対して不安や負担を抱える子育て

家庭等の居宅を訪問支援員が訪問し、家事･育児
における必要な支援を行う子育て世帯訪問支援
事業を実施 

 
○保護者向け、民間通所支援事業者向けの相談会
や講座を開催するなど、発達支援・療育支援の取
組みを推進  

 

これまでの主な取組み    
 

保護者の不安感・負担感を軽減
し、子育ての楽しさや意義を感じ
られるよう多様化・複雑化するニ
ーズや課題へのきめ細やかな支援 
 
●引き続き分野横断的・重層的な支援体制のもと
子育ての相談支援の推進と利用促進 

 
●「こども・教育総合相談窓口」の相談機能を充
実させ、児童生徒に係る問題を早期に発見し、
早期支援につなげられる取組みの推進 

 
●オンライン相談や訪問支援等の充実など、自ら

出向くことが困難な家庭や積極的に子育て支援
の機会・場に参加しづらい家庭を支援するため
の取組みの推進 

 
●子育て世帯訪問支援事業のサービス量を拡充し

て実施 
 
●複合的な課題を抱えたケースが増加しているた

め、関係機関のさらなる連携強化と丁寧な支援
の継続実施 

 
●児童虐待防止にむけた、国の動向や先進事例を

ふまえた施策の検討・推進、体制の強化・充実 
 
●公民連携による発達支援の充実やより身近な地
域における支援の拡充 

 
●離婚前も含めたひとり親家庭に対して、個々の

状況に応じた相談・支援を行えるよう、相談窓
口や支援策の周知 

 
●利便性の向上に向けた一時保育システムの導入 
 
 

今後の課題 
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③保護者の悩みや不安に対する相談及び支援について(続き) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④子育てと仕事の両立の推進について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

保育施設・保育人材の適正な確保
と親の就業状況にかかわらない支
援の充実 
 
●保育所等の利用ニーズは増加しているため、待

機児童等の状況をふまえ、引き続き多様な手法
による保育定員の確保 

 
●公民協働の事業展開による妊娠期・父親等対象
の講座等を充実 

今後の課題  
 
 
 
 
 
 
○保育施設の入所・入園手続きについて、電子申請
による受付の開始や LINE を活用した窓口予約
の試行実施、選考業務における作業の効率化の
ため AI を導入 

 
○保育定員の確保を図るため、補助金等を活用し

た民間保育所の整備等を推進 
 
○男女共に仕事と子育てを両立できる環境の整備

と、社会全体で子育てを応援する機運を醸成す
るための講座を実施 

 
○女性活躍やワーク・ライフ・バランスにかかるセ

ミナー開催や専門的な知識を有するアドバイザ
ーの事業所への派遣などを通じ、女性の職業生
活における活躍を促進 

 

これまでの主な取組み   

 
 
○ひとり親家庭に対して、母子父子自立支援員に

よる相談をはじめ、自立支援給付金等の就業支
援、生活支援等を実施。また、ひとり親家庭支援
の拠点である母子父子福祉センターにおいて、
弁護士・専門員相談や情報提供等を実施 

 
○子どもを家庭で養育することが一時的に難しく

なった時に、7 日間を限度にこどもを児童養護施
設等で預かる子育て短期支援事業を実施 

 
○民間も含めた子育て支援サービスを一元化した

プラットフォームから、保護者が自分に合った
サービスを利用することで、こどもと向き合え
る時間を確保するとともに、仕事も子育ても充
実できるよう支援するフリータイムプロジェク
トの検討 

 
○外国人市民や障害のある市民が読書を楽しめる

よう多様な資料や情報を収集・提供・支援のきっ
かけとなるように、とよなか国際交流協会と連
携して外国人親子の居場所を提供 

これまでの主な取組み  
 
●子育て短期支援事業のサービス量を拡充するた

め、里親等の新たな受け皿で事業実施 
 
●フリータイムプロジェクトは、マチカネポイン

トを活用した利用支援、AI チャットボットを活
用したサービスマッチング、機運醸成と多様な
サービスの創出、人材育成と質の確保に向けた
取組等を実施し、子育て支援を拡充 

今後の課題   
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（３）安心・安全なまちづくりについて 

①生活環境、保健・医療体制等の整備について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

安心して妊娠・出産・子育てがで
きるよう、情報提供や個々の状況
に応じた支援 
 
●妊娠・出産・子育ての不安感を軽減できるよ

う、こどもの成長や発達に関する正しい知識の
普及啓発・学習機会の充実、子育ての喜びや楽
しさの発信、相談や指導の場の充実 

 
●母子保健事業において、妊産婦健康診査の助成
回数拡充、受診勧奨、流産・死産経験者へのグ
リーフケアなどの支援の充実 

 
●母子保健情報のデジタル化等の推進 
 
●医療的ケア児支援連絡会議の定期的な開催な

ど、医療との連携による慢性疾病等を抱えるこ
どもへの支援の継続 

 
●市立豊中病院における子育て世帯・社会的支援
が必要な患者への支援 

 
●公民連携による公園の魅力向上などにより、こ
どもや子育て家庭が安心して利用できる環境づ
くりの推進 

 
●授乳やおむつ交換などが可能なスペースを提供

できる施設を「赤ちゃんの駅」として開放し、
こどもや子育て家庭が安心して外出できる環境
づくりを推進 

 
●養育費確保のための支援等、ひとり親家庭を含

めた子育てに関する経済的な支援および制度に
関する周知を引き続き実施 

 
●奨学費制度について、基金残高が増加傾向であ

る一方で貸付実績が減少傾向であることから、
制度を見直し、奨学基金の効率的な運用を推進 

今後の課題  
 
 
 
 
 
 
○母子健康手帳交付時の保健師、助産師等による

保健指導や支援プラン作成、出産後の乳児家庭
全戸訪問など妊娠期から出産・子育てまで、様々
なニーズに即した伴奏型相談支援を実施し、母
子の健康づくりに向けた啓発や学習機会を提供 

 
◯1 歳 6 か月健康診査で屈折検査を実施 
 
◯新生児聴覚検査費用の一部を助成 
 
◯産後ケア事業の利用料減額を実施 
 
◯初回産科支援受診事業を実施 
 
○小児慢性特定疾病、不妊症治療等の費用助成や

医療的ケア児支援ガイドブックの作成、医療職
による相談支援など、保健・福祉と医療との連携
により推進 

 
○千里中央公園において、魅力向上に向けた公民

連携事業がスタートし、地域住民とともに公園
での憩いやにぎわいを創出する施設が開設する
など、安全で安心して楽しめる空間の創出 

 
○こどもと一緒に外出しやすい地域づくりのため

のガイドブックや動画作成など、「とよなか子育
て応援団」事業を進め、こどもや保護者が安心し
て外出できる環境整備を推進 

 
○認可保育施設等に在籍する第２子以降の保育料

無償化に加え、児童手当、こども医療費助成、奨
学費貸付及び貸付あっせん等、ひとり親家庭に
対しては、児童扶養手当、ひとり親家庭医療、養
育費確保支援など実施し、子育てに関する経済
的負担を軽減 

これまでの主な取組み   
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②こどもの安全確保について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

防犯、防災、交通安全対策など地
域における取組みやこども自身が
身を守る力を養えるような取組み
の推進 
 
●地域での防犯・防災活動等の支援により、地域
の安全は地域で守る意識の醸成・取組みの推進
が必要 

 
●非行防止や問題行動の未然防止のため、さらに

積極的な啓発活動の推進が必要 
 
●健全育成への意識、活動について地域格差が生

じており、豊中市青少年健全育成協議会役員校
区会長会や青少年健全育成市民のつどい等で好
事例の情報交換・共有を図るなど、校区間での
連携を深めることが必要 

 
●こどもに対する防災教育・学習機会の充実や災
害時における避難・支援体制の確立に向けた継
続的な取組みが必要 

 
●ニーズ等調査では、子育てをする中で必要な支

援・対策として「こどもを対象にした犯罪・事
故の軽減」とする意見が最も多く、犯罪に対す
る安全対策の強化、交通安全活動の推進が引き
続き必要。サイバー犯罪等のインターネット上
でのトラブルなど、新たに社会問題となる犯罪
についての対策教育の充実が必要 

今後の課題  
 
 
 
 
 
 

○教育関係機関との連携・協力による青少年の犯
罪予防活動、「こども 110 番の家」活動の協力家
庭・事業所の拡大、大阪府警察本部「安まちメー
ル」を参考にした巡視活動等を進め、関係機関・
団体や地域住民等と連携した防犯の取組みを推
進 

 
〇地域の見守り力を高め、小学生が安心・安全に地

域で過ごせる環境整備を図るため、ICT を活用
した見守りサービス「OTTADE」を導入 

 
○「地域のこどもの見守り」に重点をおいた活動に

より、「地域のこどもは地域で守り、育てる」意
識の向上、青少年の健全育成のための地域環境
の整備や啓発活動の実施 

 
○市内幼年消防クラブの協力で、こどもを中心と

した市民向けビデオレターを作成し、啓発を行
い、こども・子育て世代の幅広い世代がつながる
火災予防活動を実施 

 
○校区自主防災組織等への支援、ジュニア救命サ

ポーター事業の実施など災害等への安全対策
や、見守りカメラの設置・管理、交通安全教室の
実施など防犯・交通安全対策を実施  

 
○各教育施設における交通安全教室をオンライン

形式と対面形式の選択制で実施 

これまでの主な取組み   
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第４章 施策の展開 

 

 

 

 

 

 

 

  

第 ４章 

施策の展開 
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１  重点施策 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第３章で記載した今後の課題の解決や他施策への波及効果、こども・家庭の支援体

制のさらなる強化に向けて、特に優先して取り組むべき 3つの施策を重点施策として

位置づけ、子育ち・子育て支援を推進します。 

確実に支援に つなぐ 
～寄り添い・つなぐ相談援助～ 

子育ては みんなで 
～子育ての社会化～ 

こどもと ともに 
～こども自身による多様な参画～ 

重点施策１ 

重点施策２ 

重点施策３ 
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重点施策１確実に支援につなぐ 

 

 

近年、児童虐待相談件数・対応件数や不登校児童数は増加傾向にあり、また課題を抱

えるこども・家庭の潜在化も見受けられることから、こども・家庭への迅速かつ丁寧で

切れめのない支援と予防的な関わりの強化、より身近な場所での早期支援が求められま

す。また、こども・家庭の抱える課題が複合的なケースが増加していることから、その

解決にむけては学校・地域、福祉など関係機関のさらなる連携強化が必要となっていま

す。 

 

 

◆地域の身近なところで気軽に相談でき、ニーズに応じて関係機関や支援・サービスにつ

ながるしくみづくりをめざします。 

◆支援・サービスの質・量・種類を確保し、全ての妊産婦、こども、子育て世帯へ一体的

に相談支援を行う機能を有する「はぐくみセンター（こども家庭センター）」と、様々

な措置機能を有する「児童相談所」を中心として、「若者支援総合相談窓口」など各相

談窓口や関係機関が一体となった包括支援体制の構築をめざします。 

◆個別に応じたサポートプラン等、一人ひとりのニーズに応じて切れめなく「確実に支援

に結びつける」しくみの構築をめざします。 

 

 

（１）はぐくみセンターと児童相談所を中心とした包括支援体制づくり 

    ○はぐくみセンターと児童相談所の 2つのコントロールタワーが一体となって、包括的な支

援体制を構築し、こどもと子育て世帯をまるごと支援します。 

 

 

 

 

 

  

確実に支援に つなぐ  ～寄り添い・つなぐ相談援助～ 

施 策 展 開 

施 策 の 方 向 性 

［はぐくみセンターと児童相談所を中心とした包括支援体制のイメージ］ 



４章 施策の展開 

 

28 

 

 

（２）地域の身近な相談支援の推進 

 ①こども園等における相談支援体制の構築（主に就学前） 

    ○妊婦及び子育て中の方を対象に、子育てに関する不安を解消するため、地域の身近な子育て

支援の拠点として公立こども園及び民間保育施設に「マイ子育てひろば」※を導入します。 

○はぐくみセンターや地域子育て支援センターが連携し、継続的な支援や専門的な支援が必要

な方については、必要な支援に確実につなげます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［こども園等における相談支援体制のイメージ］ 

※「マイ子育てひろば」とは、豊中市独自の取組みとして、妊婦や未就学児の保護者が利用者登録をして、 

より気軽に子育て相談やイベント、園庭開放を利用できるようにするもの。 

 

■実施施設（令和 6年(2024年)12月現在）■ 

週１日以上実施のマイ子育てひろば・・・民間就学前施設 10か所 

週３日以上実施の地域育て支援センターで実施しているマイ子育てひろば・・・公立こども園 1６か所 

 

日 
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②こどもの居場所における相談支援体制の構築（主に学童期） 

○こどもを地域全体で健やかに育む環境づくりを推進するため、こどもの居場所づくりを全小

学校区で推進します。 

○主に支援対象児童等を対象とする支援型居場所を拡充（❶）し、対象者に応じて居場所の運

営支援や支援力向上を体系化（❷）するとともに、既存の地域の居場所も含めた全体のネッ

トワーク化（チェックリスト作成、評価指標開発等）（❸）を行い、継続的・専門的な支援が

必要なこども・家庭をはぐくみセンターに確実につなぐ体制を構築します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１-４（３） こどもが安心して相談できる環境づくり              （→P42） 

１-５（１） 若者支援に係る相談・支援機能の充実              （→P46） 

１-５（２） 支援ネットワークの強化                  （→P46） 

２-１（１） 身近に集える地域の子育ち・子育て支援の拠点（場）の活用  （→P48） 

２-３（１） 包括的な相談・支援体制の充実                 （→P50） 

２-３（３） 多様な子育て支援の充実                    （→P52） 

３-１（１） 妊娠・出産・子育てに関する知識の普及、相談支援体制の充実 （→P56） 

 

［こどもの居場所における相談支援体制のイメージ］ 

関連する取組み 
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重点施策２子育てはみんなで 

 

 

子育ての不安感や負担感を抱える保護者や、子育てに伴い仕事や自分の時間が十分と

れないと感じている保護者が増加しており、調査では、「代わりにこどもをみてくれる人

がいない」や「悩みを相談できる友人・知人、育児仲間がいない」など、子育てについ

て身近な人に頼れていない実態も明らかとなっています。 

子育ての負担軽減、不安感の解消にむけて、こどもに関わる全ての人がそれぞれの役

割について認識し、互いにつながりを深めるとともに、子育て家庭と地域とを結び付け、

より社会全体でこどもを育む環境づくり（子育ての社会化）が必要となっています。 

 

 

 

◆保護者の負担軽減・安心感の向上のため、子育ての楽しさや意義を感じ、余裕をもって

こどもと向き合えるよう、多様なニーズに応える施策・事業の充実をめざします。 

◆様々な人や組織が、子育て支援の担い手や支援者・団体として連携強化していくしくみ

の構築をめざします。 

 

 

（１）保護者の負担軽減・安心感向上のしくみづくり 

○こどもの一時預かりやベビーシッター・家事代行・送迎など、保護者の負担を軽減するた

めのサービスや取組みを進めます。 

○マイ子育てひろばやこども誰でも通園制度（乳児等通園支援事業）など、保護者が身近に

頼れる環境をつくり、安心して子育てできるようにします。 

 

（２）いろいろな人や組織が子育てに関わるしくみづくり 

○こどもの育ちを支える支援者など担い手の育成や、民間事業者等と協働で、地域で子育て

家庭を支え、こどもたちが元気に安心して暮らせる環境づくりを推進します。 

  

子育ては みんなで  ～子育ての社会化～ 

施 策 展 開 

施 策 の 方 向 性 
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２-１（３） 地域の多様な人材の育成・連携を強化した地域教育力の向上   （→P48） 

２-３（３） 多様な子育て支援の充実                    （→P52） 

［こどもを養育する保護者を支え、こども・子育てを様々な人や組織が支えるしくみのイメージ］ 

関連する取組み 

保護者

さまざまな人・組織

こどもを見守る人

地域社会を構成する人

こどもに直接接する人

社会全体の環境をつくる人

こどもいろいろな人・組織が
関わるしくみづくり

保護者の負担軽減・
安心感向上のしくみづくり
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重点施策３こどもとともに 

 

 

調査では、こどもの自己肯定感（「自分のことが好き」）が向上している一方で、将来

の夢をもっているこどもや校外活動への参加経験をもつこどもは減少し、社会のために

役に立つより、自分の好きなように暮らすことを好む声の増加傾向もあります。 

次代の社会を担うこどもが、人格形成の基礎を築き、自立した個人として等しく健や

かに成長できる社会（こどもまんなか社会）を実現するために、こどもの社会参加の促

進とこどもが意見表明できる機会の拡充、こどもの権利や社会参画が保障される環境づ

くりが必要となっています。 

 

 

 

◆こどもが権利の主体であることを、こども自身も実感できる取組みの強化をめざします。 

◆こどもが意見表明できる機会や役割をもって、主体的に社会参画できる機会の充実をめ

ざします。 

◆自分らしい生き方の選択や自立して生きていくために必要なこと、自分を守るすべを知

る取組みの強化をめざします。 

◆周囲の大人への啓発の強化（「こどもが意見や気持ちを言っていい、表現していい」と

いう雰囲気づくりや機運醸成）をめざします。 

 

 

（１）こどもの思いを受け止める場の充実 

○こども・若者が身体的・精神的・社会的に幸福な生活を送ることができる社会（こどもま

んなか社会）の実現にむけ、ひごろより声をあげにくいこどもも含め、こどもの居場所な

ど、こどもの思いを受け止める人・場・機会を拡充します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

こどもと ともに  ～こども自身による多様な参画～ 

施 策 展 開 

施 策 の 方 向 性 

［こどもまんなか社会の実現イメージ］ 
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（２）こどもの社会参画・意見表明のしくみづくり 

○若手ボランティアと市の事業の担い手のマッチングなど、こどもが地域社会やまちづくりを

もっと身近に感じ、参画できる機会の創出・拡充させるとともに、こどもへのヒアリングの

実施など、こどもが安心して意見を表明できる場や機会を充実させます。 

〇社会的養護を要するこどもの権利擁護については、「子どもの権利ノート」の作成・配布な

どこれまでの取組みを継承するとともに、一時保護施設や児童養護施設、里親家庭等におけ

る第三者によるこどもの意見表明支援の仕組みづくりなど、こども自身が権利を知り、自ら

意見を表明できるよう支援を行います。 

 

（３）こどもの自己実現支援 

○教育をはじめ、ライフデザインなど、こどもが将来の夢をもち、自らの個性や能力を最大限

に発揮（自分らしい生き方を選択）できるよう支援を行います。 

 

（４）大人がこどもの思いを聴けるような社会づくり 

○こどもが安心して「自分の意見や気持ちを言っていい、表現していい」という社会的な雰囲

気が形成されるよう、「豊中市子ども健やか育み条例」の周知や研修会・学習会等の実施な

ど、大人がこどもの思いを“聴ける”、“汲み取れる”ような社会づくりを進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１-２（１） 多様な人との交流や体験活動（場）の充実         （→P37） 

１-２（２） 将来に向けた学びの場（機会）の提供            （→P38） 

１-２（３） こども・若者に対する情報発信や意見表明の機会確保 （→P38）              

１-３（３） 地域におけるこどもが安全に、安心して遊びや学習等の活動が行える 

機会（場）の提供                      （→P40） 

 

関連する取組み 
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施策の柱１  子育ち支援 
 

 

 

    こどもが社会で生きる力を身につけ、将来の社会の担い手として自立で

きるよう、一貫性をもって、就学前の教育・保育と学校教育の充実を図

るとともに、こども・若者の健やかな成長の原点である遊びや体験活動

をより充実させ、こどもが安心・安全に自分らしく過ごせる居場所づく

りや、相談支援体制の充実を図ります。 

 

 

１－１ 保育及び教育環境の充実 

 

 

 

 

 

 

                               

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施 策 の ポ イ ン ト 

～めざす姿の実現に向けて次のポイントで施策を展開～ 

こどもが安全に、安心して、遊びや学びにチャレンジし、一人ひとりの

個性や創造力を伸ばすとともに、集団生活を通じて社会で生きる力を身

につけることができる 

・おともだちがさそってく

れて遊べるので、保育園

が好き。（5歳児） 

・こどもの小学校入学にむ

けて、小学校生活はどの

ようなものなのか、どう

いった準備をしておくと

良いなどの情報発信があ

ると安心できる（保護

者） 

みなさんの声 

★生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要

な時期において、多様な環境にあっても

一人ひとりの育ちが保障されるよう、質

の高い教育・保育を推進します。 
  

★就学前の教育・保育から学校教育への移

行の円滑化、義務教育 9年間を見通した

一貫性のある教育を推進します。 
  

★教育におけるＩＣＴのさらなる活用等に

よる個別最適な教育の推進とこどもの非

認知能力の育成に取り組みます。 

め ざ す 姿 
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  （１）就学前の教育・保育の一体的な推進 

 

   ○保育所・幼稚園等に対し、保護者の就労の有無に関わらず利用できる認定こども園への移

行を促進するための支援を行い、保育定員の確保にもつなげます。 

   ○幼児教育・保育の無償化や預かり保育の促進など、保護者の就労の有無に関わらず利用で

きる施策の拡充に取り組みます。 

 

 

  （２）就学前の教育・保育の質の向上 

 

○こども誰でも通園制度（乳児等通園支援事業）の推進など様々な機会を通じ、こどもの育

ちに大切なことを発信し、保護者や地域とともにこどもが育つ環境づくりを推進します。 

○安心・安全な教育・保育環境を整え、こどもたちが自分らしく過ごし、夢を育めるよう、

「第２次公立こども園整備計画」に基づき、公立こども園の計画的な適正配置及び再整備

を引き続き推進します。 

○保育教諭等の負担を軽減することで、教育・保育時間を確保し、教育・保育の質が向上す

るよう、現場におけるＩＣＴの活用を推進します。 

○保育教諭等確保のため、保育士・保育所支援センターでの就職支援や市独自助成をはじめ、

様々な手法で取り組みます。 

○市内のすべての就学前のこどもが質の高い教育・保育を受けられるよう、「豊中市教育保

育環境ガイドライン」や幼児教育サポーターの活用を引き続き推進します。 

○公立こども園においては、多様化する保育ニーズに対応し、地域の特性にあわせて園ごと

に特色ある教育・保育を提供するとともに、引き続き開かれた園づくりに取り組みます。 

○計画的・効果的な研修を実施し、人権保育の推進、幼保こ小連携や小学校との円滑な接続

等に対応できる保育教諭等の資質向上に取り組みます。 

 

  （３）学校教育の充実 

 

   ○こどもが夢や希望を持って力強く生き、社会の担い手として自立した存在となり、揺らぐ

ことのない力を身につけていけるよう、第 2期豊中市教育振興計画に基づき、関連施策を

総合的・計画的に進めていきます。 

   ○小中一貫教育推進事業や小学校高学年教科担任制等の実施により、義務教育 9年間を見通

した一貫性のある教育を充実します。 

   ○学習意欲はあっても学校に通えない生徒が、特色あるカリキュラムや安心できる環境で学

ぶことができるよう、学びの多様化学校（いわゆる不登校特例校）の開校に向けた取組み

を進めます。 

   ○児童生徒が他者や社会との関わりの中で役割の関係や価値を自ら判断し、取捨選択や創造

施 策 展 開 

拡充 

拡充 

拡充 
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を重ねることができるよう、教育活動全体の中でキャリア教育に取り組みます。 

   ○「地域とともにある学校」への転換を図り、特色ある学校づくりにむけて、学校と地域住

民等が力を合わせる学校運営に取り組みます。 

   ○児童生徒一人一台タブレット端末へのＡＩ型学習ドリルの導入や教育データサイエンス

機能の強化、保護者と学校との連絡システムの導入など、教育におけるＩＣＴの活用を一

層促進します。 

   ○「庄内地域における『魅力ある学校』づくり計画」に基づき、義務教育 9年間を見通した

教育課程に基づき、系統的で一貫性のある教育を実践する施設一体型の義務教育学校とし

て開校した「庄内さくら学園」に続き、「庄内よつば学園」の開校に向けた取組みを進めま

す。 

   ○学校施設については、児童生徒数との整合を図りながら「豊中市学校施設長寿命化計画」

に基づいて、整備を進めます。 

   ○学校図書館の機能を活かして、多様な読書・学習活動の充実に努めます。 

 

 

  （４）幼少期から義務教育期間までのつながりのある育ちへの支援 

 

   ○幼保こ小連絡協議会における一貫した教育のあり方の研究や小学校向けの公開保育、こど

もの交流等、各校区の実情に応じた幼保こ小の連携に取り組みます。 

   ○こどもが安心して学校生活や学習活動が始められ、充実したものになるよう、「小学校・義

務教育学校入学に向けて」など対象の家庭への情報提供を行い、小学校・義務教育学校へ

入学するこどもや保護者の理解を促進し、不安の軽減に取り組みます。 

   ○「主体的・対話的で深い学び」を重視した教育・保育要領や学習指導要領をふまえ、学校

園において、こどもの非認知能力を育むとともに、保育、教育、福祉、保健等の関連する

分野が中長期的な視点で連携しながらこどもの生きる力を育みます。 
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１－２ 多様な人との交流及び様々な体験をすることができる機会の提供 

 

 

 

 

 

 

 

                                

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  （１）多様な人との交流や様々な体験活動（場）の充実 

 

○公共施設等を活用したこども・若者が主体のイベントの実施や、自然体験のプログラム、

土に触れる園芸体験、文化財に直接触れて歴史を学ぶ場など多様な交流や体験ができる機

会を提供します。 

○スポーツや文化芸術等とあわせて、国際交流につながる機会を創出します。 

○こども・若者が青少年団体をはじめとする地域の諸団体による様々な活動に参加し、地域

の中で幅広い世代との交流ができ、こども・若者自身が一員として運営に関わることで将

来の担い手育成につながるよう、取組みを支援します。 

○学校や市社会福祉協議会、団体や事業所等と連携し、体験や学習による福祉共育の推進や、

地域活動に体験参加するこども福祉委員・こども広報委員の取組みを進めます。 

 

こども・若者が主体的に社会へ参加し、多様な人との交流や様々な体験が

できる機会を通じて、身近な社会生活や自然等に興味や関心をもち、社会

で生きる力を身につけることができる 

・体験活動を通じて、自分が必

要とされる喜びや協働する力

が身についた。（高校生） 

・将来就いてみたい職業はある

が、自分に合わなかったらど

うしようかと不安。人生の先

輩の体験談などが聞けたり、

相談できたりする場がほし

い。（高校生） 

・自分の考えや話を聞いてもら

える機会は貴重なので、これ

からも大切にしてほしい。 

（高校生） 

みなさんの声 

★こども・若者の健やかな成長の原点であ

り、社会性の源ともなる遊びや多様な人

との交流、様々な体験機会を充実しま

す。 
  

★こども・若者の主体的な社会参画とし

て、意見表明できる機会を充実します。 
 

★生きる力を育むことや自分らしい生き方

の選択につながる、学びの場や将来に向

けて考える機会を提供します。 

め ざ す 姿 

施 策 展 開 

施 策 の ポ イ ン ト 

～めざす姿の実現に向けて次のポイントで施策を展開～ 
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  （２）将来に向けた学びの場（機会）の提供 

 

○「豊中市子ども健やか育み条例」の周知啓発を小中学校、高校で実施するなど、こども・

若者自身が権利の主体であることを実感し、自分を大切にする気持ち、他者への思いやり

の大切さを育む機会づくりに引き続き取り組みます。 

○こども・若者が自分の将来を具体的にイメージし、自分らしい生き方を選択できるよう、

ライフデザインについて考える機会を提供します。 

○高校生を対象にした乳幼児との交流会の実施など、乳幼児とのふれあい、子育ての楽しさ

や意義を学べる機会を提供します。 

○こども・若者が性別にとらわれることなく、それぞれの個性を生かしながら将来像を描き、

その実現に向けて自ら行動できる力を養うため、ジェンダー平等教育啓発に取り組みます。 

○こども園等におけるプライベートゾーンの指導、学校等における生命の安全教育など、こ

どもを性被害から守るための教育を行います。 

○金融経済教育や消費者教育など、社会生活に必要な知識や情報の提供に取り組みます。ま

た、18 歳成年年齢化による若年者の消費トラブルの未然防止に向けた啓発に取り組みま

す。 

○図書館では、「知的探究合戦 めざせ図書館の達人」を開催するほか、自ら学ぶ力、生きる

力の育成をめざし、小・中・義務教育学校図書館への専任司書の配置を行っています。ま

た、おはなし会や子育てサロンなどへの出前講座を実施し、多言語書籍の充実など読書環

境を整え、こども・若者の読書を支える活動を推進します。 

 

 

  （３）こども・若者に対する情報発信や意見表明の機会確保 

 

○本計画に基づく取組み内容や「豊中市子ども健やか育み条例」について、こども自身が身

近に感じることができるような情報発信に取り組みます。 

○こども・若者発信で意見を表明できる機会や本計画の進行管理に際してのヒアリングなど、

様々な分野において、こども・若者の意見が尊重されるよう、意見表明できる機会をより

一層充実します。 

○高校生や大学生などの若手ボランティアへの市民公益活動に関する情報提供などにより、

こども・若者が社会参画できる機会づくりに取り組みます。 

〇（重点３再掲）社会的養護を要するこどもの権利擁護については、「子どもの権利ノート」の作

成・配布などこれまでの取組みを継承するとともに、一時保護施設や児童養護施設、里親家庭

等における第三者によるこどもの意見表明支援の仕組みづくりなど、こども自身が権利を知り、

自ら意見を表明できるよう支援を行います。 
  

拡充 

拡充 
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１－３ こどもの居場所づくり 

 

 

 

 

 

                                

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  （１）こどもが安心して過ごせる家庭づくりの支援 

 

○こどもが家族以外の人と関わる力を育てる機会の提供、保護者の悩みや不安に対する相談

支援など、こどもが安心して過ごせる家庭づくりを支援します。 

 

 

  （２）学校を拠点とした放課後のこどもの居場所づくり 

 

○すべての小学校就学児童が放課後等を安心・安全に過ごし、多様な体験・活動を行うこと

ができるように、地域子ども教室や放課後等の児童の居場所づくり事業など、学校を拠点

とした放課後のこどもの居場所づくりを引き続き進めます。【第６章に記載】 

  

施 策 展 開 

 

家庭づくりや学校・地域におけるこどもの居場所づくりが進み、こどもが

安全に安心して自分らしく過ごすことができる 

・公共施設での自習スペースの

充実や、勉強をみてもらえる

場所がほしい。（中学生） 

・通っていたこども食堂でお手

伝いをするようになって、よ

り積極的に参加できるように

なった。（中学生） 

・居場所にきてくれる、困り感

をかかえる家庭を居場所や適

切な支援につなげることに難

しさを感じる。（支援者） 

みなさんの声 

★地域の居場所、公共施設における居場

所・自習室の提供など、誰もが利用でき

る多様なこどもの居場所を充実します。 
 

★支援型居場所の拡充など、こどもの居場

所ごとの目的に応じて支援力の向上を進

めます。 
 

★各居場所運営の充実、必要な支援への確

実なつなぎに向け、居場所全体のネット

ワーク化を推進します。 

め ざ す 姿 

施 策 の ポ イ ン ト 

～めざす姿の実現に向けて次のポイントで施策を展開～ 
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  （３）地域におけるこどもが安心して 

安全に遊びや学習等の活動が行える機会（場）の提供 

 

○青少年交流文化館いぶき、郷土資料館、公民館等における自習室の提供とあわせて、家庭

学習の習慣と学力の定着をめざし、民間事業者と連携した公民館や公共施設等での学習支

援事業に引き続き取り組みます。 

○地域の多様な担い手によるこどもの居場所づくりを、全小学校区での展開をめざして推進

します。 

○地域に密着したコーディネーターを配置し、こどもの居場所の立ち上げ・運営支援、居場

所ボランティア講座の実施、ポータルサイト「いこっと」の運営など、こどもの居場所ネ

ットワーク事業による居場所の運営支援に、引き続き取り組みます。 

○養育環境などの課題を抱える児童を対象とする支援型居場所として、児童育成支援拠点、

豊中型認定居場所のいずれかを各中学校区に 1か所以上設置（全中学校に展開）すること

をめざして取組みを進めます。 

○（重点１再掲）主に支援が必要なこどもを対象とする支援型居場所を拡充するとともに、

目的に応じて居場所の運営支援や支援力向上を体系的に推進します。 

○（重点１再掲）地域の居場所も含めた全体のネットワーク化（チェックリスト作成、評価

指標開発等）を行い、継続的・専門的な支援が必要なこども・若者や家庭をはぐくみセン

ターに確実につなぐ体制を構築します。 

○高校生世代のひきこもりの未然防止をめざして、民間事業者と連携して、安心に過ごせる

居場所を提供し、就学や就労など、社会的に自立できるよう支援します。 

○利用するこどもに気になる点がある場合など、はぐくみセンターや学校など支援につなが

るよう、各こどもの居場所との連携を充実します。 

○社会福祉法人豊中市社会福祉協議会による子ども食堂ネットワークにおける、校区福祉委

員会、民生委員・児童委員、主任児童委員の地域団体によるこどもの居場所、食材支援、

およびこども宅食などの様々な地域の取組みと連携します。 

  

拡充 

拡充 

拡充 
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１－４ こどもの悩みや不安に対する相談及び支援 

 

 

 

 

 

 

 

                                

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  （１）こどもの相談窓口体制の充実 

 

○こども総合相談窓口、こども専用フリーダイヤル（とよなかっ子ダイヤル）、こども専用チ

ャット相談（とよなかっ子ライン）など、夜間・休日を含め、より一層、こどもにとって

身近な相談窓口になるよう相談員の資質向上とともに、窓口のさらなる周知に取り組みま

す。 

○こども園や学校、様々な交流の機会やこどもの居場所など、身近な場所で、こどもが気軽

につぶやいたり思いを伝えることができたり、相談できる環境づくりを進めます。  

施 策 展 開 

 

こどもが安心して、気軽に自身の悩みや不安を相談できる場所があり、特

別な配慮を必要とするこどもが、個別の状況に応じた適切な支援を受ける

ことができる 

 

・「全く知らない人のほうが相

談しやすい」、「親しい人のほ

うが相談しやすい」と両方の

声があり、多様な相談方法が

あることが大切。（こども・

若者） 

・不登校児童が通いやすい学校

をつくってほしい。 

（支援者） 

みなさんの声 

★いろいろな方法・場で、こども自身が相

談しやすい環境を充実します。 
 

★深刻な状況になる前に、こども・若者の

悩みへの支援、予防的な関わりができる

よう取り組みます。 
 

★福祉・保健・教育等が連携した包括的な

支援体制を築き、こどもと子育て世帯を

まるごと支援します。 
 

★特別な配慮を必要とするこどもの個別の

状況に応じた適切な支援が届くよう、取

組みを進めます。 

め ざ す 姿 

施 策 の ポ イ ン ト 

～めざす姿の実現に向けて次のポイントで施策を展開～ 
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  （２）こどもの悩みへの支援の推進 

 

○豊中市いじめ防止基本方針に基づいたいじめ対策を引き続き進めます。 

○不登校支援として、青少年交流文化館いぶきにおいて創造活動への登館援助・相談援助・

訪問援助を行うほか、小学校の校内教育支援センターへの部分登校支援員の派遣、中学校

及び義務教育学校の校内教育支援センターに常駐する別室登校支援員（ステップルームス

タッフ）の派遣、不登校児童生徒が在籍校のオンライン指導を受けることや、自学自習を

行うことをサポートするショコラまなびの場の運営に取り組んでいます。令和 9年度（2027

年度）開設予定の「学びの多様化学校」を包含した施策全体の見直しを行い、さらに取組

みを進めます。 

○小中学校および義務教育学校にスクールサポーターを配置し、児童生徒の学習面や生活面

などに関わる支援を引き続き行います。 

○こども・若者を対象としたメンタルヘルスに関する相談窓口の周知、メンタルヘルスリテ

ラシー教育の推進と、ＳＯＳの出し方を含む援助希求能力の向上および自殺予防啓発に取

り組みます。 

○こども・若者の周囲の大人を対象としたメンタルヘルスに関する知識の普及や対応力向上

について、関係機関との取組みや課題を共有し、有機的に連携・協働しながら進めます。 

○図書館においてとよなかっ子ラインで本の紹介を配信するなど多機関と連携し、病院や複

合施設、障害児通所施設、こども文庫等における読書環境を整え、読書を通じての学びや

育みにつなげる支援を行っています。 

○生活保護世帯の中学 2・3 年生に対する高校進学支援等を行う、こども支援担当ケースワ

ーカーを配置します。 

○こども・若者世代に関する取組みについて、周知を進めます。 

 

 

  （３）こどもが安心して相談できる環境づくり 

 

○（重点再掲）必要な支援に確実につなぐため、はぐくみセンターと児童相談所を中心とし

た包括支援体制を築き、こどもと子育て世帯をまるごと支援します。 

○はぐくみセンターに属する各課による合同ケース会議にてサポートプランを作成し、一人

ひとりのニーズに応じた支援を提供します。 

○複雑化・複合化した課題を抱える家庭への課題解決にむけて、児童福祉や福祉、教育をは

じめとした多機関協働を推進し、包括的な支援に取り組みます。 

○今後、年齢・対象に関わらず、一体的なサービスが提供できるよう、介護・障害福祉、こ

ども分野を含めた豊中市独自のサービス形態の提供に向け、必要な環境の整備をめざしま

す。 

 

 

拡充 

拡充 
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  （４）支援を届ける環境づくり 

 

＜ヤングケアラーへの支援＞ 

○学校や医療機関、福祉等の他の支援の過程で発見される場合もあるため、本人が信頼する

機関や関係者等、その家庭と関係が築けている機関等を窓口に、連携により信頼関係を築

きながら段階的に支援に関わりつなげていくよう取り組みます。 

○家族や親が抱えている課題の負担軽減と並行してこどもの気持ちのサポートが必要であ

るため、多分野・多機関が連携して包括的な支援に取り組みます。 

○ヤングケアラー専用相談窓口を中心として、関係分野が情報や支援方針を共有し連携して

支援を行うとともに、こどもや家庭の思いを理解し丁寧に寄り添いながら必要な支援につ

なげていけるよう、関係機関職員などの伴走型支援力向上に取り組みます。 

○要保護児童対策協議会を軸とした関係機関の連携体制を強化し、支援の充実を図るととも

に、同協議会に設置する「ヤングケアラー支援運営会議」にて支援の質の向上を図ります。 

○こども向けのピアサポートやレスパイトケアの実施を検討します。 

○こどもも含めて、ヤングケアラーについての周知啓発に引き続き取り組みます。 

 

＜障害のあるこども（家庭）への支援＞ 

○障害や発達に課題のあるこどもが、身近な地域で必要な支援を受けられる体制づくりに取

り組みます。 

○「ともに学び ともに育つ教育」を一層推進し、障害や発達に課題のあるこどもが、合理

的配慮を受けながら適切な指導や必要な支援を受けられる環境づくりを進めます。 

○図書館に来館できない方への郵送や宅配サービス、視覚に障害のある方などへの対面朗読

など読書環境の整備を引き続き行います。 

 

＜ひとり親家庭、貧困の状況にあるこども（家庭）への支援＞ 

○ひとり親家庭のこどもへの支援に取り組みます。【第７章に記載】 

○貧困の状況にあるこどもへの支援に取り組みます。【第８章に記載】 

 

＜外国にルーツを持つこども（家庭）への支援＞ 

○日本語の読み書きの指導や学校等への通訳派遣、外国にルーツを持つこどもへの学習支援、

外国語資料の収集、提供等による読書環境づくりの充実に取り組みます。 

○日本語初期指導の強化を図ります。 

○学習支援や交流の場など、外国にルーツを持つこども・若者が自身の背景や悩みをうちあ

けられたり、大人になっていくうえでのつながりを築いていけるよう、交流できる場や居

場所づくりなどに取り組みます。 

○多文化共生社会を推進するため、外国にルーツを持つこども（家庭）への理解促進や親子

の交流の場の提供に取り組みます。 
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１－５ 若者の自立支援 

 

 

 

 

 

 

                                

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

社会生活を円滑に営む上での困難を有する若者が、個々の状況に応じた

適切な支援を受けることができるとともに、安心して過ごすことがで

き、将来の夢を描くことができる 

め ざ す 姿 

（アンケート結果から） 

・若者支援総合相談窓口を知っ

ている高校２年生相当年齢の

こどもの割合は「24%」 

・高校 2年生相当年齢のこど

もが相談窓口を利用しようと

思わないのは「どんな人が話

を聞いてくれるかわからな

い」、「相談しても解決できな

いと思う」「相談しても、わ

かってもらえるか不安」が多

い 

・「学校に行けない、行きづら

い経験」のある・あった割合

は 27.4％、そのうち「行け

なくなった期間 6か月以

上」の割合が 47.5％、「そ

の後に学校等への登校ができ

るようになった」割合

「25.0％」 

みなさんの声 

★多様で複合的な課題に対し、包括的かつ

段階的に支援するプログラムを組み立

て、若者支援に係る相談・支援機能を充

実します。 
 

★各分野の相談支援窓口が連携し適切な支

援ができる仕組みづくりとともに、学生

から社会人へのスムーズな移行を支援す

るネットワークを強化します。 
 

★社会生活を円滑に営む上での困難を有す

る若者が、再チャレンジできるよう居場

所づくりなど社会的自立に向けた取組み

を強化します。 

施 策 の ポ イ ン ト 

～めざす姿の実現に向けて次のポイントで施策を展開～ 
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  （１）若者支援に係る相談・支援機能の充実 

 

〇多様で重層的な課題を有する若者の相談に対応するため、問題の全体像を把握し、包括的

かつ段階的な支援のプログラムを組み立てるとともに、若者支援総合相談窓口を設置し支

援経過を見守ります。 

〇若者支援総合相談窓口に、支援プログラムの策定から支援経過のモニタリングを実施する

など、支援全般についてコーディネート機能を付加します。 

 

 

  （２）支援ネットワークの強化 

 

〇社会生活を円滑に営む上で困難を有する若者の相談主訴は多岐にわたり、多様で複合的な

課題を有することから、学校、児童福祉、医療、保健、福祉、障害、人権、就労等の相談

支援窓口が連携することで、どの窓口に最初の相談がきても適切な支援を提供できる仕組

みづくりに取り組みます。 

〇義務教育から高等学校、学生から社会人へのスムーズな移行を支援するため、中学校の卒

業や高等学校の中途退学、年齢（18 歳）による制度の切れめ等で相談者への支援が途切れ

ないよう取り組みます。 

 

 

  （３）居場所など社会的自立に向けた取り組みの強化 

 

〇進路未定のまま学校を卒業した若者や高等学校の中途退学者、不登校やひきこもりを経験

した若者の中には、人との交流や社会体験の不足から職業的自立の困難度が高くなる場合

もあることから、再度の進路選択や、基礎学力の習得ができる機会の提供に向けて取り組

む必要があります。 

〇若年無業者、非正規雇用の若者、ひきこもり状態の若者については、個々の状況に応じた

段階的な支援により自己肯定感や規範意識を育成するとともに、地域や民間団体の協力を

得ながら、再チャレンジの機会創出に取り組みます。 

 

 

  

施 策 展 開 
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施策の柱２  子育て支援 
 

 

 

    支援を必要とするすべての家庭に情報が行き届き、確実に支援につなげ

るとともに、市民や関係機関・団体と一緒に、地域全体で子育ち・子育

てを支援する社会づくりを行ないます。 

 

２－１ 地域の子育て環境の整備 

 

 

 

 

 

 

 

                                

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施 策 の ポ イ ン ト 

～めざす姿の実現に向けて次のポイントで施策を展開～ 

こどもや子育て家庭が地域の人々によって見守られ、支えられ、保護者

同士も身近な場所でふれあい、支え合うことができる 

・子育てに関する交流や活

動の拠点（場）につい

て、住んでいる地域によ

っては利用が難しいので

数を増やしてほしい。 

 （保護者） 

・支援の質を向上するため

に、各支援団体の人材体

制や配置の拡大が必要。 

（支援者） 

みなさんの声 

★日常的に保護者同士が支えあうことがで

き、転入世帯など孤立しがちな保護者に

対してもつながりやすいよう、身近な相

談場所、遊び場、交流の場を創出しま

す。 
  

★関係機関の連携強化を図るとともに、子

育て関連団体の活動支援を行います。 
  

★子育ち・子育てを支える人材・組織を育

成します。 

め ざ す 姿 
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  （１）身近に集える地域の子育ち・子育て支援の拠点（場）の活用 

 

   ○すべての校区で公立こども園及び民間保育施設に「マイ子育てひろば」を設置し、育児相

談や園庭開放、講座等を実施することで、安心して子育てできるよう取組みを進めます。 

 ○公共施設及び保護者やこどもが集まる場所では、絵本コーナーやキッズコーナー、プレイ

ルームを設置するなど親子で集える場所・遊びの場を提供するとともに、様々な講座やイ

ベント開催を通じて保護者同士の交流や仲間づくりに取り組みます。 

   ○0 歳から就学前までのこどもと保護者の交流スペースとして、千里公民館や庄内公民館の

保育室を自由解放します。 

    

 

  （２）地域子育ち・子育てネットワークの充実 

 

   ○関係機関が集まる連絡会の開催などを通じて、地域の教育・保育施設と住民との「顔の見

える」つながりを深め、地域全体で子育て家庭を見守る環境づくりを進めます。 

○子育ち・子育て関連のグループ活動を行っている公民館登録グループの取組みの支援や、

公民が一体となって子育て情報の提供、各機関のＰＲを行うなど、市域全体で子育て支援

の機運づくりに取り組みます。 

  

 

  （３）地域の多様な人材の育成・連携を強化した地域教育力の向上 

 

○（重点再掲）こどもの育ちを支える支援者など担い手の育成や、民間事業者等との協働で、

地域で子育て家庭を支え、こどもが元気に安心して暮らせる環境づくりを推進します。 

○地域の様々な人々が地域ぐるみで子育ち・子育て支援をすることに関心をもち、主体的に

参画できるよう、また担い手の確保・育成にもつながるよう、活動周知の強化やＩＣＴ化

の推進を行うとともに、関係機関・団体と連携して各種講座や学習機会の提供に取り組み

ます。 

○保護者自身が支援者として地域の子育てに関わることができるよう、保護者同士のつなが

りの場などにおいて、みんなで子育て支援を行う意識の醸成、機運づくりを行います。 

○子育て支援センターでは、地域の子育て支援の担い手の育成のため、研修等の機会提供を

行います。 

○図書館が中核となって子ども読書活動連絡会を開催し、市民や関係部局、関係機関と地域

の情報や課題を共有し、すべてのこどもが安心して自由に読書を楽しめる環境づくりを進

めます。また、こどもと本をつなぐボランティア講座をとおし、こどもの育ちに大切なこ

とを共有しながら読み聞かせについて学び、終了後は地域の活動につなげるほか、ボラン

ティアフォローアップ研修講座を実施し、活動の継続に必要な学びの支援を行います。 

施 策 展 開 

拡充 
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（１）はぐくみセンターを中心とした利用者支援体制の充実 

２－２ 子育てに必要な情報提供等 

 

 

 

 

 

                                

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

○こども・子育て支援について、個別の子育て家庭のニーズを把握して、適切な施設・事業

等を円滑に利用できるように、はぐくみセンターを中心とした利用者への情報提供を行い

ます。また、利用者支援事業の子育て支援コーディネーター（基本型）の計画的な配置を

行うなど、利用者にとってより身近な場所で情報が入手できるような環境づくりを進めま

す。 

 

 

  （２）子育てに関する情報発信の充実 

 

   ○「とよふぁみ」（子育ち・子育て応援ポータルサイト、スマートフォン向けアプリ）をはじ

め、市ホームページ、広報とよなか、ＳＮＳ（ほっぺちゃん通信や市公式 LINE 等）など、

多様なメディアを活用し、子育てに関するサービス内容や事業の実施状況などを情報発信

します。また、スマートフォンのプッシュ通知機能の活用等により、情報を求める人に必

要な情報が確実に、タイムリーに届くように取り組みます。 

施 策 の ポ イ ン ト 

～めざす姿の実現に向けて次のポイントで施策を展開～ 

保護者が子育てに喜びを感じ、こどもとともに成長できていることを感

じることができる 

・子育てに関する情報をど

こでどのように入手した

らいいのかわからない。 

・転入者にも情報を入手し

やすくしてほしい。 

 （保護者） 

みなさんの声 

★情報を求める人に、必要な情報が確実に

届くための、発信媒体の充実や情報提供

できる機会（場）を充実します。 
  

★支援・相談体制の再構築と関連部署、関

連機関同士の連携を強化します。 
  

★地域（社会）で子育てを支える意識・機

運を醸成します。 

め ざ す 姿 

施 策 展 開 
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○「マイ子育てひろば」の拡充により、より身近な場所で情報が直接入手できる環境・体制

を構築します。 

○保護者同士の交流・情報交換の機会（場）を充実するとともに、学びの場づくりに取り組

みます 

   ○転入世帯への転入手続き時の情報提供や外国人世帯への多言語による情報提供など、孤立

しがちな家庭に対して、個別の状況に応じて必要な情報が届く工夫に取り組みます 

   ○子育て家庭への訪問事業や就学前施設等への出前講座などを通じて、訪問型（アウトリー

チ型）の情報発信を行います。 

   ○各種健康診査、子育てに関する講座や学習会、交流会、絵本等のおはなし会などの機会を

活用し、出産やこどもの成長に応じた子育てに関する必要な情報提供を行います。 

○4 か月児健康診査で、ブックスタートパックの提供や絵本の読み聞かせを通じてこどもと

のふれあいを促進し、こどもの本や親子で過ごす場所などの情報提供を行います。 

○関係機関及び市民に対し、里親制度等を周知します。 

○図書館や病院等において、子育てに必要な資料を収集し、コーナーを設置するなど、周知

啓発や情報提供を行います。 

 

 

  （３）家庭教育支援の推進 

 

○こどもの人権やこどもの育ちに大切なこと、子育ての意義、保護者がこどもとともに成長

する喜びや楽しさなどの理解を深めるための機会（場）の創出や情報発信を充実させます。 

○出産経験のない人や妊娠中の人がこどもとふれあえる機会や高校生と乳幼児が交流でき

る機会、子育て家庭が交流できる機会など、当事者とふれあいながら学べる機会を充実さ

せます。 

○関係部局、関係機関・団体等と連携しながら、家庭教育について学べる講座・イベントの

開催、情報提供を行います。 

○こどもとの関わり方等を学ぶプログラムを身近な場所や自宅で受講できるよう、提供場所、

提供量の充実を図ります。 
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２－３ 保護者の悩みや不安に対する相談及び支援 

 

 

 

 

 

                                

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  （１）包括的な相談・支援体制の充実 

 

○（重点再掲）必要な支援に確実につなぐため、はぐくみセンターと児童相談所を中心とし

た包括支援体制を築き、すべてのこども、妊産婦、子育て世帯をまるごと支援します。 

○（重点再掲）妊婦及び子育て中の方を対象に、子育てに関する不安を解消するため、地域

の身近な子育て支援の拠点として公立こども園及び民間保育施設に「マイ子育てひろば」

を導入します。 

○支援の必要な妊産婦、こども、子育て家庭を確実に支援につなぐため、はぐくみセンター

に統括支援員（母子保健及び児童福祉の知識を持つ者）を配置し、専門職チームによりサ

ポートプランを作成して継続的支援を行います 

○児童相談所職員等に特定妊婦等への支援について研修を行うとともに、母子保健部門と児

童相談所が連携し、適切な情報共有を図ります。 

○養育に課題のある家庭を確実に支援につなげられるよう、はぐくみセンターと児童相談所

を中心とし、関係機関の連携を強化します。 

○はぐくみセンターにおいて、実際の支援現場から必要な支援メニュー及び適切な運用方法

施 策 の ポ イ ン ト 

～めざす姿の実現に向けて次のポイントで施策を展開～ 

保護者が身近な場所で相談できたり必要な支援を受けられることで、安

心して子育てできる 

・こどもと過ごせる時間が少

なく、親がゆとりをもって

子育てできる環境を整える

ことが必要。（保護者） 

・子育て家庭が遠慮なく地域

や行政・公的機関に「しん

どい」「助けて」と言える・

言う前につながる機会があ

ることが大切。（支援者） 

みなさんの声 

★必要な支援に確実につなぐための切れめ

のない包括的な支援体制を構築します。 
  

★より身近な場所で相談を受けることがで

きる体制を構築します。 
  

★多様な子育てニーズに応じられるよう、

支援サービスを充実します。 

 

め ざ す 姿 

施 策 展 開 

拡充 

拡充 

拡充 

拡充 
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を抽出・検討し、開拓します。また、こども家庭支援情報の一元化により、早期に確実な

支援につなげます。 

○児童虐待の早期発見にあたっては、はぐくみセンターと児童相談所等関係機関が緊密に連

携し、ケースマネジメントを行うなかで児童虐待予防につとめるとともに、子どもを守る

地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）を通じた啓発や、通告対応による児童虐

待の早期発見・早期対応の取組みを引き続き行います。 

○児童相談所で支援を終えた後も途切れることなく、民間資源も活用しながらこどもや家庭

の自立支援につなげていきます。 

○ケース検討会議などにおいて、支援者のスキルアップを行います。 

  

  （２）自ら出向くことが困難な保護者などへの訪問型（アウトリーチ型）支援体制の充実 

 

   ○新生児訪問やこんにちは赤ちゃん事業による生後 4か月までの乳児家庭全戸訪問や、乳幼

児健診未受診者への訪問、育児支援家庭訪問事業、子育て世帯訪問支援事業など、訪問型

（アウトリーチ型）の相談・支援事業を充実させ、子育てに対する不安感や負担感を軽減

し、課題を抱える家庭を早期に発見し、ニーズに応じた支援、児童虐待の防止につなげま

す。 

 

  （３）多様な子育て支援の充実 

 

○子育て家庭の自由時間の創出にむけて、マチカネポイントを活用した子育て支援サービス

の利用促進に取り組みます。 

○民間も含めた子育て支援サービスを一元的に管理・発信するプラットフォームを構築する

とともに、新サービスの創出に取り組みます。また、それに伴い必要となる人材（ベビー

シッター等）の育成に取り組みます。 

○子育て家庭のライフスタイルに応じ、必要とする支援サービスをどの時間帯でも探し出せ

るよう、ＡＩを活用した家庭とサービスのマッチングに取り組みます。 

○子育て世帯訪問支援事業を活用するなどにより、園の送迎や学校への送りだしなど、子育

て世帯のニーズに対応したサービスに取り組みます。 

○こども・家庭を確実な支援につなぐため、また相談支援のきっかけを築くため、支援メニ

ューの開拓、充実を図ります。 

○各サービスの導入にあたっては、そのサービスによって、家庭の主体性を尊重し生活を回

復できるような運用をめざし、家庭の自立につながるよう支援します。 

○乳児院を設置し、ニーズの高い 0歳児の預かりを実施します。 

○養育里親の確保等によりショートステイ枠を拡充し、必要とする家庭をより支援につなげ

ます。 

   ○一時保育予約システムの導入により、一時保育の一層の利用促進を図ります。 

   ○子育て家庭のゆとりある読書時間の創出にむけて、図書館でのこどもの一時保育に取り組

みます。 

拡充 

拡充 

拡充 

拡充 

拡充 

拡充 

拡充 

拡充 
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   ○保護者のこころの相談に、心理職や保健師、精神保健福祉士など専門職が対応し、子育て

支援や医療的支援など必要となる適切な支援サービスにつなげます 

○支援を要する特定妊婦等への生活支援を行うため、妊産婦等生活援助事業などの制度につ

なぎます。 

○乳児院や母子生活支援施設による妊産婦に対する養育相談・生活支援を継続するとともに、

保護を要する乳児の受入枠を確保します。 

 

 

  （４）必要な支援を届ける環境づくり 

 

○ＤＶ（配偶者やパートナーからの暴力）によるこどもへの影響は深刻であり、電話相談な

ど、配偶者暴力相談支援センターを中心としたＤＶ対応と児童相談所との緊密な連携を図

るとともに、ＤＶについての正しい知識を身につけるための周知啓発に取り組みます。 

○ＤＶ被害や生活困窮等の課題を抱えた母子を支援するため、母子生活支援施設との連携を

図ります。 

 

＜障害のあるこども（家庭）への支援＞ 

 ○こどもの発達に不安や悩みを抱える保護者が、地域の身近な場所で気軽に相談・支援を受

けられるよう支援体制を整備します。 

〇関係機関が連携しながら、こどもの障害や発達の課題について、早期の気づきを適切な支

援につなげていく発達支援の入り口としての相談体制の整備を進めます。 

○「ともに生き ともに育ちあう」という視点のもと、障害のあるこどものこども園・幼稚

園・保育所等や放課後こどもクラブなどへの受入れ体制の充実、小学校教育への円滑な接

続を図ります。 

○医療的ケア児等支援ニーズの高いこどもにおいては、関係機関の連絡会議を活用し、必要

な支援が提供できるための手法の検討と情報連携を図ります。 

 

＜ひとり親家庭、貧困の状況にあるこども（家庭）への支援＞ 

○ひとり親家庭のこども（家庭）への支援に取り組みます。【第７章に記載】 

○貧困の状況にあるこども（家庭）への支援に取り組みます。【第８章に記載】 

 

＜外国にルーツを持つこども（家庭）への支援＞ 

 ○子育ち・子育て支援にかかる行政情報についての多言語化や日本語の理解が難しい外国人

の保護者が、こどもに頼らなくても窓口で相談できるよう、多言語による支援を行います。 

○日々の子育ての悩み相談や、気軽に話ができる場として、外国にルーツを持つこども（家

庭）の居場所づくりを充実し、地域とのつながりづくりを支援します。図書館で実施して

いる「外国人ママのための場所『おやこ』」に広く参加してもらえるよう、取組みの周知に

努めます。 

  

拡充 



４章 

53 

 

 

２－４ 子育てと仕事の両立の推進 

 

 

 

 

 

 

                                

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  （１）保育所等の整備、多様な保育サービスの充実 

 

〇待機児童等の状況をふまえ、保育所等の整備や保育人材の育成、幼稚園での延長保育（預

かり保育など）の活用によって保育定員を確保していきます。 

〇保護者が安心して働くことができる環境を整備するため、きめ細やかな利用者支援など引

き続き多様な手法による保育サービスを充実させます。 

〇保護者の多様な働き方に対応した教育・保育サービスを充実させ、保護者が安心して働く

ことができる環境整備を進めます。 

   ○午前 7時から登校時間（午前 8時）まで、通学する小学校及び義務教育学校の体育館等

での児童の見守りを引き続き実施します 

必要に応じて多様な保育サービスが利用でき、子育てと仕事のバランス

がとれていると感じることができる 

め ざ す 姿 

施 策 展 開 

・就学前児童の保護者が必要と

感じている支援・対策は、

「仕事と家庭生活の両立がで

きる労働環境の整備」「保育

サービスの充実」が 6 割を

超えて多く、前回調査中より

1割増（アンケート結果） 

・子育ては母親だけではなく、

配偶者など周りの協力なしで

は大変なものなので、パート

ナー（特に父親）に対する子

育て・家事に対する意識を向

上させるような取組み・契機

がほしい。（保護

者）            

など 

 

みなさんの声 

★多様な働き方に対応できるよう保育所等

の整備や保育サービスを充実します。 
 

★ワーク・ライフ・バランスを実感するた

め、働き方や働きやすい職場づくり、父

母ともに子育てに対する知識や方法を学

べる機会を充実します。 
 

施 策 の ポ イ ン ト 

～めざす姿の実現に向けて次のポイントで施策を展開～ 

拡充 

拡充 
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  （２）家庭・企業・事業所等への啓発 

 

〇子育て家庭に対して、ワーク・ライフ・バランスに関する情報発信や学習の機会を提供し

ます。 

〇働きたい希望がありながら就労していない母親に対して（再）就職の支援、また、父親に

対して育児に関する知識や方法を学べる機会を充実し、子育てを応援します。 

〇企業・事業所に対して、ワーク・ライフ・バランス・女性活躍推進の重要性や企業等にお

けるその効果を伝えるとともに、多様な働き方、働きやすい職場づくりに関する情報提供

を進めます。 
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施策の柱３  安心・安全なまちづくり 

 

 

 

    子育ち・子育てにやさしい生活環境、保健・医療体制づくりや子育て家

庭への経済的な支援を充実するとともに、地域・関係団体等との連携し

た見守り体制の充実、こどもを対象とした防災、防犯、安全対策の強化

によりこどもの安全確保を図り、安心・安全なまちづくりを進めます。 

 

 

３－１ 生活環境、保健・医療体制等の整備 

 

 

  

 

 

 

                                

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域の中で安心して安全に妊娠・出産・子育てができる 

め ざ す 姿 

・妊娠中の人が不安をかかえて

いる時に気楽に相談出来る、

場所や制度が充実するとうれ

しい。（保護者） 

・就学前児童の保護者の子育て

に関して不安や精神的な負担

では「非常に感じる」「どち

らかといえば感じる」は 5

割を占め、前回調査中より 1

割増。（アンケート結果） 

 

みなさんの声 

★妊娠・出産・子育てに関する知識の普及

と相談支援体制の充実に取り組みます。 
 

★安心して安全に妊娠・出産・子育てがで

きるよう母子保健事業や小児医療体制を

推進します。 
 

★住まいや外出において子育ち・子育てに

やさしい生活環境づくりを進めます。 
 

★子育てに関する家庭への経済的な支援を

行います。 
 

施 策 の ポ イ ン ト 

～めざす姿の実現に向けて次のポイントで施策を展開～ 
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  （１）妊娠・出産・子育てに関する 

知識の普及、相談支援体制の充実 

 

〇妊産婦及び家族が妊娠・出産期の健康づくりやメンタルヘルス、子育てに関して正しい知

識をもつことができるよう、相談・保健指導などきめ細かな支援を行います。 

〇プレコンセプション・ケアや、不妊症、不育症に関する知識の啓発を行います。また、不

妊症、不育症の医療費助成を行います。 

〇妊娠届出、乳幼児健康診査、健康教育、育児相談等、多様な意識啓発や学習機会の提供、

相談支援の充実に取り組みます。 

〇子育ての喜びや楽しさを発信し、父母ともに妊娠・出産・子育てに関する正しい知識を学

ぶ場に参加しやすい環境づくりを進めます。 

〇妊産婦が安心して妊娠・出産及び産後期間の生活を過ごせるよう、不安や悩みの相談・支

援の場を充実し、医療機関等と連携しながらサポートします。また、里帰り出産の場合も

里帰り先自治体や医療機関と必要に応じた連携を行います 

〇産後の心身不安をやわらげるために、産後の母子を対象に、産後ケアサービスを拡充しま

す。 

 

 

  （２）母子保健事業の推進 

 

〇疾患や障害の早期発見・早期支援につなぎ、こどもの健康の保持・増進に取り組むととも

に、子育てを支援します。 

〇きめ細やかで継続性のある支援の実施にむけ、医療・福祉関係機関等と連携・調整した相

談支援体制等を充実させます 

〇健康診査未受診者へのフォロー体制を充実させ、こどもの健康づくりの促進や子育て不安

の軽減、支援が必要な家庭を早期に発見し対応します。 

○マタニティブルーと産後うつに対応するための取組みとして、産前産後の心身の不調や育

児への不安がある妊産婦や家族について、医療機関や関係機関と連携した支援に取り組み

ます。 

〇流産・死産等経験者へのグリーフケアなどの支援を行います。 

 

 

  （３）小児医療体制の確保 

 

〇基礎疾患をもつ妊産婦やハイリスク妊婦、救急医療が必要な乳幼児に対応するため、周産

期医療体制を確保します。 

〇小児救急医療についての周知を行うとともに、関係機関と連携しながら医療提供体制を確

施 策 展 開 

拡充 
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保します。 

〇医療と保健・福祉機関が連携しながら、産後うつ予防、児童虐待予防、慢性疾病をもつこ

どもや医療的ケア児の支援を行います。 

〇こどもの緊急の病気やケガに対する家庭での対処方法について、知識の普及・啓発を推進

します。 

〇子育て世帯・社会的支援が必要な患者への支援を行います。 

 

 

 

  （４）子育ち・子育てにやさしい生活環境づくり 

 

〇こどもやベビーカー等の使用者が安全・快適に移動できるよう当事者の声を活かした歩行

空間の整備や、オムツ替えや授乳等のためのスペースなどを提供し、こども連れでの外出

を支援する「赤ちゃんの駅」や「とよなか子育て応援団」の充実など、子育てバリアフリ

ーを推進します。 

〇公園では、こどもが安心して遊び、地域の人が交流する場となるよう、「公民連携」「遊具

などの計画的な更新」「参画型」を基本に取組みを進めます。民間活力を導入したイベント

等を充実するとともに、施設の魅力向上、地域住民との協働とパートナーシップによる運

営を推進し、地域の人の目が行き届いた安心できる施設とします。 

〇市営住宅では、未就学児がいる世帯に収入制限の緩和や抽選時の倍率優遇措置があるほか、

子育て世帯向け住戸の募集を拡充します。また居住支援協議会を通じて民間賃貸住宅への

入居を支援します。 

〇書かない窓口を展開し、引越し等に伴う児童手当、こども医療、健康保険等の手続きの利

便性を高めます。 

 

 

  （５）子育て家庭への経済的な支援 

 

〇個々の子育て家庭の状況に応じた手当や助成、貸付等の経済的支援を実施します。 

〇各種制度を円滑に活用できるよう、対象となる家庭への周知に取り組みます。 

○認可保育施設等の 0 歳から 2 歳児クラスに在籍している第 2 子以降の児童の保育料を無償化

し、子育て世帯の経済的負担を軽減します。 

〇ひとり親家庭には、離婚前相談において養育費に関する情報提供を行うなど、養育費確保

のための支援を進めます。 

〇高等学校等への修学が困難な生徒に対して奨学費の貸付けを行うとともに、基金の効率的

な運用について検討を行います。 

   ○出産や子育てにかかる負担軽減を図る給付を行うとともに、妊娠・出産・子育ての切れ

めのない寄り添った支援を引き続き行い、妊婦や子育て家庭が必要とする支援へとつな

ぐ伴走型相談支援の充実に取り組みます。  

拡充 

拡充 

拡充 
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３－２ こどもの安全確保 

 

 

 

 

                                

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  （１）地域住民や関係団体等と連携した見守り体制の充実 

 

〇安心・安全な生活環境づくりに向け、地域住民や関係団体等と連携した見守りや防犯活動

の推進、担い手の拡充に取り組みます。 

〇健全育成に向け、学校、地域、警察、関係機関・団体が連携し、非行の未然防止や健やか

な成長に悪影響を及ぼす情報を排除する等の見守り活動を推進します。 

〇健全育成への意識、活動の地域格差を解消するため、情報交換・共有を図るなど、校区間

での連携を深めます。 

〇地域での防犯・防災活動等の支援により、地域の安全は地域で守る意識の醸成・取組みを

推進します。 

 

  （２）こどもを対象とした災害や犯罪に対する安全対策の強化、交通安全活動の推進 

 

〇こどもに対する防災教育・学習機会の充実や災害時における避難・支援体制の確立に向け

た継続的な取組みを進めます。 

〇こどもを犯罪や事故等から守る安全対策を強化します。 

〇インターネット上でのトラブルなど、誹謗中傷や人権侵害、消費者問題についてこどもを

守る啓発を充実していきます。 

こどもや子育て家庭が犯罪や災害から守られ、安心して安全に暮らすこ

とができる 

め ざ す 姿 

施 策 展 開 

・成年年齢が 18 歳に引き下げ

られて、できることとともに

責任も増えるので、不安な気

持ちが大きい。（高校生） 

（子育て当事者） 

・登下校通路の安全面や地域の

防犯について不安感があるの

で、環境の整備や見守り体制

の充実が必要。 

（保護者） 

みなさんの声 

★こどもが災害や犯罪、事故から守られる

よう、地域住民や関係団体等が連携し、

校区間で連携した見守り体制を充実しま

す。 
 

★こどもが安心して、安全に暮らすため、

こどもを対象とした防災、防犯、安全対

策を強化します。 
 
 

施 策 の ポ イ ン ト 

～めざす姿の実現に向けて次のポイントで施策を展開～ 
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第５章 

子ども・子育て支援法に 

基づく市町村計画 

子ども・子育て支援法に基づく市町村計画とは、「子ども・子育て支援

法」の第 61条に基づく法定計画として作成するものであり、令和 7年度

（2025年度）から令和 11年度（2029 年度）の 5年間の計画期間におけ

る就学前の教育・保育事業及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込

みと確保方策を定めるものです。 
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１ 教育・保育提供区域の設定 
 

 

 

 

 

 

 

〇教育・保育提供区域とは 
子ども・子育て支援法第 61条第 2項において、市町村は、地理的条件、人口、交通事情、現

在の教育・保育の利用状況、教育・保育を提供するための施設の整備状況その他の条件を総合

的に勘案して、小学校区、中学校区、行政区等、地域の実情に応じて保護者やこどもが居宅よ

り容易に移動することが可能な区域を、教育・保育提供区域として設定するものとしています。 

 

〇豊中市の教育・保育提供区域の考え方 
こどもが、地域や、保育所、幼稚園、認定こども園、小学校をはじめとする社会の中で、多

様な人との交流や様々な体験を通して成長することや、児童数及び教育・保育の施設の設置状

況を踏まえ、小学校区を基本単位としつつ保育ニーズや利用状況等を基に 3つの区域にまとめ

て教育・保育提供区域を設定しています。 

3 つの区域の設定の考え方としては、中部以北と南部の 2 つの区域に分割し、さらに中部以

北は保護者の通勤や保育所の送迎等の移動状況を踏まえて、北大阪急行及び阪急宝塚線沿線の

東西 2つの区域に分割しています。 

＜豊中市の教育・保育提供区域＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

子ども・子育て支援法に基づく教育・保育提供区域として、市域の北東部にあたる

「第 1区域」、北西部にあたる「第 2区域」、南部にあたる「第 3区域」の 3つの区域

を設定します。 

区域 小学校区 

第 1区域 
北丘、東丘、西丘、南丘、新田、 
新田南、東泉丘、野畑、北緑丘、 
少路、上野、東豊中、東豊台 

第 2区域 
桜井谷、桜井谷東、刀根山、大池、
蛍池、箕輪、克明、桜塚、南桜塚、
熊野田、泉丘 

第 3区域 

緑地、寺内、北条、小曽根、高川、
豊南、原田、豊島、豊島北、豊島西、
中豊島、庄内さくら、庄内南、 
庄内西、千成 

 

 

第１区域 

第２区域 

第３区域 

北大阪急行電鉄 

阪急電鉄 

大阪モノレール 
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２ 量の見込みと確保方策 
 

 

 

 

 

 

１ 教育・保育事業及び地域子ども・子育て支援事業の内容 

子ども・子育て支援法に基づく市町村計画において定める教育・保育事業及び地域子ども・

子育て支援事業の内容は下表のとおりです。 

事業名 認定区分 区域数 事業概要 

教
育
・
保
育 

① 教育 1号 3 幼稚園・認定こども園（満3歳以上） 

② 

保育 

※保育の必要性の

認定における、就

労の下限時間は

64時間に設定 

2号 3 
保育所・①以外の認定こども園 

（満3歳以上） 

3号 3 保育所・認定こども園等（満3歳未満） 

地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業 

① 利用者支援事業 1 
事業等の情報提供や相談支援、関係機関との連携

調整等を行う事業 

② 
時間外保育事業 

（延長保育事業） 
3 

通常保育時間を超えて保育を行う事業（保育標準

時間：7:00～18:00を超える保育） 

③ 
実費徴収に係る補足給付を行

う事業 
1 

特定教育・保育等を受けた場合に必要な給食費

（副食材料費）、物品の購入費用等を助成する事

業 

④ 多様な主体の参入促進事業 1 

新規参入事業者に対する相談・助言等巡回支援

や、私学助成（幼稚園特別支援教育経費）や障害

児保育事業の対象とならない特別な支援が必要

なこどもを認定こども園で受け入れるための職

員の加配を促進するための事業 

⑤ 
放課後児童健全育成事業 

（放課後こどもクラブ事業） 
38＊ 

就労等を理由に保護者が放課後家庭に不在の小

学生を対象に、小学校等を利用して適切な遊び及

び生活の場を提供する事業 

⑥ 
子育て短期支援事業 

（ショートステイ事業） 
1 

保護者の疾病等を理由に、家庭での養育が一時的

に困難になった児童を児童養護施設等において、

一定期間養育を行う事業 

＊放課後児童健全育成事業の提供区域は各小学校区で実施しています。

令和8年度からは校区再編によって37区域を予定しています。  

教育・保育事業及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策は、令和

5年（2023年）12 月に実施した「豊中市子育ち・子育て支援に関するニーズ等調査」

をもとに、事業の利用実績や現在の供給体制、今後の動向等を踏まえ設定します。 
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事業名 区域数 事業概要 

地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業 

⑦ 

乳児家庭全戸訪問事業 

（新生児訪問・こんにちは赤

ちゃん事業） 

1 

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪

問し、子育てに関する情報提供や相談支援を行う

事業 

⑧ 

養育支援訪問事業 

 

子どもを守る地域ネットワー

ク機能強化事業 

 

1 

養育支援が特に必要な家庭を訪問し、養育能力を向

上させるための支援を行う事業 

要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネッ

トワーク）の機能強化に向け、担当職員の専門性強

化及び関係機関の連携強化を図る事業 

⑨ 
地域子育て支援拠点事業 

（地域子育て支援センター等） 
18＊ 

地域において、子育て相談や情報発信、親子が交

流できる場の提供等を行う事業 

⑩ 

一時預かり事業＜幼稚園型＞ 

（預かり保育） 
3 

幼稚園で通常の就園時間に加え、延長して預かる

事業 

一時預かり事業＜一般型＞ 

（一時保育事業） 
1 

保育所等での一時保育事業により、こどもを一時

的に預かる事業 

⑪ 病児保育事業 1 保育所等で病児・病後児を預かる事業 

⑫ 

子育て援助活動支援事業 

（ファミリー・サポート・セ

ンター事業） 

1 

育児の援助を行いたい者と援助を受けたい者が、

相互に会員となって、会員同士が育児に関する援

助活動を行う事業 

⑬ 
妊婦に対する健康診査 

（妊婦健康診査） 
1 妊婦に対する健康診査を行う事業 

⑭ 子育て世帯訪問支援事業 1 
家事･育児に対して不安や負担を抱える子育て家

庭等の居宅を訪問し、必要な支援を行う事業 

⑮ 児童育成支援拠点事業 1 

養育環境等に課題を抱える児童等に対し、居場所

となる場を開設し、相談支援、食事の提供等を行

う事業 

⑯ 親子関係形成支援事業 1 
子育てに悩み・不安を抱えた保護者に対して、健

全な親子関係の形成に向けた支援を行う事業 

⑰ 妊婦等包括相談支援事業 1 

妊婦等に対して面談などを実施し、心身の状況や

環境等の把握、子育てに関する情報提供、相談等

の支援を行う事業 

⑱ 乳児等通園支援事業 ** 1 

保育所等を利用していないこどもを対象に、月一

定時間の利用可能枠の中で、就労要件を問わず、

時間単位で柔軟に保育所等を利用できる事業 

⑲ 産後ケア事業 1 
出産後1年未満の母子に対して心身のケアや育児

のサポート等きめ細かい支援を実施する事業 

＊ おおむね中学校区に1か所地域子育て支援拠点を設置するという考え方です。 

＊＊乳児等通園支援事業については、令和7年度(2025年度)は地域子ども・子育て支援事業ですが、令和8年度   

(2026年度)は乳児等通園支援給付に位置づけが変わる予定となっています。 
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２ 教育・保育事業の量の見込み及び提供体制の確保内容 

①教育（1号認定、3～5歳） 

認定こども園・幼稚園にて、満 3歳以上で幼児期の学校教育を希望する者（ただし、保護者

の就労や病気等により、家庭でこどもをみることができないなど保育が必要な場合を除く）を

対象に学校教育環境を提供し、その心身の発達を助長します。 

 

■実績、量の見込み及び確保方策 

区分 [実績]令和６年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 

①量の見込み 4,468 3,974 3,478 3,007 2,658 2,355 

 第1区域 1,636 1,431 1,255 1,080 974 866 

 第2区域 1,410 1,262 1,087 934 805 702 

 第3区域 1,422 1,281 1,136 993 879 787 

②確保量 6,205 5,954 5,824 5,684 5,684 5,684 

 第1区域 2,109 2,032 1,992 1,952 1,952 1,952 

 第2区域 2,121 2,092 2,032 1,972 1,972 1,972 

 第3区域 1,975 1,830 1,800 1,760 1,760 1,760 

③過不足(②-①) 1,737 1,980 2,346 2,677 3,026 3,329 

 第1区域 473 601 737 872 978 1,086 

 第2区域 711 830 945 1,038 1,167 1,270 

 第3区域 553 549 664 767 881 973 

 

※確保量の内訳 

区分 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 

特定教育・保育
施設（認定こど
も園、幼稚園） 

第1区域 1,462 1,422 1,762 1,762 1,762 

第2区域 1,807 2,032 1,972 1,972 1,972 

第3区域 1,420 1,390 1,665 1,665 1,665 

計 4,689 4,844 5,399 5,399 5,399 

確認を受けない
幼稚園 

第1区域 570 570 190 190 190 

第2区域 285 0 0 0 0 

第3区域 410 410 95 95 95 

計 1,265 980 285 285 285 

確保量合計
（②） 

第1区域 2,032 1,992 1,952 1,952 1,952 

第2区域 2,092 2,032 1,972 1,972 1,972 

第3区域 1,830 1,800 1,760 1,760 1,760 

計 5,954 5,824 5,684 5,684 5,684 

 

【確保方策の内容】 

○既存の幼稚園・認定こども園で確保します。 

全３区域 提供区域： 

単位：人 
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②-Ⅰ保育（2号認定、3～5歳） 

認定こども園・保育所等にて、満 3歳以上で、保護者の就労や病気等により、家庭でこども

をみることができないなど保育が必要な者（幼児期の学校教育を希望する者を含む）に保育を

提供し、その心身の発達を助長します。 

 

■実績、量の見込み及び確保量 

区分 [実績]令和６年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 

①量の見込み 5,300 5,450 5,527 5,575 5,788 6,069 

 幼児期の
学校教育
の利用希
望が強い 

＊ 

第1区域 － 210 213 213 224 234 

 第2区域 － 229 231 236 244 258 

 第3区域 － 178 178 178 185 191 

 計 － 617 622 627 653 683 

 

上記以外 
＊ 

第1区域 1,640 1,447 1,471 1,472 1,552 1,629 

 第2区域 1,784 1,642 1,668 1,703 1,766 1,870 

 第3区域 1,876 1,744 1,766 1,773 1,817 1,887 

 計 5,300 4,833 4,905 4,948 5,135 5,386 

②確保量 5,033 5,591 5,729 5,861 6,014 6,116 

 第1区域 1,628 1,665 1,705 1,745 1,796 1,796 

 第2区域 1,697 1,997 1,987 1,967 1,967 1,967 

 第3区域 1,708 1,929 2,037 2,149 2,251 2,353 

③過不足(②-①) -267 141 202 286 226 47 

 第1区域 -12 8 21 60 20 -67 

 第2区域 -87 126 88 28 -43 -161 

 第3区域 -168 7 93 198 249 275 

＊[実績]令和６年度は「上記以外」に「幼児期の学校教育の利用希望が強い」を含む 

 

※確保量の内訳 

区分 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 

特定教育・保育施設 
（認定こども園、保育所） 

第1区域 1,629 1,669 1,709 1,760 1,760 

第2区域 1,713 1,773 1,833 1,833 1,833 

第3区域 1,781 1,964 2,106 2,208 2,310 

計 5,123 5,406 5,648 5,801 5,903 

特定地域型保育事業 
（事業所内保育等） 

第1区域 0 0 0 0 0 

第2区域 48 48 48 48 48 

第3区域 0 0 0 0 0 

計 48 48 48 48 48 

企業主導型保育施設 

第1区域 36 36 36 36 36 

第2区域 6 6 6 6 6 

第3区域 18 18 18 18 18 

計 60 60 60 60 60 

幼稚園等 
（預かり保育、幼稚園型

一時預かり） 

第1区域 0 0 0 0 0 

第2区域 230 160 80 80 80 

第3区域 130 55 25 25 25 

計 360 215 105 105 105 

確保量合計（②） 

第1区域 1,665 1,705 1,745 1,796 1,796 

第2区域 1,997 1,987 1,967 1,967 1,967 

第3区域 1,929 2,037 2,149 2,251 2,353 

計 5,591 5,729 5,861 6,014 6,116 

単位：人 

全３区域 提供区域： 
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②-Ⅱ保育（3号認定、0～2歳） 

認定こども園・保育所等にて、満 3歳未満で、保護者の就労や病気等により、家庭でこども

をみることができないなど保育が必要な者に保育を提供し、その心身の発達を助長します。 

 

■実績、量の見込み及び確保量 

区分 [実績]令和６年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 

①量の見込み 4,262 4,211 4,298 4,448 4,484 4,526 

 

0歳 

第1区域 182 196 194 191 188 186 

 第2区域 185 191 190 189 187 187 

 第3区域 252 265 262 260 259 259 

 計 619 652 646 640 634 632 

 
1歳 

第1区域 508 473 517 515 512 511 

第2区域 570 577 606 610 617 621 

第3区域 667 653 699 704 712 723 

 計 1,745 1,703 1,822 1,829 1,841 1,855 

 

2歳 

第1区域 564 567 532 587 589 589 

 第2区域 651 618 631 667 677 690 

 第3区域 683 671 667 725 743 760 

 計 1,898 1,856 1,830 1,979 2,009 2,039 

 計 

第1区域 1,254 1,236 1,243 1,293 1,289 1,286 

第2区域 1,406 1,386 1,427 1,466 1,481 1,498 

第3区域 1,602 1,589 1,628 1,689 1,714 1,742 

②確保量 4,166 4,426 4,559 4,815 4,897 4,946 

 

0歳 

第1区域 258 269 269 269 269 267 

 第2区域 309 309 309 309 309 309 

 第3区域 219 244 257 267 277 287 

 計 786 822 835 845 855 863 

 

1歳 

第1区域 478 491 501 516 528 521 

 第2区域 649 690 695 705 705 705 

 第3区域 432 487 526 615 639 663 

 計 1,559 1,668 1,722 1,836 1,872 1,889 

 

2歳 

第1区域 538 551 563 581 593 593 

 第2区域 762 806 812 824 824 824 

 第3区域 521 579 627 729 753 777 

 計 1,821 1,936 2,002 2,134 2,170 2,194 

 

計 

第1区域 1,274 1,311 1,333 1,366 1,390 1,381 

 第2区域 1,720 1,805 1,816 1,838 1,838 1,838 

 第3区域 1,172 1,310 1,410 1,611 1,669 1,727 

 保育利用率＊ 45.9％ 49.4％ 50.8％ 53.0％ 54.4％ 55.4％ 

③過不足(②-①) -96 215 261 367 413 420 

 

0歳 

第1区域 76 73 75 78 81 81 

 第2区域 124 118 119 120 122 122 

 第3区域 -33 -21 -5 7 18 28 

 計 167 170 189 205 221 231 

 

1歳 

第1区域 -30 18 -16 1 16 10 

 第2区域 79 113 89 95 88 84 

 第3区域 -235 -166 -173 -89 -73 -60 

 計 -186 35 100 71 31 34 

 

2歳 

第1区域 -26 -16 31 -6 4 4 

 第2区域 111 188 181 157 147 134 

 第3区域 -162 -92 -40 4 10 17 

 計 -77 80 172 155 161 155 

 

計 

第1区域 20 75 90 73 101 95 

 第2区域 314 419 389 372 357 340 

 第3区域 430 -279 -218 -78 -45 -15 

＊保育利用率：満3歳未満の児童数に占める3号認定の利用定員数（確保量）の割合  

単位：人 

全３区域 提供区域： 
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※確保量の内訳 

区分 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 

0
歳 

特定教育・保育施設 
（認定こども園、保育所） 

第1区域 238 238 238 238 238 

第2区域 252 252 252 252 252 

第3区域 217 232 242 252 262 

計 707 722 732 742 752 

特定地域型保育事業
（小規模保育、事業所内

保育等） 

第1区域 11 11 11 11 11 

第2区域 28 28 28 28 28 

第3区域 11 11 11 11 11 

計 50 50 50 50 50 

企業主導型保育施設 

第1区域 18 18 18 18 18 

第2区域 29 29 29 29 29 

第3区域 14 14 14 14 14 

計 61 61 61 61 61 

家庭保育所等 
（家庭保育所、一時保育

の定期利用枠） 

第1区域 2 2 2 2 0 

第2区域 0 0 0 0 0 

第3区域 2 0 0 0 0 

計 4 2 2 2 0 

計 

第1区域 269 269 269 269 267 

第2区域 309 309 309 309 309 

第3区域 244 257 267 277 287 

計 822 835 845 855 863 

1
歳 

特定教育・保育施設 
（認定こども園、保育

所） 

第1区域 432 442 457 469 469 

第2区域 585 590 600 600 600 

第3区域 412 458 547 571 595 

計 1,429 1,490 1,604 1,640 1,664 

特定地域型保育事業
（小規模保育、事業所内

保育等） 

第1区域 29 29 29 29 29 

第2区域 47 47 47 47 47 

第3区域 25 25 25 25 25 

計 101 101 101 101 101 

企業主導型保育施設 

第1区域 23 23 23 23 23 

第2区域 46 46 46 46 46 

第3区域 24 24 24 24 24 

計 93 93 93 93 93 

家庭保育所等 
（家庭保育所、一時保育

の定期利用枠） 

第1区域 7 7 7 7 0 

第2区域 12 12 12 12 12 

第3区域 26 19 19 19 19 

計 45 38 38 38 31 

計 

第1区域 491 501 516 528 521 

第2区域 690 695 705 705 705 

第3区域 487 526 615 639 663 

計 1,668 1,722 1,836 1,872 1,889 

2
歳 

特定教育・保育施設 
（認定こども園、保育

所） 

第1区域 498 510 528 540 540 

第2区域 692 698 710 710 710 

第3区域 499 547 649 673 697 

計 1,689 1,755 1,887 1,923 1,947 

特定地域型保育事業
（小規模保育、事業所内

保育等） 

第1区域 29 29 29 29 29 

第2区域 57 57 57 57 57 

第3区域 27 27 27 27 27 

計 113 113 113 113 113 

企業主導型保育施設 

第1区域 24 24 24 24 24 

第2区域 45 45 45 45 45 

第3区域 34 34 34 34 34 

計 103 103 103 103 103 

家庭保育所等 
（家庭保育所、一時保育

の定期利用枠） 

第1区域 0 0 0 0 0 

第2区域 12 12 12 12 12 

第3区域 19 19 19 19 19 

計 31 31 31 31 31 

計 

第1区域 551 563 581 593 593 

第2区域 806 812 824 824 824 

第3区域 579 627 729 753 777 

計 1,936 2,002 2,134 2,170 2,194 

確保量合計（②） 

第1区域 1,311 1,333 1,366 1,390 1,381 

第2区域 1,805 1,816 1,838 1,838 1,838 

第3区域 1,310 1,410 1,611 1,669 1,727 

計 4,426 4,559 4,815 4,897 4,946 

単位：人 



 

67 

 

 

【確保方策の内容】 

○既存幼稚園の認定こども園化や預かり保育事業の充実、既存の認定こども園や保育所等の

定員拡充などにより確保します。 

○既存の保育所等により確保が困難な場合は、保育所等の新規整備を行うことを検討します。

なお、整備に当たっては、保育定員の確保量に教育・保育提供区域間で差があることから、

より効果的な保育定員確保のため、区域を越えた整備も必要に応じて検討します。 

 

■認定こども園への移行促進について 

認定こども園が、幼稚園及び保育所の機能を併せ持ち、保護者の就労状況及びその変化等に

よらず柔軟にこどもを受け入れられる施設であることを踏まえ、既存の幼稚園・保育所から認

定こども園への移行については原則認可（認定）することとし、その移行促進を図ります。 

なお、保育所から移行する幼保連携型認定こども園の 1号認定こどもの利用定員については、

1 施設当たり 15 人以下とし、幼稚園から移行する認定こども園の 2・3 号認定こどもの利用定

員については、市全域において量の見込みとして必要とされる利用定員数の範囲内とします。 
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３ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込み及び提供体制の

確保内容 

 

①利用者支援事業 

 

■事業内容等 

教育・保育施設や地域の子育て支援の事業等の利用について情報集約・提供を行うとともに、

こどもや保護者からのそれらの利用にあたっての相談に応じ、必要な情報提供・助言をし、関

係機関との連絡調整等を行う事業です。 

 

＜基本型＞ 

■実績、量の見込み及び確保量 

区分 単位 [実績]令和5年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 

①量の見込み 
実施か所数

（か所） 
1 2 2 2 2 2 

②確保量 
実施か所数

（か所） 
2 2 2 2 2 2 

③過不足 

(②-①) 

実施か所数

（か所） 
1 0 0 0 0 0 

 

【確保方策の内容】 

○利用者支援及び地域連携（関係機関との連絡調整、連携・協働体制づくり等）を行う窓口を、

子育て支援センター（ほっぺ・ほっぺ南部分室）に設置しています。 

 

＜地域子育て相談機関＞ 

■量の見込み及び確保量 

区分 単位 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 

①量の見込み 
実施か所数

（か所） 
16 16 16 16 16 

②確保量 
実施か所数

（か所） 
16 16 16 16 16 

③過不足 

（②-①) 

実施か所数

（か所） 
0 0 0 0 0 

 

【確保方策の内容】 

○地域子育て支援センターを地域子育て相談機関とし、地域の身近な相談場所とします。 

 （地域子育て相談機関とは令和 6 年 4月施行改正児童福祉法において規定されたもので、いわゆるかかりつけ相談機関。） 

  

市全域 提供区域： 
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＜特定型＞ 

■実績、量の見込み及び確保量 

区分 単位 [実績]令和5年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 

①量の見込み 
実施か所数

（か所） 
1 1 1 1 1 1 

②確保量 
実施か所数

（か所） 
1 1 1 1 1 1 

③過不足 

(②-①) 

実施か所数

（か所） 
0 0 0 0 0 0 

 

【確保方策の内容】 

○市役所の入所入園手続き窓口（子育て給付課）に子育て支援コーディネーターを配置し、情

報収集・提供、相談、利用者支援・援助を行います。 

 

 

＜こども家庭センター型＞ 

■量の見込み及び確保量 

区分 単位 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 

①量の見込み 
実施か所数

（か所） 
3 3 3 3 3 

②確保量 
実施か所数

（か所） 
3 3 3 3 3 

③過不足 

(②-①) 

実施か所数

（か所） 
0 0 0 0 0 

 

【確保方策の内容】 

〇はぐくみセンター（こども家庭センター）において、相談支援体制の構築や地域資源の開拓

などを通じて、全ての妊産婦・こども・子育て家庭に切れめない支援を実施します。 

○こども家庭センター型は、はぐくみセンターの３拠点（千里・中部・庄内）で情報提供等利

用者支援を展開します。 
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②時間外保育事業（延長保育事業） 

 

■事業内容等 

保育時間の延長を必要とする児童を対象とし、11時間の開所時間を超えて保育サービスを提

供する事業です。 

 

■実績、量の見込み及び確保量 

区分 単位 [実績]令和5年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 

①量の見込み 
一 日 平 均

（人） 
317 608 618 631 646 667 

②確保量 
一 日 平 均

（人） 
 608 618 631 646 667 

③過不足 

(②-①) 

一 日 平 均

（人） 
 0 0 0 0 0 

保育標準時間（7時から18時）をこえる利用 

 

【確保方策の内容】 

○現在、既存のすべての保育所等において、11 時間の通常保育時間を超えて保育が実施されて

おり、引き続き既存保育所等における事業が実施されるとともに、新たに整備される保育所

等に対しても事業実施を働きかけます。 

○多様な働き方に対応するため、20時までの延長保育を実施する園の増加を図ります。 

 

 

③実費徴収に係る補足給付を行う事業 

 

■事業内容等 

世帯の所得状況等を勘案して市町村が定める基準に基づき、特定教育・保育等を受けた場合

に必要な日用品、文房具その他の教育・保育に必要な費用の全部または一部を助成する事業で

す。 

 

【確保方策の考え方】 

○低所得者の負担軽減を図るため、教育・保育給付認定保護者に対し日用品・文房具等に要す

る費用を、また、施設等利用給付認定保護者に対する副食材料費に要する費用を補助します。 

全３区域 提供区域： 

市全域 提供区域： 
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④多様な主体の参入促進事業 

 

＜新規参入施設等への巡回支援＞ 

■事業内容等 

教育・保育施設、地域子ども・子育て支援事業に新規参入する事業者に対して巡回支援等を

行う事業です。 

 

【確保方策の考え方】 

○本市の教育・保育の質を高めるため、おおむね開設から 3年程度の教育・保育施設を中心に、

幼児教育サポートセンターから派遣する幼児教育サポーターによる巡回支援などを実施し

ます。 

 

＜認定こども園特別支援教育・保育経費＞ 

■事業内容等 

健康面や発達面において特別な支援が必要なこどもを受け入れる認定こども園の設置者に

対して、職員の加配に必要な費用の一部を補助する事業です。 

 

【確保方策の考え方】 

○認定こども園が、私学助成や障害児保育事業の対象とならない特別な支援が必要なこどもを

受け入れる際に国の制度の内容をふまえ、職員の加配に必要な費用を助成し、こども一人ひ

とりの状況に応じた適切な教育・保育の機会を提供します。 

  

市全域 提供区域： 
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⑤放課後児童健全育成事業（放課後こどもクラブ事業） 

 

■事業内容等 

保護者が就労等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後に

小学校の余裕教室等を利用して適切な遊び及び生活の場を提供して、その健全な育成を図る事

業です。 

本市では、待機児童を出さないことを基本に据え、就労等を理由に保護者が放課後家庭に不

在の小学校 4年生まで（障害のあるこどもは小学校 6年生まで）の児童を対象に事業を実施し

ています。 

 

■実績、量の見込み及び確保量 

区分 単位 [実績]令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 

①量の見込み 
年間延べ人

数（人） 
5,121 5,186 5,282 5,341 5,347 5,316 

②量の見込み 
支援単位数

（室） 
103 115 119 128 140 140 

③確保量 
年間延べ人

数（人） 
 5,186 5,282 5,341 5,347 5,316 

④確保量 
支援単位数

（室） 
 115 119 128 140 140 

⑤過不足 

(③-①) 

年間延べ人

数（人） 
 0 0 0 0 0 

⑥過不足 

(④-②) 

支援単位数

（室） 
 0 0 0 0 0 

基準日：各年5月1日 

 

【確保方策の内容】 

○現在、全小学校・義務教育学校内で事業を実施しており、今後も在籍する小学校の放課後こ

どもクラブにて安定的に児童の受け入れができるよう、学校ごとの入会率の推移や児童推計

をふまえて事業を実施します。 

○放課後こどもクラブ室は、学校施設内での確保を原則とします。 

○クラブ室の確保を進めることにより 1支援単位（クラス）の児童数を段階的に引き下げてい

き、概ね 40 人をめざします。また、支援単位数の増加に伴い指導員の確保も必要となるた

め、持続可能な運営体制維持のため民間活力を活用した運営委託にも取り組んでいきます。 

 

  

全38区域（小学校区） 提供区域： 
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⑥子育て短期支援事業（ショートステイ事業） 

 

＜宿泊型・日帰り型＞ 

■事業内容等 

保護者の疾病、出産、休日出勤等の事由により家庭での養育が一時的に困難になった児童を、

児童養護施設等において日帰りまたは宿泊を伴って一定期間の養育を行う事業です。 

令和元年度（2019 年度）から従来のトワイライトステイ事業を包含し、日帰り型ショートス

テイとして実施しています。 

 

■実績、量の見込み及び確保量 

区分 単位 [実績]令和5年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 

①量の見込み 
年間延べ利

用者数（人） 
520 3,360 3,360 3,360 3,360 3,360 

②確保量 

年間延べ利

用定員数 

（人） 

 1,144 1,496 3,272 3,272 3,360 

③確保量 
実施か所数

（か所） 
 13 17 18 18 19 

④過不足 

(②-①) 

年間延べ利

用者数（人） 
 △2,216 △1,864 △88 △88 0 

 

【確保方策の内容】 

○令和６年度（2024 年度）現在、児童養護施設等（市内施設 1か所、他市施設 5か所）に委託

実施していますが、今後、ショートステイ里親を拡充するとともに、乳児院等のショートス

テイ機能も併設する施設の誘致を進めます。 

 

 

⑦乳児家庭全戸訪問事業（新生児訪問・こんにちは赤ちゃん事業） 

 

■事業内容等 

生後 4か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育環

境等の把握を行う事業です。 

本市では、保健センターの新生児訪問事業と子育て支援センターのこんにちは赤ちゃん事業

を一体的に実施し、保健師や助産師、保育教諭、こんにちは赤ちゃん訪問員、主任児童委員等

が 4か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問します。 

  

市全域 提供区域：

市全域 提供区域： 
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■実績、量の見込み及び確保量 

区分 単位 [実績]令和5年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 

①量の見込み 
訪問家庭数

（件） 
3,489 2,970 2,942 2,917 2,893 2,880 

②確保量 
訪問家庭数

（件） 
 2,970 2,942 2,917 2,893 2,880 

③過不足 

(②-①) 

訪問家庭数

（件） 
 0 0 0 0 0 

＊保健センターと子育て支援センターの合計 

【確保方策の内容】 

○引き続き、生後 4か月までの乳児のいるすべての家庭に訪問を実施し、保護者や赤ちゃんの

健康状態や子育てについてのお話を聞くとともに、「とよなか子育て応援金」をはじめ、様々

な子育て支援サービスの情報提供を実施します。 

 

 

⑧-（1）養育支援訪問事業 

 

■事業内容等 

養育支援が特に必要な家庭を訪問して、保護者の育児、家事等の養育能力を向上させるため

の支援を行う事業です。 

 

■実績、量の見込み及び確保量 

区分 単位 [実績]令和5年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 

①量の見込み 
年間延べ人

数（人日） 
501 1,217 1,247 1,281 1,314 1,347 

②確保量 
年間延べ人

数（人日） 
 1,217 1,247 1,281 1,314 1,347 

③過不足 

(②-①) 

年間延べ人

数（人日） 
 0 0 0 0 0 

 

【確保方策の内容】 

○支援が必要な妊産婦、新生児、乳幼児等に対し、保健センターから保健師や助産師、社会福

祉職等が家庭訪問を行い、個々の状況に応じた適切な保健師指導や援助、受診勧奨などを行

います。 

○子育てに不安や悩みのある家庭に子育て支援センターから保育教諭等が訪問し、育児相談や

子育てサービスの情報提供等を行い、養育者の自立と児童の養育環境の安定に向けて取り組

みます。  

全市域 提供区域： 
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⑧-（2）子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 

 

■事業内容等 

要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図るため、調整

機関職員やネットワーク構成員（関係機関）の専門性強化と、ネットワーク機関間の連携強化

を図る取組みを行う事業です。 

 

【確保方策の内容】 

○代表者会議や実務者会議、個別ケース検討会議等、また、関係機関合同研修会などを通じ、

調整機関職員やネットワーク構成員（関係機関）の専門性強化と、ネットワーク機関間の連

携強化を図ります。 

 

 

⑨地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター等） 

 

■事業内容等 

子育て相談、子育て情報の発信、子育て講座、遊びや交流の場の提供を行っています。子育

てに関する悩みなどを気軽に相談できる場所です。 

 

■実績、量の見込み及び確保量 

区分 単位 [実績]令和5年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 

①量の見込み 
年間延べ人

数（人回） 
8,634 3,044 3,048 3,083 3,057 3,035 

②量の見込み 
実施か所数

（か所） 
19 18 18 18 18 18 

③確保量 
年間延べ人

数（人回） 
 3,044 3,048 3,083 3,057 3,035 

④確保量 
実施か所数

（か所） 
 18 18 18 18 18 

③過不足 

 (③－①) 

年間延べ人

数（人回） 
 0 0 0 0 0 

 

【確保方策の内容】 

○既存の子育て支援センター2か所、地域子育て支援センター16か所にて実施します。 

気軽に身近な就学前施設で地域子育て支援を利用していただくための登録制度である「マイ

子育てひろば」を引き続き推進していきます。 

全市域 提供区域： 

全18区域（概ね中学校区） 提供区域： 
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⑩-（1）一時預かり事業＜幼稚園型＞ 

 

■事業内容等 

在園児を対象に、幼稚園等で通常の就園時間に加え、延長して預かる事業です。 

 

■実績、量の見込み及び確保量 

区分 単位 [実績]令和5年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 

①量の見込み 
年間延べ人

数（人日） 
139,549 121,022 113,204 104,194 94,739 88,071 

②確保量 
年間延べ人

数（人日） 
 121,022 113,204 104,194 94,739 88,071 

③過不足 

(②-①) 

年間延べ人

数（人日） 
 0 0 0 0 0 

 

【確保方策の内容】 

○幼稚園等において引き続き実施します。 

 

 

⑩-（2）一時預かり事業＜一般型＞（一時保育） 

■事業内容等 

一時預かり事業＜一般型＞（一時保育事業）は、断続的一時保育として、満 1歳から就学前

の児童で保護者が就労等により一時的に保育が必要な場合、週 3日を限度として認定こども園

等約 60 か所で実施しています。また、緊急一時保育として、保護者の疾病や介護、冠婚葬祭な

ど緊急に保育が必要な場合、12日間を限度として、認定こども園等で実施しています。 

 

■実績、量の見込み及び確保量 

区分 単位 [実績]令和5年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 

①量の見込み 
年間延べ人

数（人日） 
31,838 28,013 27,613 27,365 26,689 26,077 

②確保量 
年間延べ人

数（人日） 
 28,013 27,613 27,365 26,689 26,077 

③過不足 

(②-①) 

年間延べ人

数（人日） 
 0 0 0 0 0 

 

【確保方策の内容】 

○一時保育事業については、市内の保育所や認定こども園等（1日単位）約60か所及び市内2

か所の一時保育事業所（1日または半日単位）において実施します。なお令和７年度（2025

年度）に一時保育予約システムを導入し、一時保育の利用しやすさを向上します。 

○令和８年度（2026年度）に「乳児等のための支援給付」（こども誰でも通園制度）の本格施行

が予定されており、国の動向を注視しつつ、一時保育事業との関係性を整理していきます。  

全３区域 提供区域： 

市全域 提供区域： 
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⑪病児保育事業 

 

■事業内容等 

認定こども園等に在籍している満 1歳以上の保育を必要とするこどもで、病気のときや病気

回復期で集団保育が難しく、また家庭での保育ができないこどもを預かる事業です。 

 

■実績、量の見込み及び確保量 

区分 単位 [実績]令和5年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 

①量の見込み 
年間延べ人

数（人日） 
22,846 41,728 42,493 43,272 44,068 44,879 

②確保量 
年間延べ人

数（人日） 
 41,728 42,493 43,272 44,068 44,879 

③過不足 

(②-①) 

年間延べ人

数（人日） 
 0 0 0 0 0 

 

【確保方策の内容】 

〇病児保育施設3か所（市内北部・中部）に加え、看護師配置の保育所等の体調不良時対応型

事業にて実施します。 

病児保育施設1か所を市内南部に増設するなど、利便性を向上します。 

 

 

 

⑫子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

 

 

■事業内容等 

児童の保護者を会員として、児童の預かり等の援助を受けることを希望する者（依頼会員）

と育児の援助を行うことを希望する者（援助会員）との相互援助活動に関する連絡、調整を行

う事業です。 

市全域 提供区域： 

市全域 提供区域： 
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■実績、量の見込み及び確保量 

区分 単位 [実績]令和5年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 

①量の見込み 
年間延べ人

数（人日） 
2,920 1,767 1,767 1,767 1,767 1,767 

 

就学前 年間延べ人

数（人日） 
2,375 1,602 1,602 1,602 1,602 1,602 

就学後 年間延べ人

数（人日） 
545 165 165 165 165 165 

②確保量 
年間延べ人

数（人日） 
 1,767 1,767 1,767 1,767 1,767 

 

就学前 年間延べ人

数（人日） 
 1,602 1,602 1,602 1,602 1,602 

就学後 年間延べ人

数（人日） 
 165 165 165 165 165 

③過不足 

(②-①) 

年間延べ人

数（人日） 
 0 0 0 0 0 

 

【確保方策の内容】 

〇引き続き、ファミリー・サポート・センター1か所にて事業を実施し、援助会員、両方会員

の増加に取り組みます。 

 

⑬妊婦に対する健康診査（妊婦健康診査） 

 

■事業内容等 

妊婦の母体及び胎児の健康管理を確保するため、健康診査を行い、流産・死産・早産等を予

防するとともに安心・安全な出産を支援する事業です。 

妊婦に対して妊婦健康診査受診券を交付し、個別医療機関で健康診査を実施しています。 

 

■実績、量の見込み及び確保量 

区分 単位 [実績]令和5年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 

①量の見込み 
年間延べ人

数（人日） 
37,016 37,740 37,388 37,070 36,764 36,605 

②確保量 
年間延べ人

数（人日） 
 37,740 37,388 37,070 36,764 36,605 

③過不足 

(②-①) 

年間延べ人

数（人日） 
 0 0 0 0 0 

 

【確保方策の内容】 

○引き続き、妊婦健康診査にかかる費用の一部を助成することで、安心して継続的に妊婦が

健康診査に通うことができるよう支援します。  

市全域 提供区域： 
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⑭子育て世帯訪問支援事業 

 

■事業内容等 

家事･育児に対して不安や負担を抱える子育て家庭、ヤングケアラー等がいる家庭の居宅を

訪問支援員が訪問し、家事･育児における必要な支援を行う事業です。 

 

■量の見込み及び確保量 

区分 単位 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 

①量の見込み 
年間延べ日

数（人日） 
26,112 26,112 26,112 26,112 26,112 

②確保量 
年間延べ日

数（人日） 
11,808 14,784 20,160 26,112 26,112 

③過不足 

(②-①) 

年間延べ日

数（人日） 
△14,304 △11,328 △5,952 0 0 

 

【確保方策の内容】 

○子育てに関する情報の提供、家事・養育に関する援助等を行う訪問家事・育児支援の提供

量を拡充するにあたり、本事業に必要な子育て支援と生活支援の両方に対応できるよう、

訪問支援員の専門性を育成しながら事業者数を増加することにより提供量を確保します。 

 

 

⑮児童育成支援拠点事業 

 

■事業内容等 

養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、居場所となる場を

開設し、児童とその家庭が抱える多様な課題に応じて、相談支援、食事の提供等を行うととも

に、関係機関へのつなぎを行う等の個々の児童の状況に応じた支援を包括的に提供する事業で

す。 

 

■量の見込み及び確保量 

区分 単位 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 

①量の見込み 
年間延べ人

数（人） 
140 140 140 140 140 

②確保量 
年間延べ人

数（人） 
80 120 140 140 140 

③過不足 

(②-①) 

年間延べ人

数（人） 
△60 △20 0 0 0 

 

市全域 提供区域： 

市全域 提供区域： 
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【確保方策の内容】 

○拠点を7か所設置し、こども・若者分野のみならず、高齢分野の事業者の参入を促すこと

や、他自治体の事業者からの参加を誘導することで、拠点数および提供量を確保します。 

 

 

⑯親子関係形成支援事業 

 

■事業内容等 

要支援児童等の保護者等を対象に、親子間の適切な関係性の構築を目的としたこどもの発達

の状況等に応じた支援を行う事業です。本市においては、就学前のこどもの保護者を対象とし

た、こどもの安心感プログラム（「安心感の輪」子育てプログラム」）、2 歳から 12 歳の保護者

を対象とした、子育て親育ちプログラム（「前向き子育てプログラムトリプルＰ」）、発達が気に

なるこども（主に 3 歳から 7 歳）の保護者を対象とした子育て発達支援プログラム（「ペアレ

ント・プログラム」「ペアレント・トレーニング」）を実施しています。 

 

■量の見込み及び確保量 

区分 単位 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 

①量の見込み 
年間延べ人

数（人） 
3,626 3,626 3,626 3,626 3,626 

②確保量 
年間延べ人

数（人） 
2,866 3,626 3,626 3,626 3,626 

③過不足 

(②-①) 

年間延べ人

数（人） 
△760 0 0 0 0 

 

【確保方策の内容】 

○引き続き3つのプログラムを中心に、身近な地域や自宅においても受講できるようプログ

ラム提供場所を拡大するとともに、こどもとの関わり方等を学ぶプログラムの提供量を拡

充します。 

 

  

市全域 提供区域： 



 

81 

 

⑰妊婦等包括相談支援事業 

 

■事業内容等 

妊婦等に対して面談などを実施し、心身の状況や環境等の把握、子育てに関する情報提供、

相談等の支援を行う事業 

 

■量の見込み及び確保量 

区分 単位 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 

①量の見込み 
妊娠届出数

（回） 
3,323 3,292 3,264 3,237 3,223 

②量の見込み 
面談実施回

数（回） 
7,057 6,991 6,932 6,874 6,844 

③確保量 
面談実施回

数（回） 
7,057 6,991 6,932 6,874 6,844 

④過不足 

(③-②) 

面談実施回

数（回） 
0 0 0 0 0 

＊1組当たりの面談回数3回（2回目は全数アンケートにより希望者に実施） 

 

【確保方策の内容】 

○はぐくみセンターにおいて、妊娠届出時全数面接の継続実施、妊娠中期アンケート送付と

希望者へ面接実施、出産後は、新生児訪問やこんにちは赤ちゃん訪問事業による乳児家庭

全戸訪問事業により相談支援の機会を確保します。 

 

 

 

⑱乳児等通園支援事業 

 

■事業内容等 

0 歳 6 か月～満 3 歳未満までの保育所等を利用していないこどもを対象として、月一定時間

の利用可能枠の中で、就労要件を問わず、時間単位で柔軟に保育所等を利用できる事業です。 

  

市全域 提供区域： 

市全域 提供区域： 
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■量の見込み及び確保量 

区分 単位 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 

①量の見込み 
延べ人数 

（人日） 
38 59 79 98 116 

 
0歳児 

(6か月～) 

延べ人数 

（人日） 
15 23 31 39 47 

 1歳児 
延べ人数 

（人日） 
15 25 33 41 48 

 
2歳児 

(満3歳未満) 

延べ人数 

（人日） 
8 11 15 18 21 

②確保量 
延べ人数 

（人日） 
38 59 79 98 116 

 
0歳児 

(6か月～) 

延べ人数 

（人日） 
15 23 31 39 47 

 1歳児 
延べ人数 

（人日） 
15 25 33 41 48 

 
2歳児 

(満3歳未満) 

延べ人数 

（人日） 
8 11 15 18 21 

③過不足 

(②-①) 

延べ人数 

（人日） 
0 0 0 0 0 

 

【確保方策の内容】 

○認可就学前教育・保育施設等（保育所、小規模保育事業、事業所内保育事業、認定こども

園、幼稚園）により、各年における必要定員数分を確保します。 

 

⑲産後ケア事業 

 

■事業内容等 

出産後 1年未満の母子に対して心身のケアや育児のサポート等きめ細かい支援を実施する事

業です。 

 

■量の見込み及び確保量 

区分 単位 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 

①量の見込み 
年間延べ人

数（人日） 
3,976  4,785  5,410  5,800  5,995  

②確保量 
年間延べ人

数（人日） 
3,976  4,785 5,410 5,800  5,995  

③過不足 

(②-①) 

年間延べ人

数（人日） 
0 0 0 0 0 

 

 【確保方策の内容】 

○委託医療機関の増加と、産後ケアスタッフ加算の活用等による受け入れ枠の拡充に取り組

みます。 

単位：人日（年間延べ日数） 

市全域 提供区域： 
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第 ６章 

学校を拠点とした放課後の 

児童の居場所づくりの充実 

国においては、新・放課後子ども総合プランが令和 5年度（2023年度）

末で完了したものの、新たに「放課後児童対策パッケージ」を策定し、同

パッケージに基づく対策に令和 6 年度（2024年度）以降も継続して取り組

むとともに、各自治体に対して放課後児童対策の市町村計画を策定するこ

とが要請されました。 

一方、豊中市は、令和 5年（2023 年度）9月に「子育てしやすさ NO.1」

を掲げ、こども政策をまちの発展・成長戦略として充実・強化していくこ

ととしました。これらの内容をふまえ、放課後児童対策に関する計画を策

定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６章 学校を拠点とした放課後のこどもの居場所づくりの

充実  
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   学校を拠点とした放課後の 

児童の居場所づくりの充実 

 

 

 

 

 

 

 

１ 放課後こどもクラブの年度ごとの量の見込み及び目標整備量 

子ども・子育て支援法に基づく市町村計画における量の見込み及び目標整備量については、

第５章「子ども・子育て支援法に基づく市町村計画」に記載しています。 

 

確保方策の実現のために、放課後児童支援員認定資格の有資格者のさらなる増加が求められ

ます。多様な媒体や手法を活用して 必要な人材を確保するとともに、放課後児童支援員認定

資格研修の受講を計画的に進めるなどにより、人材育成に取り組みます。 

 

２ 地域子ども教室の年度ごとの実施計画 

地域子ども教室は、小学校区ごとに組織された実行委員会がスポーツや文化活動等の体験プ

ログラムを企画し、全校児童を対象に実施しています。 

 

地域子ども教室の年度ごとの実施計画 

 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

実施回数 

(単位:回) 
1,155 1,122(※) 1,155 1,188 1,221 

※豊中市立庄内よつば学園開校に伴う減少 

 

３ 校内交流型の放課後こどもクラブ及び地域子ども教室の目標事

業量 

放課後こどもクラブ在籍児童を含めた全ての児童が地域子ども教室の活動プログラムに参

加し交流できるもののうち、同一校内で放課後こどもクラブと地域子ども教室が連携しながら

事業を実施しているものを「校内交流型」といいます。 

 

すべての小学校就学児童が放課後等を安心・安全に過ごし、 

多様な体験・活動を行うことができる 
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校内交流型の放課後こどもクラブ及び地域子ども教室の目標事業量 

 
[実績] 

令和 6 年度 
令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

実施校数 

(単位:学校) 
34 35 34(※) 35 36 37 

※豊中市立庄内よつば学園開校に伴う減少 

 

４ 校内交流型の推進に関する具体的な取組み 

「校内交流型」の推進にむけて、放課後こどもクラブと地域子ども教室が、年間スケジュー

ルの作成段階から情報共有・連携を図るとともに、保護者に対して開催案内を毎月送付し、取

組みを推進します。 

 

５ 放課後こどもクラブ及び地域子ども教室への学校施設の活用に

関する具体的な取組み 

放課後こどもクラブの学校施設の活用に関する具体的な方策については、第５章「子ども・

子育て支援法に基づく市町村計画」に記載しています。 

放課後こどもクラブは、民間資源を活用した英語、プログラミング、音楽、スポーツなどが

選べる習い事機能の提供、預かり時間延長時の食事提供、1 人ひとりに目が行き届く 1 室あた

りの児童数の見直しに取り組みます。 

地域子ども教室は、主に校庭や多目的室などを使って実施しています。今後も引き続き、学

校施設の活用を原則として実施内容を企画し、放課後こどもクラブの在籍児童も容易に参加で

きる「校内交流型」による事業実施に取り組みます。 

 

６ 放課後児童対策に係る市長部局と教育委員会の具体的な連携の

取組み 

放課後こどもクラブでは、支援学級に在籍するなど特別な配慮を必要とする児童の数が年々

増加しています。 

児童が放課後等デイサービスとの並行利用を行っている場合には、こどもの生活の連続性を

保障する観点から、保護者の同意を得たうえで放課後等デイサービス事業所と情報交換を行い、

連携及び協力ができるような関係づくりを行います。 

また、様々な困難を抱え支援を必要とするこどもがいる場合には、子どもを守る地域ネット

ワークにおける緊密な連携のもと、速やかに対応し、児童の権利を守ります。 
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７ 放課後等の児童の居場所づくり事業 

学校・家庭・地域をはじめこどもの居場所に関わる事業の実施主体との連携協力により、全

てのこどもの健やかな育成に取り組みます。 

 

【校庭開放】 

全てのこどもが放課後に安全な環境で時間を過ごすことができるよう、学校の授業終了

後から 2時間程度、見守り員を配置して校庭等を開放し、当該小学校児童の自主的な遊び

場所を全校で提供しています。 

 

【放課後学習】 

令和 6年度(2024年度)から 5年生・6年生の児童を対象に、自学自習の場（居場所）と

して放課後学習支援事業を実施しています。学習習慣の定着を図るとともに個別最適な学

びのため、タブレット（ＡＩドリル）も活用します。 
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第７章 

ひとり親家庭への支援の充実 

（ひとり親家庭等自立促進計画） 

ひとり親家庭等自立促進計画とは、母子及び父子並びに寡婦福祉法第 12

条に基づく自立促進計画として、国の基本方針を踏まえて「子育て・生

活支援策」「就業支援策」「養育費確保策」「経済的支援策」について定め

るものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８章 こどもの未来応援施策の推進  
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    ひとり親家庭への支援の充実 

  （ひとり親家庭等自立促進計画） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 関係機関との連携による相談体制及び情報発信の充実 

●離婚届用紙の入手時、児童扶養手当の相談・新規申請や現況届提出時等の来庁時に各種制度

の案内をするほか、母子・父子自立支援員による離婚前からの相談対応、ホームページや 

ＬＩＮＥ配信、ひとり親支援ガイド等のデジタルを活用するなど情報発信の充実を図り、各

種制度の利用を促進することで、適切な支援につなげます。 

●ひとり親家庭の多様な生活・就労形態に対応して、弁護士等の専門相談を平日夜間や土曜日

に引き続き実施します。また、複合的な課題を解決するために、要保護児童支援、生活困窮

者支援等の関係部局との連携を進め、自立につながる取組みを進めます。 

●ひとり親家庭の孤立を防ぎ、安心して生活できるよう、離婚前を含む相談事業、親子（面会）

交流支援事業の実施等、社会福祉協議会などの関係機関と連携をしながら、ひとり親家庭が

情報交換や気軽に相談できる支援拠点として、母子父子福祉センターの施設機能を充実しま

す。 

 

  

ひとり親家庭の経済的・精神的自立とこどもの健やかな育ちに向けて、（１）安定した

生活基盤の確立、（2）子育てと仕事のバランスがとれ、保護者が子育てに喜びを感じる

ことができる、（３）こどもが安心して育つことを目標とし、地域や事業者、母子父子福祉

団体、関係機関と連携して以下の５つの取組みにより総合的な支援を行います。 

ひとり親家庭が経済的・精神的に自立し、 

こどもが安心して健やかに育つ 
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２ 就業支援 

●自立支援教育訓練給付金及び高等職業訓練促進給付金の給付や就労支援講座の開催等に

より、経済的自立に効果的な資格の取得や技能の習得を支援します。 

●児童扶養手当の手続きやひとり親家庭のための相談時等、様々な機会をとらえた就労相談

を実施します。また、ハローワーク、地域就労支援センター（豊中しごと・くらしセンタ

ー）、福祉事務所と連携し、生活状況・就労ニーズに応じた自立支援プログラムの策定等

により、個々の状況に寄り添った総合的な支援を行います。 

 

３ 子育て・生活支援 

●ひとり親家庭が安心して子育てと仕事の両立ができるよう、保育所等の優先入所や保育料

の軽減等を行います。 

●子育ての負担感の軽減を図るため、ひとり親家庭等に対して生活援助（ヘルパー派遣）や

子育て支援（ファミリー・サポート・センター事業の補助）を行う、日常生活支援事業を

実施します。 

●自立の促進を目的として、ＤＶ被害者等の母子を入所措置し、保護、支援する母子生活支

援施設入所事業を引き続き実施します。 

 

４ 経済的支援・養育費の確保 

●児童扶養手当、母子父子寡婦福祉資金貸付金やひとり親家庭医療費助成など様々な施策を

実施し、経済的負担を軽減します。 

●両親の離婚後、養育費の支払いが適切に行われることは、こどもの福祉の観点からも重要

なことから、離婚前相談において養育費に関する情報提供に努めるなど、早期からの認識

を高める取組みを行います。また、公正証書等作成促進補助や強制執行に係る弁護士費用

補助等に加え、法定養育費の創設などの民法改正に対応する新たな取組みを進め、養育費

確保支援の充実を図ります。 
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５ こどもへの支援 

●ひとり親家庭のこどもの学力のサポートや進学等の相談のために、母子父子福祉センター

で実施している学習支援教室を引き続き実施するとともに、ひとり親家庭等のこどもへの

学習支援を拡充する取組みを進めます。また、こどもの進路について親子が共通の認識を

持って考えられるよう、高校・大学等への進学に向けた奨学金・貸付制度の周知や相談支

援に取り組みます。 

●母子父子福祉センターが実施するこども食堂やレクリエーション事業等を通じて、様々な

社会体験や家族以外の大人との交流の機会を提供し、ひとり親家庭のこどもが生活力をつ

けたり将来について視野を広げたりするような居場所づくりを進めます。 

●こども総合相談窓口やとよなかっ子ライン等により、こどもの悩みや不安、進路、生活に

関する相談に対応するとともに、関係部局と連携し支援します。 

●父母の離婚後でも、親に会いたいというこどもの気持ちを尊重し、離れて暮らす親と子が

定期的・継続的に会ったり、電話等の方法により連絡を取る親子（面会）交流の支援を行

います。 
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第８章 

こどもの未来応援施策の推進 

（こどもの貧困の解消に向けた対策計画） 

こどもの貧困の解消に向けた対策計画とは、「こどもの貧困の解消に向け

た対策の推進に関する法律」第 10条第２項に基づく法定計画として作成

するものです。 
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    こどもの未来応援施策の推進 

  （こどもの貧困の解消に向けた対策計画） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ こどもの生活に関する実態調査 

本市では、こどもの生活実態の現状を把握するため、令和 5年度（2023年度）に大阪府と共

同で調査を実施しました。調査では、実際の生活上の体験や困りごとを把握するため、多面的

に貧困を測る指標として、「等価可処分所得」およびそれらを基に区分した「困窮度」を用いて

います。前回調査は平成 28年度（2016年度）に実施しており、比較することができます。 

 

 

困窮度の高い困窮度Ⅰ（貧困線未満）は、大阪府では増加する中、豊中市では減少

していますが、13.5％存在しています。 

・ 困窮度Ⅰは 13.5％で、平成 28年度（2016年度）調査（17.1％）より 4.4ポイント減。 

・ 大阪府の困窮度Ⅰは 15.9％で、平成 28年度（2016年度）調査（14.9％）より 1.0ポイン

ト増。 

 

 

 

 

  

貧困により、こどもが適切な養育や教育、医療を受けられないこと、こどもが多様な

体験の機会を得られないこと、こどもがその権利利益を害され社会から孤立すること

のないように、こどもの貧困の解消に向けた対策を推進します。 

すべてのこどもが生まれ育った環境に左右されず、 

心身とも健やかに育ち、教育の機会が保障され、 

夢と希望をもって積極的に自らの生き方を選択し自立できる 

め ざ す 姿 

国民生活基礎調査における相対

的貧困率は、一定基準（貧困線）

を下回る等価可処分所得しか得て

いない者の割合をいう。 

貧困線とは、等価可処分所得

（世帯の可処分所得（収入から税

金・社会保険料等を除いたいわゆ

る手取り収入）を世帯人員の平方

根で割って調整した所得）の中央

値の半分の額をいう。 
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２ こどもの未来応援施策の推進課題  

こどもの貧困は、社会全体で取り組むべき深刻な課題です。子どもの現在と将来が生まれ育

った環境によって左右されることのないよう、貧困を解消し、貧困の連鎖を断ち切る必要があ

ります。以上をふまえ、4つの課題を整理します。 

 

（１）保護者（世帯）の家計・収入・就業に関する支援の充実 

【現状】 

・生活困窮の背景を世帯や就労状況からみると、困窮度Ⅰ群において「母子世帯」

「非正規就労」の世帯は、家計状況が赤字の割合が高く、「母子世帯」については、

約４割が赤字となっています。 

・困窮度Ⅰ群で「養育費を受けている」と回答した割合は 41.3％で平成 28 年度

（2016年度）調査（20.0％）より 21.3ポイント増加しています。 

・貧困状態にある世帯のこどもは、生活必需品以外でこどもが通常持っている物を

持っておらず、一般的に経験できる活動を経験できていない状況となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【課題】 

前回と比べ、養育費を受けているひとり親世帯は倍増し、困窮度Ⅰの「母子世帯」

「非正規就労」が減少し、改善はしていますが、困窮度が低い層と比べて「母子世

帯」「非正規就労」が占める割合はまだ高く、引き続き家計・収入・就業に関する支

援が必要です。 

 

  

豊中市こども生活に関する実態調査（令和５年） 

※前回は平成 28 年調査 

困窮度別 世帯員の構成 

前回（48.0％） 
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（２）こどもの生活習慣、家族の関わりに関する支援の充実 

【現状】 

・貧困の状態にある世帯のこどもは、基本的な生活習慣が身についていない割合が

やや高くなっています。 

・朝食の頻度については、困窮度Ⅰ及びⅡは、「毎日またはほとんど毎日」の割合が

低く、孤食の割合が高くなっています。 

・困窮度が高まるほど、大人（家族）と関わる時間、機会が少なくなっています。 

・放課後ひとりでいるこどもの割合は困窮状況に関わらず、いずれの層においても

2～3割となっており、何らかの悩みを 6～7割のこどもが持っています。 

・自分が世話をしている人がいるとする割合は 2 割程度あり、困窮度Ⅰ及びⅡは、

その割合が高くなっています。食事提供の場や平日の夜・休日の場、学習をみて

くれる場を利用している割合は高くなっています。 

・お世話が占める時間が多いヤングケアラーの可能性が高いこどもは 5.8％となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

困窮度別 おうちの大人のひととの文化活動の頻度 

前回（46.4％） 

前回（43.9％） 

困窮度別 おうちの大人のひととの朝食の頻度 

豊中市こども生活に関する実態調査（令和５年） 

※前回は平成 28年調査 

前回（34.9％） 
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【課題】 

前回と比べ、生活習慣が身についていないこども、放課後ひとりでいるこども、なんらか

の悩みもつこどもの割合に増減はほとんどありません。また、ヤングケアラーの可能性が高

いこどもも含め、これらの割合は低く改善が数値に現れづらいですが、一定数います。これ

らに注視し、引き続き生活習慣、家族の関わりに関する支援が必要です。 

 

 

（３）こどもの学習理解度・意欲、自己効力感の醸成 

【現状】 

・困窮度Ⅰ群のこどもは、学校以外での勉強を全くしない割合が高く、困窮度Ⅰ群

と困窮度Ⅱ群のこどもは学習理解度が低くなっています。 

・こどもの自己効力感は、所得に関係なく高くなっていますが、学校の欠席が多い

こどもは、自己効力感が低く、希望する進学先は「わからない」、嫌なこと悩んで

いることは「学校や勉強のこと」とする割合が高くなっています。 

・希望する進学先は、困窮度が高いと「高校」の割合が高く、「大学」の割合は低く

なっていますが、平成 28 年度（2016 年度）調査と比較すると減少しています。

困窮度Ⅱ群では「考えたことがない」の割合が高くなっています。 

・こどもの学習について「おうちの大人に宿題をみてもらうか」は、困窮度Ⅰ群で

は平成 28 年度（2016 年度）調査と同様に「まったくない」の割合が高くなって

います。 

・困窮度が高まるほど、こどもの将来のために貯蓄をしている世帯の割合は低くな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

豊中市こども生活に関する実態調査（令和５年） 

※前回は平成 28年調査 

困窮度別 学校の勉強で気持ちに近いもの 
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【課題】 

前回と比べると、困窮度が高いと勉強を全くしないこどもの割合が高いことに変化はあ

りません。進学先としては困窮度が高いと「大学」希望者は減少し、所得に応じて大学進学

を望まなくなっている可能性があります。自己効力感は所得に関わらず高いですが、欠席が

多いこどもは進学先を考えていない可能性もあるため、こどもが将来を思い描くための学び

や経験を提供していく必要があります。 

 

 

（４）保護者への各種支援の活用促進 

【現状】 

・保護者の相談相手は、中央値以上、困窮度Ⅲと比べて困窮度Ⅰ群、困窮度Ⅱ群に

おいて、「相談できる相手がいない」割合が高く、特に父子世帯（12.5％）が多く

なっています。 

・父子世帯（12.5％）、母子世帯（8.4％）については、「相談できる相手がいない」

割合が、平成 28 年度（2016 年度）調査（5.2％）からそれぞれ増加しています。 

・困窮度が高まるほど、保護者が初めて親となった年齢が低くなっています。平成

28年度（2016年度）調査から減少しています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【課題】 

保護者の相談相手は、困窮度が高いと相談相手がいない場合が多く、前回と比べて、ひ

とり親世帯では相談相手がいないとする割合が増加しており、相談できる制度の必要性が

増しています。年齢が低い保護者は減少していますが、引き続き支援が必要です。  

世帯構成別 保護者の相談相手・相談先がない割合（2016年度調査との比較） 

豊中市こども生活に関する実態調査（令和５年） 

※前回は平成 28 年調査 
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３ 施策の方向性 

課題や「こども大綱」、「こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律」をふまえ、

施策の方向性を整理します。 

 

〇こどもの現在の貧困を解消するとともにこどもの将来の貧困を防ぐ 

・こどもが生き抜く力を身につけることをめざし、乳幼児期から非認知能力を伸ばすこと、

自らの将来に対し視野を広げることに留意します。 

・こどもや保護者の自尊感情、自己肯定感を高めることを重視した支援を行います。 

・ひとり親家庭等に向けた相談、講習会、交流等の実施や、ひとり親家庭等のこどもの生活

習慣の習得支援や学習支援等を実施します。 

 

〇貧困の状態にある者の妊娠から出産まで、そのこどもが大人になるまでの

切れめない支援 

・様々な場所の活用し、安心安全で気軽に立ち寄ることができる場をつくり、支援が必要な

こどもを早期に発見し、適切な支援機関につなげます。 

・こどもの視点（こどもの最善の利益の視点）にたち、自立するための支援や、選択肢の幅

を持った、重層的な取組みを展開します。 

・官民が連携・協働し、支援を必要とするこどもに寄り添う、地域での見守り体制を強化し

ます。 
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４ 取り組みのポイント 

施策の方向性を踏まえ、効果的に施策に取り組みます。 

 

  （１）保護者（世帯）の家計・収入・就業に関する支援の充実 

 

・保護者の正規雇用に向けた就業支援を充実します。 

・子育て世帯が安心して働くことができる職場の環境整備を促進します。 

・ひとり親家庭（※困窮度の高い世帯の割合が高い）のニーズに即した施策を充実します。 

 

  （２）こどもの生活習慣、家族の関わりへの充実 

 

・食事をはじめとした生活習慣の確立や保護者支援を進めます。 

・こどもが家族以外の様々な大人と接する機会の確保や家庭教育支援を充実します。 

・ヤングケアラーの早期把握や相談支援を充実します。 

 

  （３）こどもの学習理解度・意欲、自己効力感の醸成 

 

・こどもが安心して学習や進学希望を持つことができるような教育環境の整備を進めます。 

・経験・機会の確保やライフデザイン支援により自己効力感を醸成します。 

 

  （４）保護者への相談支援の強化 

 

・母子父子福祉センターとの連携による各種相談支援とサービスの周知を進めます。 

・複合化・複雑化した相談には、はぐくみセンターや多機関連携会議により対応します。 

・若年妊婦・保護者に対する早期からの伴走型支援を充実します。 

・支援が必要な世帯に制度やサービスにつなげる仕組みを整備します。 
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５ 具体的な取組み 

取り組みのポイントを踏まえ、本計画の重点施策と連動し効果的に施策を推進します。 

 

  （１）妊娠から出産まで、こどもが大人になるまでの切れめない相談支援体制の構築 

 

 

・はぐくみセンター（こども家庭センター）と児童相談所を中心とした包括支援体制、こど

も園等やこどもの居場所における相談支援体制を構築し、取組みを強化します。 

・はぐくみセンターと児童相談所の緊密な連携、公立こども園及び民間保育施設と地域子育

て支援センターの連携、こどもの支援型の居場所の拡充・ネットワーク化によって、継続

的・専門的な支援体制を構築し、支援が届かない（届きにくい）こども（家庭）を早期に

発見し、妊娠から出産までこどもが大人になるまで切れめない支援を確実につなぎます。 

・連携、ネットワーク化によって、支援方針の共有や適切な役割分担の明確化、支援が困難

な事例や成功事例の蓄積など、相談支援体制の拡充を継続していきます。 

 

 

  （２）こどもの貧困の解決をみんなで考える仕組みづくり 

 

 

・保護者の負担軽減・安心感向上のしくみづくり、いろいろな人・組織が子育てに関わるし

くみづくりの中で、こどもの貧困を解決するために同じ目標をもって取り組むための仕組

みを検討します。 

・こどもの貧困課題が自己責任論や烙印（スティグマ）で終わらないよう、社会で支えてい

く必要があるという理解を浸透させるため、地域社会に対し広くこどもの貧困課題に関す

る発信を行います。 

 

 

  （３）現在の貧困を解消し将来の貧困を防ぐためのこども自身による多様な参画 

 

 

・こどもの思いを受け止める場の充実を図る中で、安心・安全で気軽に立ち寄ることができ

る場をつくり、支援が必要なこども、ヤングケアラーなどを早期に発見し、適切な支援機

関につなげます。 

・居場所の充実を図り、こどもの生活習慣・家族の関わりへの支援、学習支援や体験機会提

供の充実に取り組みます。 

・こどもの自尊感情、自己肯定感を高めること、こどもが生き抜く力を身につけること、自

らの将来に対し視野を広げることができることをめざし、こどもの社会参画・意見表明の

しくみづくり、こどもの自己実現支援を行います。 

参照 第４章「1重点施策」重点施策１ 

参照 第４章「1重点施策」重点施策 2 

参照 第４章「1重点施策」重点施策３ 
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・大人がこどもの思いを聴けるような社会づくりの中で、支援者の育成・確保、地域資源の

コーディネートなどに取り組み、地域での見守り体制を強化します。 

 

  （４）ひとり親家庭への支援の充実 

 

 

・困窮度の高い世帯の割合が高いひとり親家庭への支援については、ひとり親家庭等自立促

進計画の中で子どもの貧困課題の視点もふまえて施策展開します。 

 

 

  （５）総合的かつ重層的な施策展開 

 

 

・国・府の動向を注視し、こどもの貧困に関する本市の実態の調査・研究を行います。 

・市職員はもとより、高等学校や支援学校、児童養護施設なども含めた関係機関との情報共

有を図ります。若者支援や就労支援などの関係機関とも定期的な情報共有に努め、つなが

りある支援を行います。 

・国、府、市の役割を明確にし、連携を深め、協働して解決に向けて取り組みます。 

 

 

以上の施策は、「こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律」に則し、「教育の支

援」、「生活の支援」、「保護者の就労支援」、「経済的支援」の各事業により展開し、管理してい

きます。 

 

教育の支援 学習支援・就学援助・不登校支援等 

生活の支援 くらし再建パーソナルサポート事業・ひとり親家庭等日常生活支援事業等 

保護者の就労支援 地域就労支援事業・ひとり親家庭自立支援給付金等 

経済的支援 児童扶養手当・医療費助成等 

  

参照 第７章「ひとり親家庭への支援の充実」 

参照 資料編「事業一覧」 
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６ 推進にあたって 

こどもの未来応援施策を総合的に推進するにあたり、関係施策の実施状況や対策の効果等を

検証・評価するための参考指標を設定します。また、こどもの貧困に関する状況をより適切に

把握できるようにするため、国や大阪府の動きと連携し、必要に応じてこどもの貧困課題解消

に向けた調査や、指標・目標値設定等の見直しを検討します。 

なお、指標を３種類に分類し、成果指標（アウトカム）と、活動指標（アウトプット）と、

こどもの状況を把握する指標とします。こどもの状況を把握する指標の中で、大阪府や全国の

数値があるものについては、それらと照らし合わせながら状況を把握します。 

  ※成果指標・活動指標については、子育ち・子育て支援行動計画で設定する評価指標にも関連

することから、第 11章「計画の推進に向けて」に掲載しています。 

 

こどもの状況を把握するための参考指標 

 

指 標 

実績値 

豊中市 
参考 

大阪府 全国 

教育の支援 

状況 
生活保護世帯に属する子どもの高等学校等進

学率（各年４月１日現在） 

98.3％ 

（令和5年度） 

94.5％ 

（令和5年度） 

※全児童 99.1％ 

92.2％ 

（令和5年度） 

※全児童 98.7％ 

状況 
生活保護世帯に属する子どもの高等学校等中

退率（各年４月１日現在） 

5.7％ 

（令和 5年度） 

3.1％ 

（令和 5年度） 

3.7％ 

（令和 5年度） 

状況 
生活保護世帯に属する子どもの大学等進学率

（各年４月１日現在） 

54.7％ 

（令和 5年度） 

50.0％ 

（令和 5年度） 

42.9％ 

（令和 5年度） 

経済的支援 

状況 
ひとり親家庭のうち養育費について取り決め

をしている割合 

57.1％ 

（令和5年度） 
― 

母子家庭 

46.7％ 

父子世帯 

28.3％ 

（令和3年度） 

状況 養育費受領率 
32.5％ 

（令和5年度） 
― 

母子家庭 

28.1％ 

父子世帯 

8.7％ 

（令和3年度） 
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第 ９章 

若者自立支援計画 

若者自立支援計画とは子ども・若者育成支援推進法第 9条に基づく市町

村の区域内における子ども・若者育成支援についての計画として、国の

こども大綱及び大阪府子ども総合計画を勘案し策定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９章 若者自立支援計画  

国においては、令和 5 年（2023 年）12 月に子供・若者育成支援推進大綱がこども大綱に一元化され、これまで以上に

総合的かつ一体的にこども・若者施策が推進されることになりました。本市においても、令和 8 年（2026 年）に予定し

ていた豊中市若者自立支援計画の改定を 1 年前倒しし、第２期計画を第３期こどもすこやか育みプランと一体的に策定

することとしました。 
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   若者自立支援計画 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 若者は、おおむね中学生年代から 40歳未満とします。 

 

 

 

現状と課題について 

コロナ禍前後で比較すると中学生や高校生の不登校生徒が増加しています。本市における中

学生の不登校は令和元年（2019年）から毎年増加しています。府立高校（全日制・定時制）の

不登校生徒は令和 5年度（2023年度）に前年度から急増（2,072人増）し 6,452人となってお

り、不登校生徒数の千人率でみると 40.8人となっており全国平均の 22.9人を大きく上回って

います。 

また、大阪府の令和 4年度（2022年度）の高等学校の中退率は 1.6%と全国平均の 1.4％を上

回っています。 

 

市立中学校および府立高等学校における不登校生徒数の推移 

 令和 29年度 令和 4年度 令和 5年度 

中学（市） 294人 538人 597人 

高校（府） 5,973人 4,380人 6,452人 

 

内閣府の「令和 4 年度こども・若者の意識と生活に関する調査」では、15 歳～39 歳の広義

のひきこもり群に該当する若者が、現在の状況になった最も大きな理由として「学校になじめ

なかった」「小学校～大学時代の不登校」「受験に失敗した」と回答した割合が 20.2％となって

います。また、現在の状況になってからの期間が 5年以上の人は 17.6％となっています。 

  

若者＊からの相談は、不登校、進路、人間関係、精神的不安、就職活動、職場定着、ひ

きこもり、生活困窮、多重債務、家族問題（若者ケアラーや社会的養護経験者等を含

む）、希死念慮、犯罪被害等多岐にわたります。また、一人の若者が多様で複合的な課題

を有していることも多く、学校、児童福祉、医療、保健、介護、障害、生活困窮者支援、就

労支援、消費生活相談など様々な分野の専門機関が連携するとともに、地域の協力も

得ながら多機関・多職種による包括的な支援を実施する体制の構築が必要です。また、

支援が長期にわたることも多く、社会的自立に向けた段階的な支援を実施するために、

一貫した支援を継続的に実施できる仕組みが重要となります。 
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不登校等をきっかけにひきこもり状態になる可能性が一定割合あり、一度ひきこもり状態に

なると長期化する恐れがあり、高校での不登校や中途退学後に社会的漂流＊しないよう相談支

援につながる仕組みづくりや、復学や再入学、就労に向けて若者が力を蓄える事ができる居場

所、相談支援機能の強化が必要です。 

＊ 社会的漂流とは、地域や社会との関係が絶たれることです。 

 

令和 2 年（2020 年）国勢調査における 15 歳～39 歳迄の本市の若年無業者数は 1,542 人で

す。割合は 1.5％で全国の 2.7％よりも低くなっています。なお、全国では上昇傾向ですが、本

市では若干減少しています。 

    

15歳から 39歳までの若年無業者数の推移              （万人、％） 

全国 平成 22 年 平成 27 年 令和 2 年 

人 数 

15～19 歳 9 8 19 

20～24 歳 15 14 18 

25～29 歳 17 17 14 

30～34 歳 17 17 18 

35～39 歳 21 19 18 

15～39 歳人口に占める割合 2.1 2.2 2.7 

資料：内閣府「子供・若者白書」 

（人、％） 

豊中市 平成 22 年 平成 27 年 令和 2 年 

人 数 

15～19 歳 234 270 266 

20～24 歳 250 329 395 

25～29 歳 265 301 278 

30～34 歳 299 376 275 

35～39 歳 420 439 328 

15～39 歳人口に占める割合 1.3 1.6 1.5 

資料：国勢調査 

 

ひきこもり状態や無業状態の若者が、日常生活自立、社会生活自立、就労自立に結びつくよ

う個々の状況に応じた段階的な支援を、さらに充実させることが必要です。 
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市内の自殺者のうち、39 歳以下が占める割合は約 25.9％で、14 人となっています。全国に

おける自殺原因・動機では、19歳未満は「学校問題」が多く、20～29歳は、他世代では少ない

「交際問題」が多くなっています。 

 

市内年齢別自殺者数（令和 5年度）  

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

資料：警察庁 統計データ(発見日・住所地) 

 

全国における年齢階級別自殺原因・動機（令和 5年度）                (件) 

   年齢階級別 

原因・動機 
～19 歳 20～29 歳 30～39 歳 40～49 歳 50～59 歳 

60 歳以上 

及び不詳 

家庭問題 155（15.8％） 358（11.2％） 574（16.7％） 891（18.4％） 1000（17.7％） 1730（16.9％） 

健康問題 263（26.8％） 1005(31.6％) 1130（33.0％） 1682（34.7％） 2179（38.5％） 6144（60.0％） 

経済・生活問題 32 （3.3％） 531（16.7％） 771（22.5％） 1122（23.1％） 1338（23.7％） 1387（13.5％） 

勤務問題 29 （3.0％） 491（15.4％） 547（16.0％） 765（15.8％） 735（13.0％） 308（3.0％） 

交際問題 70 （7.1％） 358（11.2％） 178（5.5％） 133（2.7％） 82（1.4％） 47（0.5％） 

学校問題 326（33.2％） 195（6.1％） 3（0.1％） 0 （0％） 0  （0％） 0  （0％） 

その他 106（10.8％） 246（7.7 ％） 216（6.3％） 256（5.3％） 322（5.7％） 630（6.1％） 

合 計 981 3184 3428 4849 5656 10246 

※自殺の多くは多様かつ複合的な原因及び背景を有しており、様々な要因が連鎖するなかで起きている。 

※自殺の原因・動機は、遺書等の生前の言動を裏付ける資料がある場合に加え、家族等の証言から考えうる場合も含

め、自殺者一人につき４つまで計上可能である。このため、原因・動機特定者数と原因・動機の件数の和は一致す

るとは限らない。 

資料：厚生労働省 令和 5 年中における自殺の状況より事務局作成 

 

  

20歳未満,1人,

2%
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17%

30～39歳, 4人, 

8%

40～49歳, 4人, 

7%

50～59歳, 11人, 20%

60～69歳, 7人, 

13%

70～79歳, 11人, 

20%

80歳以上,7人,

13%
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若者支援総合相談窓口には、複合的な課題を有する相談が増加しており、課題解決には多

機関連携が必要です。 

 

 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

新規相談（実人数） 122件 112件 123件 102件 124件 

相談対応件数（延べ人数） 698件 629件 589件 719件 725件 

 

相談内容(令和 5年度) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

他機関・支援ネットワーク

との連携数 

（延べ連携機関数） 

39ケース 
（63機関）  

39ケース 
（49機関）  

47ケース 
（52機関） 

48ケース 
（72機関） 

64ケース 
（100機関） 

   

相談者個々により課題の内容、程度、量、本人を取り巻く環境が異なることから、オーダ

ーメイドの個別支援メニューを策定し、多機関連携による支援の充実が必要です。また、支

援内容を検証し支援の質を高める取り組みが必要です。 

 

令和 5年度（2023年度）に実施した「子育ち・子育て支援に関するアンケート」では、若者

支援総合相談窓口の認知度は 24％（前回 14.5％）でした。また、「どんな人が話を聞いてくれ

るかわからない」「相談しても解決できないと思う」「相談しても、わかってもらえるか不安」

という意見があります。 

 

相談窓口での支援内容についてさらなる周知が必要です。 
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現状と課題をふまえ、豊中市では、社会生活を円滑に営むうえでの困難を有する若者の社会

的自立を支援するため、めざすべき姿を次の通り定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

また、めざすべき姿を達成するために、次の 3つの取組みを実施します。 

 

１ 若者支援に係る相談・支援機能の充実 

２ 支援ネットワークの強化 

３ 居場所など社会的自立＊に向けた取組みの強化 

 

＊ 社会的自立とは、就学や就労、社会的活動に参加できるようにな

ることを支援の最終的な目標として記載していますが、支援の

現場においては、「外出できるようになること」「医療機関とつな

がること」「支援機関とつながること」など、相談者個々の状況

をふまえた目標を設定し、支援を行うこととします。 

 

 

１ 若者支援に係る相談・支援機能の充実 

多様で複合的な課題を有する若者や家族からの相談に対応するため、問題の全体像を把握し、

包括的かつ段階的な支援のプログラムを組み立てるとともに、支援経過を見守るため、若者支

援総合相談窓口を設置しています。また、若者支援総合相談窓口受託団体を豊中市子ども・若

者支援協議会の指定支援機関とし、支援プログラムの策定から支援経過のモニタリングを実施

するなど支援全般についてコーディネート機能を付加します。 

 

〇若者支援総合相談窓口機能の充実 

・若者や家族からの相談を対面や電話などで受け、継続相談においては、メール相談を実

施しています。相談者の状況によっては、相談が途切れないようにするため、本人が希望

する手法（ＬＩＮＥやＺＯＯＭ）での相談を実施します。 

社会生活を円滑に営むうえでの困難を有する若者が 

個々の状況に応じた適切な支援を受けることができるとともに、 

安心して過ごすことができ、将来の夢を描くことができる取組みがある 

め ざ す 姿 
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・窓口への来談が困難なケースでの家庭訪問、登校や通院への同行支援を実施するととも

に、相談者の状況をふまえ、自己理解、他者理解、対人関係構築などの社会的スキルの育

成や集団内での安心感や自己肯定感を醸成するためのプログラムを実施します。また、

集団参加への心理的距離が遠い相談者に対しては、個別プログラムを実施し、多様な学

びや体験の機会を提供し若者の社会的自立につなげます。 

・日々の日常的な関わりの中で支援が実施できる若者の居場所を設置し、若者支援総合相

談窓口の専門的な支援と併用する事で、支援の質の充実に取り組みます。 

 

〇若者支援総合相談窓口の支援の質の向上 

・定期的に外部専門家の助言・指導を受ける検証会議を実施し、相談支援手法のスキルア

ップを図ります。 

・相談者の困りごとの解消につながった段階的な状況改善等の内容を成果として設定し、

一定期間毎にその兆しとなる変化（成果指標）の有無を確認し見える化（数値化）するこ

とで改善状況の確認を行います。また、その成果につながった支援内容を確認すること

で、効果的な援助要素を明確化し、支援の質の改善に取り組みます。 

・若者相談においては、カウンセリングなどの専門相談だけではなく、他制度の活用や多

機関との連携が必要であり、ケースワーク力やソーシャルワーク力が必要となることか

ら、国の研修会などを活用し、相談員の質の向上に取り組みます。 

 

〇若者支援総合相談窓口の周知強化 

・支援が必要な若者が、高校での不登校や中途退学後に社会的漂流しないように若者支援

総合相談窓口の周知強化に取り組みます。 

・中学校 3 年生全員へのちらし配布に加え、高校生年代に対する周知方法の検討を行いま

す。 

・ホームページの内容見直しのほか、チラシやホームページ以外の効果的な周知方法を検

討し、実施します。 

 

 

２ 支援ネットワークの強化 

社会生活を円滑に営むうえでの困難を有する若者の相談主訴は多岐にわたり、多様で複合的

な課題を有することから、学校、児童福祉、医療、保健、介護、障害、人権、就労等の相談支

援窓口が連携することで、どの窓口に最初の相談がきても適切な支援を提供できるよう包括的

な支援体制の強化に取り組みます。 

併せて、義務教育から高等学校、学生から社会人へのスムーズな移行を支援するため、中学

校の卒業や高等学校の中途退学、年齢（18歳）による制度の切れめ等で相談者への支援が途切

れないよう取り組みます。 
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〇豊中市子ども・若者支援協議会のネットワークを活用した多機関・多職

種による包括的な支援体制の充実 

・多様で複合的な課題を有する若者への支援においては、様々な支援機関との連携や、長

期にわたる支援を効果的に実施する体制の構築が必要であることから、豊中市子ども・

若者支援協議会のネットワークを活用した多機関・多職種による包括的な支援体制の充

実に取り組みます。 

・非行や依存状態となった場合、犯罪被害等を受けた場合には、適切な支援を受けること

ができるよう非行、依存状態、薬物乱用、ＤＶ、自殺予防、消費生活等の専門的な支援ネ

ットワークとの連携強化に取り組みます。 

・連携する関係機関が、若者支援の必要性、若者が有する生きづらさや必要な支援につい

ての理解を促進するため、豊中市子ども・若者支援協議会内で定期的に研修会を実施し

ます。 

 

〇分野を超えた複雑・複合した課題のあるケースへの対応の強化 

・若者本人だけではなく、世帯全体が複雑化・複合化した課題を有しているケースでは関

係機関との連携が不可欠です。支援にあたっては、各機関が保有する個人情報の共有が

必要となります。本人同意がない場合であっても情報の共有が不可欠な場合には、多機

関連携会議又は生活困窮者自立支援法に基づく支援会議を活用し、他支援機関と連携し

た支援が実施できるよう取り組みます。 

 

〇支援が必要な若者が、高校での不登校や中途退学後に社会的漂流しない

仕組み作り 

・府教育委員会や高等学校に対して、本市の若者支援の取組み及び市若者支援総合相談窓

口の周知を行います。 

・若者支援総合相談窓口と児童福祉部局及び市教育委員会の 3 者で、学校の卒業や年齢に

よる制度の切れめにより支援が途切れないよう、翌年度以降の支援の在り方についての

協議を行います。また、中学校や社会福祉協議会等との連携にも取り組みます。 
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＜包括的な支援体制のイメージ＞ 
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３ 居場所など社会的自立に向けた取組みの強化 

進路未定のまま中学校を卒業した若者や高等学校の中途退学者、不登校やひきこもりを経験

した若者の中には、人との交流や社会体験の不足から職業的自立が困難になる場合もあること

から、再度の進路選択や、基礎学力の習得ができる機会の提供に向けて取り組む必要がありま

す。また、若年無業者、非正規雇用の若者、ひきこもり状態の若者については、生活習慣の改

善、市の行事や地域活動等への社会参加、コミュニケーション能力の育成、集団生活訓練、就

労支援、職業紹介等個々の状況に応じた段階的な支援により自己肯定感や規範意識を育成する

とともに、地域や民間団体の協力を得ながら、再チャレンジの機会創出に取り組みます。 

 

〇日常的な関わりの中で支援が実施できる拠点の充実 

・高校生世代の若者が、不登校や高校中退などに起因したひきこもり状態になることを防

止するため、居場所「できるカンパニー」を設置しました。「できるカンパニー」では、

安心できる居場所に加え、学びや体験のプログラムを通じて、力を蓄え、復学や進学、就

労等次のステップに向けた支援を行います。 

・また若者支援総合相談窓口と連携し、必要に応じて専門的な支援を実施することで支援

の質を高めるとともに、プログラム内容については、PDCA サイクルに基づき、振り返り

と効果検証を行い、実施内容の充実に取り組みます。 

・不登校やひきこもり状態の若者支援においては、保護者が重要な役割を担う場合が多い

ことから、保護者向けの勉強会や保護者同士が交流できる機会を提供します。 

 

〇ひきこもり状態に関する相談支援機能の強化 

・ひきこもり状態に関連する相談窓口の周知強化に取り組みます。 

・若者支援総合相談窓口にて、ひきこもりの相談を受けた場合には、外部有識者を交えた

ケース検討会議や、障害福祉課や保健所との定期的な会議などを通じて、専門的な知見

から見立てを行い、当事者だけではなく家族へのアプローチを行いながら支援を実施し

ます。また、若者支援総合相談窓口の支援プログラムの一つとして、相談者の状況に応じ

て、個別または集団プログラムを提供し、外出意欲の定着、自己理解、集団への参加、他

者理解、社会的スキルの醸成をめざしたプログラムを提供します。 

・障害福祉課、保健所、こども未来部各課、くらし支援課、社会福祉協議会、児童相談所、

地域の支援団体等と連携し多様な相談支援メニューの提供に取り組みます。 

 

〇若者を対象とした就労支援機能等の強化 

・不登校や中途退学、ひきこもり経験等があり就業経験がない又は少ない、離転職を繰り

返すなど再チャレンジしたい若者への就労支援にあたっては、本人の意思を尊重しなが

ら、今後のキャリア形成について共に考え、生活習慣の改善、コミュニケーション能力の
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育成、集団訓練を実施するとともに就職活動支援講座やマッチングイベント等の就労支

援施策、職業紹介等個々の状況に応じた多様な支援メニューの提供に取り組みます。 

・市役所での仕事を臨時会計年度任用職員として体験することで、職業観の育成を図りな

がら、キャリア形成支援に取り組みます。 

・若者を対象とした就労支援にあたっては、とよの地域若者サポートステーションや池田

公共職業安定所、大阪府等とも連携し取り組みます。 

・若者が、働く者の権利や働くうえで必要となる基礎知識等に関する情報を提供します。 

 

〇青少年交流文化館いぶきでの切れめのない支援の実施 

・従来のいぶきの資源をいかしながら、青少年健全育成事業と不登校支援事業を連携強化

し、義務教育修了後も若者相談や就労支援など適切な支援を切れめなく受けることがで

きるよう、引き続きいぶき内に相談窓口を設置します。 

・創造活動との交流・連携プログラムにこれまで関わっていない団体へ働きかけ、協力を

得ることで、各団体の強みをいかしたプログラムの充実を図ります。 

 

〇様々な課題のある若者が支援を受けることができる機関・拠点との連携 

・令和 3年（2021年）2月に実施しました「居場所フェスタ 2020 in とよなか」で、社会

生活を円滑に営むうえでの困難を有する若者の居場所に関する意見として「居場所は緊

急事態だからやる、やらないではなく常にあること、淡々と続いていることが大事」「居

場所の活用、関わり方は当事者自身が決める。決められる社会であることが大事」「実際

に集まることが重要」等がありました。 

・不登校・ひきこもりだけでなく、障害や女性、外国ルーツなどで生きづらさを有する若者

たちが安心して過ごすとともに、社会的自立に向けた取組みをすすめることができる

様々な居場所との連携を進めます。 
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第 １０章 

社会的養育推進計画 

社会的養育推進計画とは改正児童福祉法の理念や「新しい社会的養育ビ

ジョン」で示された考え方に沿い、こどもの最善の利益の実現に向けた

社会的養育の体制整備の基本的考え方と全体像をしめすものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１０章 社会的養育推進計画  
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   社会的養育推進計画 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 豊中市における社会的養育体制整備の基本的考え方及び全体像 

（１）社会的養育推進計画策定の背景・計画の趣旨 

都道府県、政令指定都市及び児童相談所設置市においては、改正児童福祉法の理念や「新

しい社会的養育ビジョン」で示された考え方に沿い、こどもの最善の利益の実現に向けた

社会的養育の体制整備の基本的考え方と全体像を「社会的養育推進計画」として策定する

こととされており、大阪府では「第三次大阪府社会的養育体制整備計画（令和 2 年（2020

年）3月策定、計画期間：令和 2年度（2020年度）～令和 6年度（2024年度）まで）」を策

定し、これに基づき取組みが進められてきました。 

本市は、令和 7 年度（2025 年度）に児童相談所を開設することから、所管する市内の社

会的養育の体制整備（家庭への養育支援から代替養育まで）を本市が推進していくことに

なります。これらの取組みを着実に推進していくためには、こどもの権利擁護に関する環

境をはじめ、体制整備に向けた考え方や目標、取組み内容を具体的に示す必要があります。

以上のことから、豊中市のこどもが豊中市で安心して成長することができる養育支援体制

の構築をめざし、社会的養育推進計画を策定します。 

  

児童相談所設置市となる本市では、こどもの権利擁護に関する環境をはじめ、体制整

備に向けた考え方や目標、取組み内容を具体的に示し、こどもが安心して成長すること

ができる養育支援体制の構築をめざします。 

社会的養護を要するこどもも、人権が第一に尊重され 

地域全体で守られ、安心して暮らし続けることができる 

め ざ す 姿 
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（２）社会的養育推進計画策定のポイント 

社会的養育推進計画の策定にあたっては、次のような養育支援体制の構築をめざすもの

とします。 

 

① こどもが安心して暮らし続けられる支援体制 

【家庭養育優先原則とパーマネンシー保障＊理念の徹底】親子分離に至らな

いよう虐待等予防のための子育て世帯への支援を強化するとともに、親子分離せざ

るを得ない場合にも養子縁組の促進や里親による支援を優先することで、家庭的な

養育支援に努めながら親子再統合に向けた取組みを促進していきます。 

 

＊ パーマネンシー保障とは、永続的な家庭関係をベースにした

家庭という育ちの場の保証という意味があります 

 

 

②こどもの人権が第一に尊重される支援体制 

【こどもの最善の利益の実現】 

こどもがあらゆる暴力や虐待、いじめなどから守られること、自分らしく育つこ

と、自分の思いや意見を表明できることを大切にするとともに、支援にあたっては

こどもの最善の利益の実現を第一にめざしながらこどもの意見聴取を行い、こども

が自らの意思表明が困難な場合は的確に代弁できるよう権利擁護機能を整備して

いきます。 

 

③こどもが地域全体で守られる支援体制 

【切れめのない市域全体での支援】 

妊娠期からこどもの成人自立に至るまで、児童相談所およびはぐくみセンターに

よる切れめのない支援を進めるとともに、こどもや子育て世帯に関わる本市の関係

部局はもちろん各種民間機関やこども食堂等、市内各地域でこどもたちを支援して

いる各種団体等とともにこどもたちの暮らしを守っていきます。 
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２ 当事者であるこどもの権利擁護の取組み 

（意見聴取・意見表明等支援等） 

（１）基本的考え方 

令和 4 年度(2022 年度)児童福祉法の改正により、一時保護及び里親委託、施設入所、在

宅指導の措置の決定時等におけるこどもの意見聴取等措置が義務化され、児童相談所設置

市等は意見表明支援事業の実施等、こどもの権利擁護に係る環境整備を行うものとなって

います。 

 

（２）現状と方針 

これまで大阪府では、施設・里親等で暮らすこどもたちのために「子どもの権利ノート」

を作成・配布するとともに、虐待行為や児童間のトラブルに対し再発防止に向けた取組み

を検討する専門部会を設置するなど、問題事例の解決に取り組んできました。 

本市においても、これらの取組みを継承するとともに、今般国において示された「こども

の権利擁護スタートアップマニュアル」等を踏まえ、豊中市版「こどもの権利ノート」の作

成や、一時保護施設や児童養護施設、里親家庭等における第三者によるこどもの意見表明

支援の仕組みづくりなど、こども自身が自らの権利を知ることができるよう支援します。

また、児童相談所職員をはじめ、こどもに関わる大人がこどもの権利について学ぶことが

重要であり、職員研修などこどもの権利擁護にかかる取組みを推進していきます。 

 

（３）今後の取組み 

① 「子ども健やか育み条例」のリーフレットを毎年小学 4 年生に配布し、こどもの権利

を周知するとともに、相談窓口やこども食堂、学習支援の場等、こどもたちが利用できる

情報を提供します。 

② 一時保護や施設入所等またはその解除や退所等、支援の区切りにおいては、こどもの

特性に応じて工夫して説明するなど、こどもが理解しやすいよう配慮するとともに、丁

寧にこどもの意見聴取を行います。 

③ 国の｢こどもの権利擁護スタートアップマニュアル｣を踏まえ、意見表明支援事業の実

施など児童相談所の支援に対するこどもの意見表明支援のための仕組みをつくります。 

④ 児童福祉審議会にこどもの権利擁護推進のための専門部会を設置し、こどもに対する

権利侵害事案が生じた場合に検証等を行う仕組みをつくります。 

⑤ 豊中市版「こどもの権利ノート」を作成する等、一時保護及び施設入所や里親委託中の

こどもたちが相談しやすい仕組みをつくります。 

⑥ こどもの権利や権利擁護の方法に関し、こどもたち自身が学ぶことのできる学習機会

を提供します。 

⑦ こどもの権利について、研修等の実施により、児童相談所や一時保護施設の職員、入所

施設職員、里親等及び、市民への啓発を行います。 

⑧ 社会的養育施策の検討及び見直しの際に、当事者であるこども（社会的養護経験者を

含む）に参画を求めるとともに、施設入所や里親委託中のこどもたちへのヒアリングや

アンケート等こどもの意見を反映します。  
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３ 本市におけるこども家庭支援体制の構築 

（１）基本的考え方 

令和 4 年度(2022 年度)改正児童福祉法では、全ての妊産婦、子育て世帯、こどもを包括

的に支援するこども家庭センターの設置が市区町村の努力義務とされ、これまで実施され

てきた子育て支援事業に加え、新たに創設された子育て世帯訪問支援事業等の必要な支援

を提供することによって、虐待等に至る前の予防的支援や対応を効果的に実施していくこ

とが求められています。 

 

（２）現状と方針 

本市は、全国に先駆け令和 5 年度（2023 年度）に「子育て世代包括支援センター」及び

「子ども家庭総合支援拠点」を一体化した「はぐくみセンター」（法律上のこども家庭セン

ター）を設置し、全ての妊産婦・子育て世帯・こどもへの包括的な相談支援を行っていま

す。 

このはぐくみセンターが主体となり、こどもが所属する学校やこども園など就学前施設、

地域の各種団体、事業者等と連携しながら、子育て短期支援事業（ショートステイ：市内 1

か所、市外 5 か所の児童養護施設及び乳児院に委託）等こどもに関わる様々な分野で支援

施策を展開してきました。 

令和 7 年度（2025 年度）に、市が児童相談所を開設するにあたり、虐待の予防的支援か

ら親子関係再構築、その後の支援まで切れめない支援ができるはぐくみセンターと児童相

談所の包括的支援体制を構築します。また、学校やこども園などの就学前施設、警察、医療

機関、福祉事務所等、こどもに関わる各関係機関とも連携し、市域全体でのこどもを支援す

る体制を構築します。 

 

（３）今後の取組み 

【はぐくみセンターと児童相談所との一体的対応】 

① 児童相談所開設に伴い、はぐくみセンターとの切れめのない包括的支援体制を構

築します。 

② はぐくみセンターや児童相談所職員の安定的な人材確保を図るとともに、各職種

向けの研修を実施するなど人材育成の仕組みを構築します。 

③ 要保護児童対策地域協議会を積極的に活用することにより、就学前施設や学校、

警察、医療機関、福祉事務所等をはじめ、こどもと子育て支援に係る市内関係機関

との連携を強化します。 

④ こどもに対しより適切な支援を行うために、学校、教育委員会との連携強化の仕

組みを検討します。 

⑤ 豊中市社会福祉協議会や民生委員・児童委員等はもとより、こども食堂や学習支
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援の場等地域の中で支えあい、こどもの居場所を確保するために活動されている地

域の多様な主体間のつながりを促進します。 

⑥ ヤングケアラーを早期に支援に繋ぐためにも、生活保護や介護、医療、教育等関

係機関との連携を十分に行います。 

 

【家庭支援事業の整備】 

⑦ こども総合相談窓口やとよなかっ子ダイヤル、とよなかっ子ラインなど、夜間・

休日を含め、こどもがさらに相談しやすい仕組みを検討します。 

⑧ 乳児院や養育里親の確保等によりショートステイ枠を拡充し、必要とする家庭を

より支援につなげます。 

⑨ ＤＶ被害や生活困窮等の課題を抱えた母子を支援するため、母子生活支援施設と

の連携を図ります。 

 

【児童家庭支援センターの設置促進】 

⑩ 子育てに関する悩みについて、必要な助言や援助を包括的に行い、はぐくみセン

ターや児童相談所と連携・協働し在宅支援に取り組む児童家庭支援センターの設置

を検討します。 
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４ 支援を必要とする妊産婦等への取組み 

（１）基本的考え方 

令和 4 年度（2022 年度）改正児童福祉法において、生活に困難を抱える特定妊婦等に対

し、一時的な住まいや食事の提供等を行う妊産婦等生活援助事業が法律上位置づけられる

など、出産前において支援を行うことが特に必要と認められる妊婦や産後における母子等

に対する支援のための体制の構築が求められています。 

 

（２）現状と方針 

本市では、令和 5 年度（2023 年度）よりこども家庭センターであるはぐくみセンターを

設置し、すべての妊産婦・子育て世帯・こどもへの包括的な支援を行っており、児童福祉と

母子保健部門が連携したサポートプランの作成や関係機関との情報共有・調整などに取り

組むとともに、地域における子育て支援の資源の把握・開拓などを進めてきました。 

今後は、開設した児童相談所や乳児院とも連携することで、さらに乳幼児の安全確保の

ために迅速に対応できる体制を整えるとともに、女性相談機関や母子生活支援施設等と連

携を図り、不安や課題を抱える特定妊婦等及び乳児家庭に対する支援の拡充をめざします。 

 

（３）今後の取組み 

① 支援を要する特定妊婦等への生活支援を行うため、妊産婦等生活援助事業などの

制度につなぎます。 

② 関係機関及び市民に対し里親制度等を周知します。 

③ 児童相談所職員等に特定妊婦等への支援について研修を行うとともに、母子保健

部門と児童相談所が連携し、特定妊婦等に関する情報の適切な共有を図ります。 

④ 妊娠届出時の医療職による全数面接や乳児家庭への全戸訪問事業を継続し、課題

を抱える家庭を早期に発見しニーズに応じた支援につなぎます。 

⑤ 乳児院や母子生活支援施設による妊産婦に対する養育相談・生活支援を継続する

とともに、保護を要する乳児の受入枠を確保します。 
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５ 本市における代替養育を必要とするこどもの数の見込み 

本市の代替養育を必要とするこどもの数について、「こどもの人口×代替養育が必要となるこ

ども」の割合により推計します。 

各年度当初に乳児院や児童養護施設等の児童福祉施設または里親家庭やファミリーホームに

措置・委託されている本市のこどもの数は以下表 1の通りです。 

 

表１ 施設・里親等 在籍児童数 単位：人 

 乳児院 児童養護施設 里親 
ファミリー 
ホーム 

児童自立 
支援施設 

児童心理 
治療施設 

自立応援 
ホーム 

障害児施設 
（契約含） 

計 

令和6年 3 59 15 2 3 5 5 13 105 

令和5年 4 61 16 2 4 6 3 15 111 

令和4年 6 47 20 4 4 5 0 17 103 

令和3年 3 53 16 4 4 9 1 17 107 

令和2年 1 54 4 4 5 9 1 20 97 

資料：箕面子ども家庭支援センター統計より 

 

本市の人口及びこども人口の推移は次の通りです。 

表２ 豊中市の人口 

 

 

 

 

 

 

上の表２より、本市のこども人口（D）は減少傾向にあり、今後の推計においても減少が見込ま

れています。しかし代替養育こども数（G）はこの間ほぼ横ばいの状態にあることから、計画期間

における本市の代替養育を要するこども数については、過去 5年間の平均値をとって 105人と見

込むこととします。 

今後は、虐待予防支援の充実等によって代替養育を必要とするこどもたちを減少させていくこ

とが重要です。  

（表２）

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 平均

A 10,532 10,285 9,935 9,506 9,079

B 11,216 11,073 10,889 10,660 10,331

C 45,046 45,269 45,422 45,632 45,708

小学生年齢 23,092 23,115 23,135 23,021 22,818

中学生年齢 10,969 11,179 11,333 11,591 11,676

高校生年齢 10,985 10,975 10,954 11,020 11,214

D 66,794 66,627 66,246 65,798 65,118 66,117

E 408,518 408,736 407,867 406,931 405,989 407,608

F 16.4% 16.3% 16.2% 16.2% 16.0% 16.2%

G 98 107 103 111 105 105

H 0.147% 0.161% 0.155% 0.169% 0.161% 0.159%

こども人口（A＋B＋C）

内
訳

豊中市人口

3歳未満

3歳～就学

学童期以降

資料：住民基本台帳（各年４月１日データ）

全体人口　　　　

こども人口割合（D/E)

代替養育こども数

代替養育割合（G/D）
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６ 本市における一時保護の在り方 

（１）基本的考え方 

一時保護は、こどもの安全を確保するとともに、こどもの心身や家庭の状況等を把握す

るために行われます。一時的であっても家庭から離れることはこどもにとって大きな不安

を伴うものでもあることから、一時保護を行う際はこどもにその理由や目的などを丁寧に

説明した上で、こどもの意向をしっかり聴き取ることが必要です。また、一時保護中もでき

るだけ良好な家庭的養育環境を提供するとともに、一人ひとりのこどもたちの状況に合わ

せた対応が必要です。さらに、こどもの権利擁護の観点から、こどもたちが自ら意見を表明

できるような環境の整備が求められます。 

 

（２）現状と方針 

本市では、児童相談所の開設と合わせ一時保護施設も設置しますが、保護している間に

年齢やおかれた状況が様々なこどもたちが、それぞれの権利やプライバシーが守られなが

ら家庭的な環境の中で過ごすことができるよう、幼児、学齢男子、学齢女子等の小規模ユニ

ット制とし学齢児以上の居室は個室とします。 

また、継続的に通学ができるよう支援するとともに、通学ができない場合にも一時保護

施設内で適切な学習支援を受けられるようにするなど、教育を受ける権利を保障しながら、

こどもにとってできる限り安心・安全な環境のもとで適切なケアを行います。 

 

（３）今後の取組み 

① 幼児や、非行傾向のあるこども、ＬＧＢＴ等、それぞれのこどもの状況に応じた

一時保護が行えるよう施設の環境を整備するとともに、個別対応を基本とした支援

を進めます。 

② 誘致した乳児院に一時保護専用床を設けるとともに、一時保護が可能な里親や児

童福祉施設等の拡充など、こどもの様々な態様に応じた一時保護委託先を確保しま

す。 

③ 一時保護説明のためのしおり等を作成し、こどもに対して一時保護の必要性や一

時保護中の生活について丁寧に説明を行います。 

④ 必要時に迅速に一時保護を行うとともに、一時保護期間が必要最小限となるよう

適正化を図ります。 

⑤ 保護者の同意が得られず司法審査を受ける際はもとより、適宜こどもへの丁寧な

説明を行い適正な支援を行います。 

⑥ 一時保護施設において、こどもたちが安心できる生活環境を継続的に提供するた

め、必要なマニュアル類の整備や職員研修を実施するとともに、一時保護施設に対

する評価の仕組みを検討します。 

⑦ 一時保護施設での適切な学習環境を整備するとともに、教育委員会や学校との連

携により、可能な限りこどもたちが継続して通学できる機会を確保します。  
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７ 本市におけるパーマネンシー保障（養子縁組等の支援など）

に向けての取組み 

（１）基本的考え方 

国においては、永続的な家庭関係をベースにした家庭という育ちの場の保証、いわゆる

パーマネンシー保障を社会的養育の重要な目的としており、その達成に向けては、家族と

の暮らしを維持する支援とともに、親子分離後の家庭復帰や親族等による養育、特別養子

縁組等に向けた支援を計画的に進めていくことが求められています。 

 

（２）現状と方針 

大阪府において、これまで養子縁組里親支援機関事業などパーマネンシー保障に向けた

取組みが実施されてきましたが、本市においてもその取組みを継承しつつ、児童相談所が

主体となり、はぐくみセンターで行われてきた各子育て支援事業等の取組みや各種民間団

体、NPO法人等と連携しながら、虐待に至る前の予防的支援や親子関係再構築に向けた支援

の充実を図っていきます。 

 

（３）今後の取組み 

① こどもの意見を聞きながらできるだけ早く家庭復帰できるよう、児童相談所に担

当職員を配置するなど親子関係再構築支援に向けた体制を整備するとともに、パー

マネンシー保障に基づくケースマネジメントを行うことで、親子分離の未然防止に

努めます 

② 親への相談支援や特別養子縁組等に関する研修等を児童相談所職員に実施しま

す。 

③ 各種子育て支援事業等の拡充と合わせ、保護者支援プログラム等の実施を図るな

ど、他機関とも連携することにより、親子関係の再構築など家庭環境の改善に向け

た支援を行います。 

④ 乳児院等と連携した親子関係再構築に向けた支援のほか、家庭復帰が困難な場合

の養子縁組、里親委託につながるマッチング等の仕組みを検討します。 

⑤ 特別養子縁組の広報やあっせん協力などについて、民間機関とも連携し推進を図

りながら、親が行方不明または長期間親との交流がない乳幼児に対し、積極的に特

別養子縁組を検討し必要に応じて申立てを行います。 

⑥ 養子縁組成立後も、フォスタリング＊機関等と連携し必要に応じ支援を継続しま

す。 

＊ フォスタリングとは、英語の「foster」という言葉に基づい

ており、「育てる」「養育する」という意味があります 
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８ 里親等の確保と支援体制の構築 

（１）基本的考え方 

代替的養育を要するこどもは、一時保護時や障害のあるこどもも含め、原則として「家庭

と同様の養育環境」である里親・ファミリーホームへの委託を検討する必要があります。 

本市が本計画期間中にめざす里親委託率については、国が目標としている「乳幼児 75％

以上」、「学童期 50％以上」とします。 

５の（表 1）で示した令和 6年（2024年）4月 1日時点で乳児院や児童養護施設に入所ま

たは里親家庭やファミリーホームに委託されているこどもの数を基準とすると、目標の達

成には里親家庭への委託児童数を 15人から令和 11年度末には 42人まで伸ばす必要があり

ます。 

また、大阪府の里親家庭稼働率（受託里親数／登録里親数）や平均委託児童数（委託児童

数／受託里親数）の実績から、42人を養育里親家庭に委託するためには養育里親家庭が 78

件必要と考えられます。 

 

（２）現状と方針 

令和 5 年（2023 年）4 月 1 日時点で登録されている本市在住の養育里親家庭は 17 件で、

うち受託里親家庭は 4 件です。里親家庭は、施設入所中のこどもにとっても家庭的環境に

触れられる場として必要であり、本市としては、まずは里親家庭の登録を増やすとともに、

一時保護委託や週末里親等を含め、できるだけ多くの里親家庭に対しこどもの預かりを進

めていきます。また、こどもが住み慣れた地域で引き続き成長できるよう、小学校区に一つ

の家庭養護（里親＋ファミリーホーム）の委託先確保をめざしていきます。ただし、あくま

でもこどもにとって最善の利益の観点から、それぞれのこどもに十分なアセスメントを行

った上で里親等委託を行うことが重要です。こどもが自らの意思で成長の場を選ぶことが

できるよう里親家庭を確保する必要がある一方で、大切なことはこどもにとって適切な養

育環境の提供であり、単に目標を達成するために取り組むことのないよう留意が必要です。 

大阪府では、これまで里親制度の啓発及び里親のリクルート、里親希望者への面接、里親

登録前研修、認定登録、マッチング、里親委託中・解除後の支援、未委託里親の支援、週末

里親事業等、フォスタリング機関と連携し、支援に取り組んできました。 

本市は、こういった取組みを基本的に継承しながら、管轄区域が本市に限られる利点を

生かし、未委託里親家庭も含めた里親家庭やファミリーホームへの適切な訪問や里親会で

の交流の機会等を通じて連携を強め、里親委託の推進を図っていきます。 

 

（３）今後の取組み 

① 必要な里親の確保に向けて、基本的には現在大阪府が実施しているフォスタリン

グ機関の活用による里親制度の広報、マッチング、実習の場の確保等里親委託推進

の取組みを継承しつつ、小学校区に一つの家庭養護（里親家庭等）の設置をめざし

ます。 
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② 多様な養育環境の確保に向けて里親家庭の拡充を進めるとともに、国の制度も活

用しながらファミリーホームの設置についても促進を図ります。 

③ 週末里親やショートステイなどの短期受入里親等、多様なあり方で里親家庭の積

極的な活用を図ります。 

④ 児童相談所に里親担当者を配置するとともに、フォスタリング機関等との連携に

より里親希望者の実習の場の提供、委託後の里親支援、里親に対するレスパイトケ

ア、里親同士の交流の仕組みづくり等里親支援体制の充実を図ります。また、里親

制度を市民に周知します。 

⑤ 里親支援においても、基本的には現在大阪府が実施しているフォスタリング機関

による里親に対する研修の実施、里親委託後の訪問支援等の里親委託推進事業を継

承するとともに、その充実を図るため里親支援センターの活用についても検討しま

す。 
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９ 市内で必要となる施設等社会資源整備の在り方 

（１）基本的考え方 

家庭養育の優先を進めていく中においても、在宅では支援が困難な専門的ケアを要する

こどものため、乳児院や児童養護施設等、専門的な養育が可能な社会資源の整備も必要で

す。 

本市において施設における専門的養育を必要とするこどもの見込数については、８の本

市が本計画期間中にめざす里親委託率が実現した際は、63 名と推計されます。このうち、

府域における利用を想定する自立支援施設等をのぞき、乳児院及び児童養護施設における

必要な受け皿を検討するにあたっては、まず５の（表１）で示した令和 6年（2024年）4月

1 日時点の在籍児童数を基準としつつ、年度当初は年間を通じて在籍児童数が少なくなる

傾向にあることから、最も多くのこどもが在籍する時には、各施設在籍児童数はそれぞれ

の定員数と同程度に達するものとして算定した場合、最も多い時点で乳児院約 8 名、児童

養護施設約 70名と推計されます。 

今後、里親委託率の向上を図る８の取組みを進めていくことにより、乳児院及び児童養

護施設に入所する必要のあるこども数は減少することから、それにともなって受け皿の必

要数も見直していくことになりますが、虐待等緊急時の保護の受け皿として不可欠であり、

里親家庭に移るまでの間の専門的ケアや里親家庭等のレスパイト支援等のほか、ショート

ステイや親子関係再構築のための支援等の子育て家庭への拠点としても重要な社会資源で

す。さらに、今般の児童福祉法の改正により児童養護施設等で 18歳を超えたこどもの措置

延長が増え入所期間が延び、新規入所がより困難になることも踏まえた対策が必要です。 

 

（２）現状と方針 

本市には児童養護施設が 1か所（翼：定員 24名）開設されており、令和 7年度（2025年

度）には乳児院が 1か所（定員 10名）開設します。これら施設が満床の場合や児童自立支

援施設や児童心理治療施設等、より高い専門的ケアが可能な施設が必要な場合、大阪府や

大阪市、堺市等の近隣の児童相談所設置自治体が所管する施設を活用することになります。

現在、本市の代替養育を要するこどもたちの多くが本市以外の施設に入所あるいは里親家

庭に委託されていることから、大阪府や大阪市、堺市等の近隣の児童相談所設置自治体と

の調整により、個々のこどもたちが住み慣れた地域の施設や里親家庭等で成長できるよう

取り組む必要があります。 

また、本市が所管する施設には、こどもへの個別対応によるできる限り良好な家庭的環

境の提供や、こどもたちに対しより専門的ケアの提供ができるよう、施設と児童相談所が

連携を深めた上で、施設の小規模かつ地域分散化、高機能化及び多機能化等をともに検討

していきます。 

さらに、里親の確保と支援のより効果的な推進や社会的養護経験者支援の充実をめざし、

里親支援センターや自立援助ホーム等の社会資源の誘致についても検討を進めます。 
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（３）今後の取組み 

① 専門的なケアが必要なこどもたちを入所措置・一時保護を行い、可能な限り住み

慣れた地域において生活できるよう、新たな児童養護施設等の設置とともに、施設

運営の状況に応じ、地域分散化や多機能化について検討を進めます。 

② 乳児の緊急保護に対応できるよう、乳児院に一時保護専用床を整備します。 

③ 子育て相談やショートステイを充実し、家庭支援を推進します。 

④ 里親支援体制の構築に向け、フォスタリング機関や里親支援センターによる里親

家庭への訪問支援の拡充を図ります。 

⑤ 児童養護施設等における施設退所に向けた親子支援や施設退所後の児童に対す

るアフターケアの充実を支援します。 

⑥ 市内児童養護施設等における支援の専門性向上に資する取組みを検討します。 

⑦ 児童相談所と弁護士や精神科医師等の専門職が連携し、児童養護施設や里親家庭

等への助言や研修など支援を図ります。 

⑧ 市と児童養護施設や里親制度に関わる人による、人材育成や確保のための合同研

修会等の実施を検討します。 
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１０ 社会的養護自立支援の推進に向けた取組み 

（１）基本的考え方 

児童養護施設等への措置を解除された者等は、措置が解除された後も家庭による支援が

見込みづらいことや自立にあたって困難を抱える場合が多いです。令和 4年度（2022年度）

改正児童福祉法では、社会的養護経験者等の実情の把握と自立のために必要な支援につい

て、児童相談所設置自治体が行うよう位置づけられました。 

本市の社会的養護経験者数の見込みについては、国において実施された「児童養護施設

等への入所措置や里親委託等が解除された者の実態把握に関する全国調査報告書（令和 3

年（2021年）3月）」を参考としました。この調査では、過去 5年間で中学卒業以降措置解

除となったこどもを対象としており、大阪府全体（大阪市・堺市を含む）の調査対象者数が

2,066人であることから、これを基に大阪府、大阪市、堺市、および本市の措置入所及び里

親委託のこどもの数の割合等から約 60人と推計しています。 

 

（２）現状と方針 

大阪府ではこれまで、退所を控えたこどもへのソーシャルスキルトレーニング＊1 等や自

立後の住居や生活費など安定した生活基盤を確保するための貸付事業、身元保証人確保対

策事業の実施など施設入所中のリービングケア＊2 から自立した後のアフターケアまでの一

貫した支援が行われています。 

本市は、これらの取組みを継承しつつ、児童相談所に社会的養護経験者支援の担当者を

配置するとともに若者支援や生活困窮者支援の関係機関、さらには民間団体、NPO法人など

の地域資源とも連携することで、社会的養護経験者の実情を継続的に把握しながら、生活

や就労等自立に向けた効果的な支援を行います。 

 

（３）今後の取組み 

① 若者支援機関等と連携し、一時保護や社会的養護経験者への就労や就学、住居等

の支援を行うとともに、児童自立生活援助事業や社会的養護自立支援拠点事業など

の実施を検討します。 

② 児童相談所に社会的養護経験者支援の担当者を配置するなど、児童養護施設や里

親家庭等と連携しながら、施設退所や施設退所後を見据えた支援を行います。 

③ 施設や里親家庭等との連携により、施設退所及び里親委託解除後もこどもたちと

の繋がりを保ちながら施設退所後のケアの充実を図ります。 

④ 社会的養護経験者や被虐待経験者等の支援のため、自立援助ホームの必要性につ

いて検討を行います。 

 

＊1 ソーシャルスキルトレーニングは、社会生活に必要なスキルを身

につけるための訓練 

＊2 リービングケアは、施設を退所する前に、自立した生活を送るた

めに行われる支援  
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１１ 本市における児童相談所の在り方 

（１）基本的考え方 

児童虐待相談対応件数の全国的な増加傾向に加え、複雑・困難なケースも増えています。

また、よりこどもに身近な場所で支援を行う必要性などから、中核市・特別区における児童

相談所の設置が進められるとともに、人材育成を含め児童相談所の体制強化が求められて

います。こどもたちが安心・安全に暮らし続けられる権利を擁護するためにも、適正な児童

福祉司や児童心理司の確保に加え、弁護士の配置等による法的対応体制の強化、児童相談

所職員への研修の充実等、専門性の向上に向けた取組みが求められます。 

本市の児童相談所の在り方については、豊中市児童相談所設置基本計画（令和 4年（2022

年）6月策定）の考え方を継承しながら運営体制を整備し、取組みを進めていきます。 

 

（２）現状と方針 

本市は、令和 7 年度（2025 年度）に大阪府内の中核市としては初めて児童相談所を開設

します。このことにより、児童虐待等における市の強みである予防、支援、防止を担うはぐ

くみセンターと、児童相談所が担う介入、保護、家族再統合支援までを市が判断し一貫して

切れめなく行っていきます。 

また、その効果をより発揮するため、児童相談所等職員の人材育成とともに常勤の弁護

士や医師等の配置を進め専門職を確保します。また、関係機関との連携を密にすることで

こどもやその家庭の情報を共有し、児童虐待に関する相談・通告・調査等、既存業務との整

理・統合により効率的かつ効果的な運営を行うとともに、こどもの最善の利益を常に意識

しながら、こどもの意向を尊重した支援を進めていきます。 

 

（３）今後の取組み 

① 児童福祉司や児童心理司等、適正な児童相談所業務の推進に必要な職員体制の確

保と職員研修体系の確立を図ります。国等の動向を注視し、こども家庭ソーシャル

ワーカーの資格取得促進等を検討します。 

② 児童相談所内に里親支援、社会的養護経験者支援、親子再統合支援の担当者等を

配置し、各支援の体制強化を図ります。 

③ 常勤の弁護士や医師及び保健師を配置することで、児童相談所における専門的助

言機能を高め、こどもにとってより適切な支援を行います。 

④ 児童相談所とはぐくみセンター等、各支援機関の情報共有を円滑にするため、シ

ステム開発と情報連携を行います。 

⑤ 虐待等通告ケースに対し適切、迅速に対応できるよう、24 時間 365 日対応でき

る体制を整えるとともに、警察や医療機関等との間で通告受理や緊急保護等の適切

な連携をすすめます。 

⑥ 必要なマニュアル類の整備や職員研修の実施など児童相談所の体制整備を進め

るとともに、5年以内の第三者評価の受審をめざします。 
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１２ 関係機関が連携した障害児支援の取組み 

（１）基本的考え方 

心身に何らかの障害や発達に課題のあるこどもたちが、住み慣れた地域や家庭の中で暮

らしながら必要なサービスを受けられるよう必要な支援を行うとともに、虐待等で社会的

養育を必要とするこどもたちが専門的なケアを受けることができるよう、施設の確保も必

要です。 

障害に対する正確な理解と障害特性に応じた環境の提供に加え、より良好な家庭的環境

で養育がなされるよう支援が必要です。 

 

（２）現状と方針 

本市において、障害や発達に課題のあるこどもたちに対し、児童発達支援センターと障

害福祉センターひまわりが連携し、障害種別や年齢に関わらず切れめのない支援を提供し

ています。ただ、障害児入所施設は市内にはなく、代替養育を要する場合には、近隣の児童

相談所設置自治体所管の施設を利用することになります。 

今後、児童相談所の開設に伴い、関係機関と連携し虐待の予防や初期対応を行いながら、

それでも代替養育を必要とする場合には。里親家庭での養育などできる限り家庭的な環境

での養育を提供するよう努めます。また、施設入所となった後も、スムーズに地域移行がで

きるよう児童相談所と障害福祉担当課が連携し支援を行います。 

 

（３）今後の取組み 

① 児童相談所と保健センター、児童発達支援センター等が保護を要する障害児ケー

スの早期発見や在宅支援について連携を図ります。 

② 「良好な家庭的環境」による養育がより多くのこどもに行われるよう、障害児を

受託する里親等に対する支援を行います。 

②  児童相談所と障害福祉担当課が連携し、スムーズな地域移行支援を図ります。 
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１  計画の推進体制 
 

 

 

 

 

 

 

 

本計画は、本市の子育ち・子育て支援策を総合的・一体的に進める計画であり、施策・事業

も多岐にわたっています。そのため、計画の推進にあたっては、子育ち・子育ての関連部局だ

けではなく全庁的な体制のもとに計画の推進を図ります。 

また、子育ち・子育て支援を進めていくにあたっては、大阪府などの関係機関との連携に加

え、地域全体での取組みが必要です。そのため、保護者、子ども関連施設、地域住民または事

業者等と連携・協力し、地域ぐるみで計画の推進を図ります。 

これら様々な主体と連携した計画の推進に向けて、保護者、学識経験者、関係機関や事業者

の代表者等によって構成される「こども審議会」（以下、「審議会」とします。）において計画の

策定、進行管理及び評価を行うとともに、計画の推進に関して必要な事項について検討を行い

ます。 

そして、審議会からの意見をもとに、庁内における子育ち・子育て支援に関わる「こども施

策推進本部会議」（委員長：こども未来部長、以下、「本部会議」とします。）において計画を推

進していきます。 

 

 

 

 

  

計画の推進にあたっては、子育ち・子育ての関連部局だけではなく全庁的な体制の

もとに計画の推進を図ります。また、大阪府などの関係機関との連携に加え、保護者、

子ども関連施設、地域住民、事業者等と連携・協力し、地域ぐるみで計画の推進を図

ります。 

。 
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２  計画の進行管理 
 

 

 

 

 

 

 

本計画の着実かつ効果的な推進を図るため、計画を立て（Plan）、実施（Do）、その進行状況

を定期的に把握し点検・評価（Check）した上で、その後の取組みに反映する（Act）、というＰ

ＤＣＡサイクルの考え方に基づき、毎年度進行状況の点検や評価を行うとともに、事業の見直

しを行います。 

具体的には、各事業の実施状況、目標達成状況、今後の実施方針等を担当課にて整理し、そ

れらの情報を本部会議において取りまとめ、その結果を審議会において点検・評価するととも

に、施策の実施状況及び審議会の評価結果等を公表します。 

また、毎年、子育ち・子育て応援アプリ「とよふぁみ」等によるアンケート等を実施し、市

民ニーズを的確にキャッチしていきます。こどもたちの声は、市内の学校等への訪問や、こど

もからの希望があった場所へ出向く（出張ヒアリング）など様々な方法でヒアリングを実施し、

市民からの意見を募集します。 

こうした一連の結果を踏まえ、計画の中間年など必要に応じ計画の見直しを行うとともに、

次年度以降の計画推進における事業の見直しを行います。 

 

 

 

  

計画の着実かつ効果的な推進を図るため、毎年、各事業の実施状況や目標達成状況

を点検・評価するとともに、次年度以降の実施方針等を整理した上で市民意見を募集

し、その結果を踏まえて必要な事業の見直しを行います。 
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３  評価指標 
 

 

 

 

 

 

 

施策の柱１ 子育ち支援 

★こどもの貧困の解消に向けた対策計画に関連する指標 

指 標 実績値 
目標値 

（最終年度） 

成果 
自分のことを好きだと思うこどもの割合（「あ

てはまる」「ややあてはまる」の合計） 

小学生 66.7％ 

中学生 58.8％ 

高校生相当年齢 57.6％ 
（令和5年度） 

小学生 70.0％ 

中学生 65.0％ 

高校生相当年齢 65.0％ 
（令和10年度） 

成果 
自分に自信があるこどもの割合（「ある」「どち

らかといえばある」の合計） ★ 

小学生 65.3％ 

中学生 49.6％ 

（令和5年度） 

小学校 70％ 

中学校 55％ 

（令和10年度） 

 

１－１ 保育及び教育環境の充実 

成果 

教育・保育環境が充実しているまちだと思う

市民の割合（「思う」「どちらかといえば思う」

の合計） 

45.2％ 
（平成5年度） 

50.0％ 
（令和11年度） 

成果 保育所等の待機児童数（４月１日） 
28人 

（令和6年） 
0人 

（令和12年） 

 

１－２ 多様な人との交流及び様々な体験をすることができる機会の提供 

成果 

こどもにとって体験をしやすい環境かあると

考える保護者の割合（「あてはまる」「どちらか

といえばあてはまる」の合計） 

小学生 62.4％ 
（令和5年度） 

小学生 65.0％ 

（令和10年度） 

活動 
重点施策３ 

こどもの社会参加事業数 

40事業 
（令和5年度） 

45事業 
（令和11年度） 

活動 
重点施策３ 

ライフデザイン支援講座の延べ受講者数 

731人 
（令和5年度） 

維持・増加 
（令和11年度） 

計画の目標を設定し、施策の進行状況を評価するための指標として、成果指標（ア

ウトカム）と活動指標（アウトプット）を定めます。 
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活動 

出前講座（キャリア教育、健康教育、思春期教

育、メンタルヘルス、消費者教育、防火・防災

等）のこども・若者の参加者数 

10,388人 
（令和5年度） 

増加 
（令和11年度） 

 

１－３ こどもの居場所づくり 

活動 
重点施策 

こどもの居場所がある小学校区数 

32校区 
（令和6年12月現在） 

全校区 

（令和11年度） 

活動 

重点施策３ 

支援型居場所（豊中型認定居場所又は児童育

成支援拠点）がある中学校区数 ★ 

3校区 

（令和5年度） 

※子どもの居場所支援臨

時特例事業として、人

権政策課所管も含めた

数値 

全校区 

（令和11年度） 

 

１－４ こどもの悩みや不安に対する相談及び支援 

成果 
ヤングケアラーという言葉を聞いたことがあ

り、内容も知っているこどもの割合 

小学生 20.4％ 

中学生 36.7％ 

高校生 54.1％ 
（令和5年度） 

小学生 40.0％ 

中学生 50.0％ 

高校生 60.0％ 
（令和10年度） 

成果 児童虐待相談対応件数 

    2,109件 
（令和4年度） 

※大阪府池田子ども家庭

センターが受け付けた

もののうち豊中市域分

と豊中市で受けたもの

の合算件数 

減少 
（令和11年度） 

活動 
重点施策１ 

はぐくみセンターのサポートプランの作成数 

307件 
（令和5年度） 

1,000件 
（令和11年度） 

活動 スクールカウンセラー延べ援助者数 
31,634人 

（令和5年度） 
増加 

（令和11年度） 

活動 
スクール・ソーシャル・ワーカーが支援した児

童・生徒数 ★ 

1,576人  
（令和5年度） 

増加 
（令和11年度） 

活動 
とよなかっ子ダイヤル・ラインの相談件数 

★ 

1,312件 
（令和5年度） 

増加 

（令和11年度） 

活動 こども療育相談利用実数 
2,464件 

（令和5年度） 

維持 

（令和11年度） 

活動 
民生委員・児童委員の子どもに関する相談件

数★ 

4,334件 

（令和5年度） 
維持 

 

１－５ 若者の自立支援 

成果 

こどもや若者が地域の中でいきいきと活動で

きているまちだと思う市民の割合（「思う」「ど

ちらかといえば思う」の合計） 

44.2％ 
（平成5年度） 

50.0％ 
（令和11年度） 
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成果 将来の夢を持っているこどもの割合 

小学生 65.9％ 

中学生 41.9％ 

高校生 59.2％ 
（令和5年度） 

小学生 70.0％ 

中学生 50.0％ 

高校生 65.0％ 
（令和10年度） 

活動 
重点施策１ 

若者支援総合相談窓口への新規相談件数 

124件 

（令和5年度） 

維持件 

（令和11年度） 

活動 若者支援総合相談窓口での相談件数 ★ 
725件 

（令和5年度） 
維持件 

（令和11年度） 

活動 就労支援を行った若者の人数 
306人 

就職者145人 

（令和5年度） 

維持（令和11年

度） 
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施策の柱２ 子育て支援 

★こどもの貧困の解消に向けた対策計画に関連する指標 

指 標 実績値 
目標値 

（最終年度） 

成果 

子育てを楽しいと感じる保護者の割合（「楽し

いと感じることの方が多い」「楽しいと感じる

こととつらいと感じることが同じくらい」の

合計） 

就学前 93.0％ 

小学生 91.7％ 
（令和5年度） 

就学前 95.0％ 

小学生 93.0％ 

（令和10年度） 

 

２－１ 地域の子育て環境の整備 

成果 
子育てがしやすいまちだと思う市民の割合

（「思う」「どちらかといえば思う」の合計） 

46.7％ 
（令和5年度） 

50.0％ 
（令和11年度） 

成果 
地域で子育てが支えられていると感じている

保護者の割合 

就学前62.2％ 

小学生64.6％ 
（令和5年度） 

就学前65.0％ 

小学生68.0％ 

（令和10年度） 

活動 
重点施策１ 

「マイ子育てひろば」の箇所数 

１箇所 
（令和5年度） 

全小学校区につき

1カ所 
（令和11年度） 

活動 

重点施策２ 

学校運営協議会（コミュニティ・スクール）を

設置している校数 

30校 
（令和5年度） 

市内全校 
（令和8年度） 

 

２－２ 子育てに必要な情報提供等 

成果 

満足度している環境・支援として、子育てに関

する情報発信が充実していると考える保護者

の割合 

就学前 20.6％ 

小学生 12.1％ 
（令和5年度） 

就学前 25.0％ 

小学生 20.0％ 

（令和10年度） 

活動 
子育ち・子育て応援アプリ「とよふぁみby母子

モ」の登録者数 

11,903人 
（令和5年度） 

増加 
（令和10年度） 

活動 
こんにちは赤ちゃん（乳児全戸訪問事業） 

面談率 

99.9％ 
（令和5年度） 

100％ 
（令和11年度） 

成果 
おうちの大人の人と一緒に朝食を食べている

こどもの割合（「ほとんど毎日」） ★ 

小学生 57.0％ 

中学生 41.6％ 
（令和5年度） 

増加 

（令和10年度） 

 

２－３ 保護者の悩みや不安に対する相談及び支援 

成果 

子育てに不安や負担を感じる保護者の割合

（「非常に感じる」「どちらかといえば感じる」

の合計） 

就学前 49.3％ 

小学生 43.9％ 
（令和5年度） 

就学前 40.0％ 

小学生 35.0％ 
（令和10年度） 
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成果 
悩みや不安を相談相手がいない、相談してい

ない保護者の割合 

就学前 2.2％ 

小学生 2.3％ 
（令和5年度） 

就学前 0％ 

小学生 0％ 
（令和10年度） 

活動 

重点施策１ 

はぐくみセンターの相談件数（こども総合相

談窓口＋妊娠出産子育て相談窓口＋子育て支

援センターほっぺ相談件数） 

こども総合相談窓口 

5,383件 
※とよなかっ子ダイヤル・

ラインの相談件数を含む 

妊娠出産子育て相談

窓口 24,552件 

子育て支援センター

ほっぺ相談件数 

7,775件 
（令和5年度） 

増加 
（令和11年度） 

活動 
母子・父子福祉相談件数（悩み全般、法律相談、

専門相談） ★ 

353件 

（令和5年度） 
増加 

 

２－４ 子育てと仕事の両立の推進 

成果 

家庭における「仕事」と「仕事以外の生活」の

バランスがとれていると感じる保護者の割合

（「感じる」「まあまあ感じる」の合計） 

就学前 56.6％ 

小学生 57.5％ 
（令和5年度） 

就学前 65.0％ 

小学生 65.0％ 
（令和10年度） 

成果 保育所等の待機児童数（４月１日）【再掲】 
28人 

（令和6年） 
0人 

（令和12年） 

活動 女性活躍推進事業者の認証事業者数 
3件 

（令和5年度） 
増加 

（令和11年度） 

活動 
地域就労支援事業のひとり親の就労支援の実

績 ★ 

新規相談者数 23人 

就職者数 23人 

（令和5年度） 

維持 

（令和11年度） 
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施策の柱３ 安心・安全なまちづくり 

★こどもの貧困の解消に向けた対策計画に関連する指標 

指 標 実績値 
目標値 

（最終年度） 

成果 

豊中市はこどもにとって住みやすいと感じる

保護者の割合（「たいへん住みやすい」「まあ住

みやすい」の合計） 

就学前 76.6％ 

小学生 81.8％ 
（令和5年度） 

就学前 80.0％ 

小学生 82.0％ 

（令和10年度） 

成果 
子どもと外出した時に困ること、困ったこと

がある乳幼児保護者の割合 

88.6％ 
（令和5年度） 

減少 
（令和10年度） 

成果 16歳未満のこどもに対する刑法犯認知件数 
25件 

（令和5年度） 
減少 

（令和11年度） 

 

３－１ 生活環境、保健・医療体制等の整備 

成果 妊娠届出が満11週までに提出される割合 ★ 
97.4％ 

（令和5年度） 
増加 

（令和11年度） 

活動 乳幼児健康診査受診率 ★ 

4か月児 97.2％ 

1歳6か月児 97.4％ 

3歳6か月児 95.9％ 
（令和5年度） 

増加 
（令和11年度） 

活動 
かかりつけ医（医療、歯医者等）を持っている

こどもの割合 

医師 

90.3％ 

歯医師 

54.0％ 
（令和4年度） 

医師 

増加 

歯医師 

増加  
（令和11年度） 

活動 
重点施策２ 

「とよなか子育て応援団」の登録事業者数 

270件 
（令和5年度） 

増加 
（令和10年度） 

活動 

ひとり親家庭の親の就労支援の実績（自立支

援給付金事業、自立支援プログラム策定事業

等） ★ 

52件 

（令和5年度） 

増加 

（令和11年度） 

 

３－２ こどもの安全確保 

成果 市内の交通事故件数（こどもが関わる事故） 
47件 

（令和5年） 
減少 

（令和11年） 

活動 「子どもの安全見まもり隊」の隊員数 
3,229人 

（令和5年度） 
維持 

（令和11年度） 

 


